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概 要
本稿の研究対象は日本の地上波テレビ局を中核とした日本のメディアグループであり、
執筆目的は業界環境の変化と法的制約の中で、業界の今後の趨勢を勘案した事業構成と、
その運営に適した組織形態を明らかにすることである。結論は、事業構成はテレビを中心とし
たコンテンツの制作・伝送事業に特化し、組織形態は認定放送持株会社制度等を活用し特に地
方テレビ局の集約を図ることが望ましい、ということに至った。
本稿は、デジタル化の影響、業界の形成の過程、規模の推移、主要プレーヤーの動向、
ならびに関連法制度について概観した後に、先行研究を用いてテレビ局の構造、経営状況、
純粋持株会社制度について整理した。その上で、先行研究で得られた視点を踏まえ、事例
研究として主なプレーヤーである在京キー局 5局を含む企業集団について、設立経緯、資
本構成、役員構成、事業構成の変遷および組織形態、業績推移について整理した。その結
果、デジタル化の進展、インターネットの普及、および日本の人口構成の変化等に起因し、
中核の地上波テレビ放送の収入が緩やかに低下傾向にあること、そしてその状況の改善が
見込みにくいことが改めて把握出来た。加えて、放送法の改正により認められることとな
った「認定放送持株会社制度」のメリットとデメリットが整理された。傘下に収められる
放送局数の増加、買収防衛、外資規制などのメリットがある一方で、資産構成に制約が課
させる条件が付与されたのである。
2このことを踏まえ、今後の地上波テレビ放送を中核としたメディアグループの事業構
成・組織形態の在り方を検討すると、テレビ事業による規模の利益確保のために「事業者
同士の再編」を考えざるを得ない。成長が見込みにくい成熟した市場の中で、限られた顧
客（パイ）を様々なメディアと競合して奪い合う状況下、事業者は売上及び利益を確保す
るために、単独でパイの拡大を目指すのは勿論だが、先行研究にあったように 1社では困
難なコスト削減を複数社で追求することにようになろう。具体的には、認定放送持株会社
の下、地方局を傘下に収め、共通費用を削減し、利益を創出出来る体制を確立することが
考えられる。
以下、題目である「業界環境の変化」「法的制約」を概観した上で、日本のメディアグル
ープに関する「先行研究」から考察に至る根拠を整理し、結論を述べることとする。
第１節 業界環境
デジタル化とその伝送路としてのインターネットの普及に伴い、情報の流通量は増え、
それに連れて情報の消費量も増加基調にある。コンテンツの流通手段や記録媒体のデジタ
ル化に伴い、記録媒体が大容量化している。同時に、デジタル化したコンテンツに接する
デバイスも多様化し、従来のテレビはもちろんだが、インターネットに接続するスマート
テレビや、スマートフォン等の一層の普及も見込まれる。デジタル・コンテンツの各デバ
イスへの伝送路としてのインターネットの世帯普及率は 86%、ブロードバンドの普及も目
覚ましく、約 3,000 万世帯との契約に至る見込みである。よって、今後の事業構成および
組織形態を検討する際は、コンテンツのデジタル化、デバイスの多様化、インターネット
の普及を踏まえる必要があろう。業界規模は約 11兆円で推移している。流通段階でみると
一次流通はそのうちの約 8割、マルチユースは残りの 2割である。流通形態でみるとテキ
スト系が減少し映像系が伸長している。
かかる中、地上波の民間テレビ局は様々なプレーヤーとの関係の中に存在している。局
自体はキー局と地方局に区分出来るとともに、スポンサー、仲介する広告会社、そして視
聴者である。最近は、衛星放送（BS／CS）の普及も目覚ましく、視聴可能チャンネル数が
増えている。それを見る視聴者は、少子高齢化が進んでいる。日本全体の視聴時間は微増
だが、内訳をみると若年層のテレビ視聴時間が減りインターネットを使う時間が一方、高
齢者の視聴が伸びている。一方、広告主は広告出稿を控える傾向にある。総広告費および
3テレビ広告費は、名目 GDP の推移に連動せず今後の成長が見込みにくいとことが想定さ
れる状況と思料する。但し、テレビ広告費がインターネットに置換されたわけではなく、
補完し合う関係も考えられる。
直近のテレビ局は、既述の通り広告収入が低迷基調にある影響で、売上は減少基調であ
る。利益も、費用の大半が人件費をはじめとする固定費であるため急激に削減することは
難しく、急減傾向にある。しかし、過去からの蓄積があるため、自己資本比率も高く、利
益準備金なども積み上げられており、財務体質は特に懸念はない。
第２節 法制度
日本の放送局は、放送法、電波法等 4つの法律の下で運営されている。中でも、放送局
の形態を司る放送法は、2008年および 2011年に改正された。2008年の改正により、認定
放送持株会社制度の導入が可能となり、2011年の改正により伝送だけ、制作だけ、伝送お
よび制作、とハードとソフトの一致か分離かを選べるようになった。
2008年の改正の背景は、2011年７月のデジタル化完了に向けて各放送事業者が投資に努
力している中、負担が重荷になっている地方局があるため、経営の選択肢を広げるという
観点でグループ経営が可能になった。合わせて外資規制、マスメディア排除原則の緩和、
出資規制、資産規制などが条件とされた。この「資産規制」が、放送以外の事業に取り組
む際に制約となる懸念がある。なお、放送業界の構造を日米で比較すると、日本は編成・
制作・伝送という機能を一事業者で担うように垂直統合されているが、米国では過去の法
制度に起因し機能は水平分化しているが、分離した企業がコングロマリットを形成し結果
として垂直統合している。
第３節 先行研究
日本の放送局の特徴である制作と伝送を行う「垂直統合」の経済的効果について検証し
た先行研究によれば、垂直統合による経済性は存在せず、費用削減効果は見出しにくい、
ということだった。規模の経済が働く条件は「共通費用」が存在することだが、制作と伝
送にはそれが存在しないという見解である。
4これを踏まえ、規模の大型化による経済性について検証した先行研究に関する先行研究
によれば、規模の経済は働くようである。デジタル化による設備投資等を共同で行うこと
が出来、費用節減につながる可能性を示唆している。
テレビ局・制作会社・テレビ局と制作会社のそれぞれに関する競争状況や、互いの関係
について検証した先行研究によれば、局同士、制作会社同士の競争が激しい程、互いに効
率的になる。特に制作会社同士の競争は、局に安価で高品質な番組をもたらす可能性もあ
る。なお番組制作業の子会社を抱える程、テレビ局の生産性が下がる結果も示されている。
また、メディア・コングロマリット化が進むことを想定し、テレビ事業とラジオ事業を
兼営することの範囲の経済性（費用削減効果等）を検証している先行研究によれば、その
効果は見いだせないという結果が導かれている。主因は、リソースの共有を図れる機会が
少ないことである。テレビはキー局の番組をおよそそのまま伝送する一方、ラジオは自主
制作が多いうえに売り上げが落ち、収益が悪化している。
地方局の経営統合がコスト構造に与える影響に関する先行研究によれば、放送局同士を
統合し、それぞれが持つ東京・大阪支社を統合することが最もメリットがあるという結果
を示している。
地方局に関しては、この他にそもそもの「存在意義」や「課題」について検証している
先行研究がある。地方局には、域内競争のみ、区域外での放送は困難、キー局との賢固な
ネットワーク関係等の特徴がある。検証の結果、県域を越えてのコンテンツの制作・放送
についてはキー局中心のネットワークの利点を強調するコメントが複数見られるなど、「県
域」という放送区域の中でそれぞれの地方局が独自の放送を行うという本来の制度趣旨と
の矛盾が生じている事象が判明した。対応としては、認定放送持株会社の傘下での経営統
合等が挙げられている。
地上デジタル放送への移行前後のテレビ局単体の経営状況に関する先行研究では、フロ
ーとストックから現状を示している。フローを見ると、直近の 2006 年から 2008 年は不況
やリーマンショック等に起因し売上高・利益ともに低下傾向にある。ストックの状況をみ
ると自己資本比率をはじめ特段懸念ある水準ではなく、安定性は高い。
こうした中で、2012 年 12 月現在で認定放送持株会社制度へ移行済の企業はフジ・メデ
ィア・ホールディングス（以下 FMH。2008年 10月）・TBSホールディングス（以下 TBS。
2009年 4月）・テレビ東京ホールディングス（以下テレ東HD。2010年 10月）・日本テレ
5ビホールディングス（以下テレ東HD。2012年 10月）の４社である。FMHと TBSHDは
放送事業以外にも多角化を進め、日テレHDと（持株会社制度を導入していない）テレビ
朝日は放送事業へ集中している。こうした中、利益率を見ると日テレHDのように放送に
集中している企業グループが高い。
第４節 結論
日本のGDPの成長は期待し難い上に、広告費は従来と異なりGDPの推移と比例せずそ
れを下回るようになろう。広告費の今後の伸びは限定的と見込まざるを得ない。中でもテ
レビ広告費はこの状況下でインターネットをはじめとする他媒体との競合が激化すると思
料されることから、シェアの拡大は見込みにくい。加えて、放送法における「放送資産規
制」 により、放送外事業収入も拡大には限界があると思われる。売上が以上の状況で伸ば
しにくい中で利益を確保する方法は、番組制作費や人件費等の既存の費用削減程度しか見
当たらない。しかし、それも早晩限界が来ることが見込まれる。
そうした中で、今後の地上波テレビ放送を中核としたメディアグループの事業構成・組
織形態の在り方を検討すると、利益率の高いテレビを中核事業として取り組めるように
「（特に地上波テレビ放送）事業者同士の再編」を考えざるを得ない。成長が見込みにくい
成熟した市場の中で、限られた顧客（パイ）を様々なメディアと競合して奪い合う状況下、
事業者は売上及び利益を確保するために、単独でパイの拡大を目指すのは勿論のこと、先
行研究で示されているように「（特に地上波テレビ放送）事業者同士の再編」を考えざるを
得ない。マスメディア排除原則の緩和や認定放送持株会社制度等を有効に活用し、特に地
方局の経営統合を図り規模の利益の享受を目指すこととなろう。なお、過去の事例で、経
費削減を目的とした制作と編成の分離は、かえって社内に軋轢を生み、その結果、番組内
容へ影響が及び、視聴率、ひいては売上にも悪影響を及ぼしたものがあった。よって、日
本のテレビ業界の特徴である垂直統合を、効率性の追求を主眼として分離することは慎重
に検討すべきであると考える。また、今後成長が見込まれるインターネット配信や DVD
販売などのコンテンツの二次利用（マルチユース）も、現行法令下では現状行っているよ
うにテレビ局の中の一事業として取り組み、収益化していくことが現実的であると考える。
以上
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第１章 序章 
 本稿における研究の対象は、主に地上波テレビ1放送（以下テレビ）事業を中核とし
た日本のメディア2グループを想定している。本稿の目的は、テレビを中心とするメデ
ィア業界の変遷および関連法制度、ならびに事業者の資本構成、事業構成、組織形態、
業績推移の検証を踏まえ、業界の今後の趨勢を勘案した事業構成のあり方と、その運
営に適した組織形態を明らかにすることである。 
 
 筆者は 2006年１月より、テレビ放送を主たる事業とするフジテレビに勤務している。
フジテレビは持株会社フジ・メディア・ホールディングス（以下 FMH）の傘下にあり、
FMH と傘下企業は日本のメディアグループの一つを構成している。筆者はフジテレビ
に勤務する約 7 年間で、次の２点の状況に直面した。１点目は中核事業であるテレビ
事業の成長の鈍化である。その状況は、成長を測る代表的な指標と思われる売上高・
利益の推移、視聴者のテレビ接触時間の減少や視聴率の低迷傾向に現れている。２点
目は、持株会社制を導入しても選択と集中の進捗や業績改善が見えにくい状況である。
フジテレビは 2008 年 10 月に認定放送持株会社3である FMH を新設分割し設立した。
                                                   
1 日本における「テレビジョン」は、電波法施行規則 2 条 1 項 22 号において「電波を利用して、
静止し、又は移動する事物の瞬間的影像を送り、又は受けるための通信設備」と定義されてい
る。また「テレビジョン放送」は、放送法 2 条 1 項 18 号において「静止し、又は移動する事
物の瞬間的影像及びこれに伴う音声その他の音響を送る放送（文字、図形その他の影像（音声
その他の音響を伴うものを含む。）又は信号を併せ送るものを含む。）」と定義されている。  
本稿におけるテレビは、放送法における「テレビジョン放送」の本質である「テレビ受像機を
通じたコンテンツ提供」とし、特段の断りが無い限りフジテレビジョン（以下フジテレビ）が
行う「地上波による」テレビ放送とする。また、テレビ事業者（以下テレビ局）はそれを業と
する事業者とする。 
2 ジーニアス英和辞典（2001）によれば、media<単数形：medium＞は 2.（…の）媒介物、媒
質、媒体；手段、媒介、3．[media で]マスコミ機関（mass media）（新聞・テレビ・ラジオな
ど）。総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト研究会」（2010）によれば、「メディア・
ソフト」は「映画やテレビ番組、音楽ソフト、新聞等の『メディアを通じて広く人々に利用さ
れることを目的として流通する情報ソフトであって、市場を形成しているもの』。以上のこと
から、本稿における「メディア」は「映画やテレビ番組、音楽ソフト、新聞等の情報を流通さ
せる手段」とする。なお、「コンテンツ」は同研究会の定義の通り「さまざまなメディアを通
じて流通するソフト」とする。  
3 2008 年 4 月１日付の放送法改正により認められた制度。放送法第 159 条において認定の条件
が規定されている。従前は「マスメディア集中排除原則」（放送法第 93 条第 1 項第 4 号および
第 2 項を踏まえた、総務省令「基幹放送の業務にかかる表現の自由享受原則」の通称）により、
放送事業者に対して、出資比率が規定されていた。 
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先行研究によれば、持株会社制を導入すると選択と集中が進み業績が改善するのが一
般的とされている。しかし、FMH をはじめとする認定放送持株会社制度を導入した各
社に、かかる企業行動や業績改善の傾向は見えにくい。この状況下、その原因の探求
と解決策を検討したいという問題意識に至った。 
 
 放送、なかでもテレビは、1953 年 2 月に NHK が、同年 8 月に民間として初めて日
本テレビ放送網（以下日本テレビ）がそれぞれ事業を開始し、2013 年に 60 周年を迎え
る。この間のテレビ局は、テレビ以外に文字・音声・映像等のコンテンツを、安価に、
効率よく、即時に伝達出来る手段が存在しなかったことや、電波法と放送法のもとに
高い参入障壁があったこと等により、競合が出現することが無かった。その中で、コ
ンテンツの制作機能と伝送機能が一体化する垂直統合構造の形成、1 県（地域）あたり
限定された放送局数の開設、在京 5 局4の下に地方局が連なるネットワーク（以下系列
関係）が構築された。そして業界内の競争に集中し、効率的に事業を運営すれば良い
環境だったこともあり、テレビ局の業績は堅調に推移した。「民間放送は、公共の福祉、
文化の向上、産業と経済の繁栄に役立ち、平和な社会の実現に寄与すること」を使命
として5掲げ、視聴者には報道から娯楽まで様々なコンテンツを、広告主には効果的な
広告手段を提供した。この中で、競争優位の源泉は「コンテンツ制作力」だった。 
 
 しかしここ数年のテレビ事業は、既述の通り様々な面で成長の鈍化傾向が見られる
ようになった。その主因の一つは、コンテンツのデジタル化の進展と、新たなメディ
アであるインターネットの登場による業界環境の変化であると考えられる。この変化
に伴い、広告主や視聴者はコンテンツへの接触に際し特定のメディアやデバイスに制
約されなくなった。また、従来テレビにしか出来なかったこと（情報を安価に、効率
よく、即時に伝達すること）を、インターネットにより安価に且つ簡単に代替されつ
つある。こうした状況を受け、テレビ広告費は、GDP や総広告費の変動率を下回る水
準で推移している。加えて、売上の減少に対し要する費用には著変無く、結果として
利益率の低下を招いている。他方、インターネット広告は、現状の絶対額はテレビに
比べて些少であるもののその伸びは目覚ましい。 
                                                   
4 日本テレビ放送網、TBS テレビ、フジテレビジョン、テレビ朝日、テレビ東京の 5 局 
5 日本民間放送連盟（以下民放連）「放送基準」条文冒頭。 
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 この変化を踏まえ今後を展望するに際し、会社設立の根拠法である放送法が 2008 年
に改正され、認定制放送持株会社制度が導入可能となったことも考慮する必要が生じ
ている。これにより、組織形態の選択肢が広がったためである。 
 具体的には、認定制放送持株会社は、従来「マスメディア排除原則」6のもと禁止さ
れていた複数放送局の保有を、例外的に認められるようになったのだ。これは、2011
年７月の地上デジタル放送への移行に向けて放送事業者が投資を進める中、一部の地
方局は投資負担が重荷になっているところがあることを受け、経営の選択肢を広げる
ためにグループ経営を可能したものである。加えて、単一の資本が保有出来る同社の
議決権割合に上限（33.3%）が設定され、事実上の買収防衛的効果を副次的に得られる
ようになった。一方で、持株会社の総資産の 100 分の 50 以上を基幹放送事業の株式の
取得価額の合計額とする、という制約が課されることとなった。よって認定放送持株
会社制度を導入した場合は、環境の変化に対応して放送以外の事業会社を設立しその
株式を保有する等「分子」に影響が及ぶこと、もしくは、認定放送持株会社の資産を
膨らませるなどの「分母」に影響が及ぶことの何れを場合も、配慮が必要となった。 
 
 こうした業界環境の変化と法的制約のもと、メディアグループは機能と形態に変化
が見られ始めた。機能は既存の制作力を活用したデジタル・コンテンツの制作やテレ
ビ以外の伝送路の拡大、形態は利用可能となった持株会社制度の導入やメディアの集
合体としてのコングロマリット化などである。この結果、一定の法的制約のもと、事
業構成はテレビに留まらず多岐に亘り、その形態は弊社のように同制度を導入するな
ど様々となり、結果として何れのことも業績に影響を及ぼしつつある。以上の環境の
変化と法制約を踏まえ、テレビを中核とする日本のメディアグループの今後の発展の
ための事業構成の在り方と、コンテンツ制作力等の優位性を活かせる運営形態につい
て考察したいと考えた。そこで、研究テーマは「業界環境の変化と法的制約下におけ
る日本のメディアグループの事業構成と組織形態の考察」とすることとした。 
                                                   
6 従前は、「マスメディア集中排除原則」（放送法第 93 条第 1 項第 4 号および第 2 項を踏まえた
総務省令「基幹放送の業務にかかる表現の自由享受原則」の通称。以下マス排）により、放送
事業者に対して、出資比率が規定されていた。「放送をすることができる機会をできるだけ多
くの者に対し確保することにより、放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有
されるようにする」ためである（放送法第２条の２等）。しかし法改正により、一定の条件の
下、出資比率が緩和された。本文で詳述する。 
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 本稿は、先行研究を踏まえたケーススタディとし、最終的に仮説を構築し提示する。  
 構成は全部で 6 章である。第２章においては、業界全体に及ぶデジタル化の影響を
整理した上で、日本のメディア業界について特に放送業界を中心に、規模、プレーヤ
ーの動向、歴史、法的制度の変遷、ならびに海外のメディア業界の市場規模や構造等
について纏める。第３章においては、先行研究をレビューする。地上波テレビ局の構
造、放送法改正が与える影響、経営状況に関する先行研究、そして、純粋持株会社制
度に関する先行研究を整理する。その中で、地上波テレビ放送の企業形態の特徴とし
て挙げられる制作機能と伝送機能が一体化している垂直統合の構造、在京 5 局の下に
地方局が連なるネットワーク構成、放送法改正に伴い認められるようになった持株会
社制度の効果等を概観する。第４章においては、在京キー局の事例の検証を行う。行
政文書開示請求によって入手した認定放送持株会社導入に関する資料、社史や有価証
券報告書等の開示資料等から各社の設立経緯、資本構成、事業構成、組織形態と業績
推移の状況に関する調査および結果について纏める。その中で、第５章においては、
業界環境の変化、法的制約、ならびに調査結果に基づき考察を行う。その際には、先
行研究においては植田による「垂直統合の不経済性」、「放送局同士の統合による規模
の経済性の存在」、ならびに筬島他の「県域放送局制度」の考え方等を援用し考察を行
う。第６章においては、まとめに代えて日本のメディアグループの今後の事業構成と
組織形態について仮説を提言すると共に、実務的応用可能性ならびに本研究の限界を
示す。 
 
 なお、本章を締めくくるにあたり、本論文を「コーポレート・ファイナンスモジュ
ール」に在籍して執筆する理由について、筆者の考えを述べておく。 
 
執筆理由は、筆者の勤務するフジ・メディア・ホールディングスで当モジュールで
言うところの「目的」と「企業金融の実務者に求められる資質」を求められた場合に、
考えておくべきことを纏めるため、である。早稲田大学ビジネススクール（以下 WBS）
の当モジュール HP7において、モジュールの「目的」は「モジュールの参加者は、コ
                                                   
7 早稲田大学ビジネススクール夜間主プロフェッショナルコース  2013 年度設置モジュール一
覧「コーポレート・ファイナンスモジュール」（以下 WBS（2012）） 
http://www.waseda.jp/wbs/professional/2013module_08.html 
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ーポレート・ファイナンス8の理論と現実を学ぶことで、企業金融の現場において実践
可能な知恵を身に付けることができる。企業の財務資本政策の立案運用の現場におけ
る実務者として必要な『判断力』（『』は筆者）を身に付け」ることが参加者共通の目
標である、と述べられている。また「内容」は「企業金融の実務者に求められる資質
は複雑な数式の展開能力ではない。企業経営の現状、金融市場の変化、そして企業を
取り巻く環境である法制度やマクロ経済動向の全般を、幅広い視野から見渡し判断す
る『能力』（『』は筆者）である」と記載されている。 
筆者は、既述の通りフジ・メディア・ホールディングスの財務担当である。グルー
プとしての資金調達や運用、M&A や設備投資等を財務面から企画立案するに際し、財
務担当として「判断力」や「能力」が求められている。この 2 年間、岩村充教授、翁
百合客員教授のもと、ゼミ及びモジュール科目の履修を通じて、「財務資本政策の立案」
にあたり、「経営の現状」は業界誕生からの経緯は勿論、今後の業界の趨勢までを視野
に入れて考えるべきであること、加えて会社の形態そのものに対して疑問を抱くこと、
「金融市場の変化」は規制や市場環境の変化は勿論のこと、それが企業に及ぼす影響
まで考える必要があること、「法制度」は業界に関する法律に加えて、会社法等まで含
めて考える必要があること、「マクロ経済動向」はその礎となる人口構成等にも配慮す
る必要があることをなど学ぶことが出来た。採り上げる業界の如何に拘らず、かかる
学びを得た上で論文を執筆出来るモジュールは、WBS には我がコーポレート・ファイ
ナンスモジュール以外に無い。よって、本論文を当モジュールにおいて執筆した次第
である。 
                                                   
8 コーポレート・ファイナンスとは企業における資金調達の現実を追求する実務的研究分野で
あり、企業金融と企業価値や企業統治との関係性の分析までを含む（WBS（2012））。 
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第２章 日本のメディア業界の状況 
 
第１節 デジタル化の影響 
本章を始めるに際し、業界全体に影響を及ぼしている「デジタル化」について纏め
ることとする。 
第１項 デジタル化とそれに伴う変化 
（１） デジタル化とは 
金山（2011）9によれば、アナログは「連続的に変化する物理量で表す情報」、
デジタルは「一定時間毎の離散的情報を数字に置き換えて表す情報」と定義
されている。デジタルの特徴は「劣化しにくい」「複製可能」「圧縮等の技術
でコンパクトに保存可能」「マルチメディア化10が可能」等が挙げられる。 
 
（２） 情報流通量と消費量の推移 
デジタル化とその伝送路としてのインターネットの普及に伴い、情報の流
通量11は増え、それに連れて情報の消費量12も増加基調にある。総務省（2012）
13によれば、2009 年度の流通情報量は 7.61×1021 ビット（一日あたり DVD 約
2.9 億枚相当）、消費情報量14は 2.87×1017 ビット（一日あたり DVD 約 1.1 万
枚相当）だった。流通情報量は 2001 年度から 2006 年度は、6 年間で合計 DVD
約 44 百万枚分の増加だったが、2007 年度は前年より約 37 百万枚、2008 年度
には同約 45 百万枚、2009 年度には同 18 百万枚相当が増加した。 
                                                   
9 金山俊介（みずほコーポレート銀行産業調査部調査役）「デジタル＆ブロードキャスティング
戦略特別セミナー」（2011 年 12 月 9 日開催）新社会システム総合研究所  
10 「同じメディアに種類の異なる複数の情報を取り込み、一元的に扱うこと」（金山（2011））。
具体的には、デジタル化された文字、音、画像、映像を一元的に扱える状況のこと。  
11 「流通情報量」とは「各メディアを用いて、情報受信点まで情報を届けること  （受信され
ることによって、流通が完了）」。算式は、受信された情報量 × 単位情報量（ヒ ッ゙ト）。 
12 「消費情報量」とは「情報消費者が、受信した情報の内容を意識レベルで認知すること」。
算式は、消費情報量 = 利用時間 × 単位認知情報量（ビット）。 
13 総務省情報通信政策研究所調査研究部「我が国の情報通信市場の実態と情報流通量の計量に
関する調査研究結果（平成 21 年度）」―情報流通インデックスの計量―」（2012）（以下総務省
a（2012））。 
14 「消費情報量」とは「情報消費者が、受信した情報の内容を意識レベルで認知すること」。
算式は、消費情報量 = 利用時間 × 単位認知情報量（ビット）。 
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図 1 情報量の推移 
 
出所：総務省 a（2012）より筆者作成 
増加の要因は、後述の通りインターネットを介した流通情報の増加による。
しかし流通情報量の 98.5%、消費情報量の 73.3%は、依然放送15が占めている。 
図 2 流通量情報量の内訳 
 
出所：総務省 a（2012）より筆者作成 
図 3 消費情報量の内訳 
 
出所：総務省 a（2012）より筆者作成 
                                                   
15放送に含まれるのは、地上波テレビ放送、衛星テレビ放送、CATV、地上波ラジオ放送。 
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（３） 流通情報量の推移 
放送を含む他のメディアは横ばいである中で、インターネットの伸びが著
しい。これは、本項（１）に既述の通り（インターネットを介して伝達され
る）デジタル情報はコンパクトであること、マルチメディア化し伝達出来る
情報量が増大したこと、そして、特に 2008 年以降は、インターネットへのア
クセスが可能なデバイスが、既存のパソコンや携帯電話に加え、タブレット
端末やスマートフォンをはじめとして増えたこと等に起因するものと思料す
る。今後は、一般家庭にスマートテレビが普及することにより、インターネ
ットを介した流通情報量は一層増加するものと想定される。なお、デバイス
の多様化と普及状況に関しては後述する。 
図 4 流通情報量 
 
出所：総務省 a（2012）より筆者作成 
 
（４） 消費情報量の推移 
人間の消費可能な情報量は限界があるため、流通情報量に比べれば消費情
報量の伸びは緩やかである。推移を見ると、インターネット16の伸びは 2007
年度までは他のメディアを上回り、消費情報量の増加を牽引している。 
 
 
 
                                                   
16 インターネットの消費情報量は、インターネット利用人口×平均利用時間×消費単位情報量。 
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図 5 消費情報量 
 
出所：総務省 a（2012）より筆者作成 
 
（５） 流通形態の変化 
 総務省情報通信政策研究所（2010）17によれば、コンテンツの流通手段や
記録媒体のデジタル化も進んでいる。 
 これは既述の通り、デジタル化によりコンテンツを圧縮しコンパクトにす
ることが出来るようになったことを受け、その記録媒体が大容量化したこと
によるものと思料する。 
① テレビ 
既述の通りアナログ放送から 2012 年３月18にデジタル放送へ移行した。
それにより、従来の３倍以上の音声と映像を送出出来るようになった。 
② 映像ソフト 
DVD が 1996 年に、ブルーレイが 2006 年秋から発売されている。DVD
の容量が 4.7GB に対し、ブルーレイは 25GB と５倍以上の容量をもち、
ハイビジョンなど高画質・大容量のソフトに対応している。  
                                                   
17 総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト研究会報告書~ネットワーク流通が進展し 変
貌するメディア・ソフト市場~」（2010） 
18 計画では 2011 年７月に地上デジタル放送へ完全移行の予定だったが、2011 年３月 11 日の東
日本大震災を受け、被災 3 県（福島県、岩手県、宮城県）の移行は 2012 年 3 月 31 日に延期さ
れた。 
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③ テレビゲーム機・携帯電話 
 DVD を媒体とするソニープレイステーション 2 が 2000 年に、ブル
ーレイを媒体とするソニープレイステーション 3 19が 2006 年に発売
され、記憶容量の増大を活用したゲームソフトの高画質化が進んでいる。
また、携帯電話が高速化するにしたがって、音楽ソフトの高音質化も進
んでいる。au では従来の「着うた」フルに比べて、音質を高めた「着う
た」フルプラスが 2008 年 12 月からサービス開始されている。 
 
（６） デバイスの変化 
既述の通り情報がデジタル化したことや、伝送路がマルチメディア化した
ことを受け、受像機のデジタル対応も進んでいる。その流れで特に普及が見
込まれる「スマートフォン」と「スマートテレビ」の特徴、普及状況、そし
て今後の動向予測について纏めておく。 
① スマートフォン 
スマートフォン（以下スマホ）は「多種多様なアプリケーションをインタ
ーネット上にあるサイトから利用者自身が自由に選択してダウンロードする
ことで、利用者が自ら端末をカスタマイズすることができ、利用者自身のニ
ーズに合った便利な使い方が可能な端末」のこと（総務省 HP（2012））20。加
えて、従来の携帯電話と異なり携帯電話事業者が管理するネットワークで提
供するインターネット接続サービス（i モード、ezweb、Yahoo!ケータイ等）
を介さずにインターネット接続やパソコン用のウェブサイトの閲覧が可能で
あること等の特徴を有する。 
 インプレス R&D（2012）の調査21によれば、スマホユーザーの利用時間全
体に占める用途別の時間割合を見ると、最も利用時間の割合が高いのは「メ
ール/メッセージ」で 28.0％、以下「情報収集/ブラウジング」と「通話」が 14.2％、
                                                   
19 プレイステーション 3 発売時に同時に「プレイステーションネットワーク」のサービスも
開始され、インターネットを介してゲームや動画等を扱うことが出来るようになった。  
20 総務省「電気通信サービス FAQ 」（2012 年 12 月 15 日確認） 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_faq/faq01.html  
21 インプレス R&D『スマートフォン/ケータイ利用動向調査 2013』（2012 年 12 月 15 日確認）
http://www.impressrd.jp/news/121120/kwp2013 （インターネットユーザー85,514 人に対する
調査結果） 
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「ソーシャルメディア」が 13.2％である。本調査によれば、「動画視聴」「ワ
ンセグ」「スマホ向け放送」の視聴等の利用方法は、現時点では利用割合の上
位にはない。また、従来の携帯電話ユーザーと比較すると、メールや通話の
利用の割合が低く、情報収集やソーシャルメディアの割合が高いようである。 
図 6 携帯電話利用者に占めるスマホ利用者の割合推移（推計） 
 
出所：インプレス R&D（2012）より筆者作成 
 総務省（2012）22によれば、スマホの購買動機の主な要因は以下の通りであ
る。購買動機の上位に、パソコンと同様の機能が活用出来ることが見られる。
この結果から、今後、パソコンでコンテンツ視聴が増えればスマホでの視聴
も増え、テレビ視聴時間が減る懸念がある一方、テレビで流したコンテンツ
のネット配信が伸びる可能性があることが推察出来る。  
表 1 スマートフォンの購買動機 
 
出所：総務省（2012）より筆者作成 
 加えて、LTE23等の高速通信回線の普及により、スマホ利用者の一層の増加
が見込まれる。 
                                                   
22 総務省「情報通信産業・サービスの動向・ 国際比較に関する調査研究」（2012）（以下総務
省 f（2012）） 
23 小西聡「知っておきたいキーワード LTE」『映像情報メディア学会誌』（2010） Vol. 64, No. 8, 
pp. 1219~1223 によれば、Long Term Evolution の略。LTE では最も高度な仕様では理論上の最
高通信速度が下り（基地局から端末）で 100Mbps 以上、上り（端末→基地局）で 50Mbps 以上
となり、家庭向けのブロードバンド回線にほぼ匹敵する高速なデータ通信が可能となる。 
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② スマートテレビ 
スマートテレビは、接続出来るメディアは現状のインターネットテレビと
同様、テレビとインターネットであるが、様々なアプリケーションや PC 並み
の情報処理能力を有する点が異なる24。 
 野村総合研究所（2011）25によれば、テレビ経由でインターネット上の映像
コンテンツを利用している世帯は、2010 年度で 410 万世帯あると推計してい
る。今後は、インターネット接続に対応したテレビ端末の増加やスマートテ
レビ普及によるネット利用率の増加によって、2016 年度には 4 倍近い 1,532
万世帯まで拡大すると見込んでいる。その内、スマートテレビを利用する世
帯は、約半数の 770 万世帯に上ると予想している。同社アンケートによれば、
スマートテレビの利用意向が高い回答者は、利用意向の低い回答者と比べ、
映像の総視聴時間が 20％程度長いヘビーユーザーである。今後、かかるユー
ザーやインターネットを介した動画配信が増えることにより、スマートテレ
ビ経由での視聴世帯が増加して行くと見込まれる。 
図 7 インターネットテレビ及びスマートテレビの利用世帯数予測 
 
出所：野村総合研究所（2011）より筆者作成 
                                                   
24 ①インターネット経由で配信される映像を視聴出来るテレビ、②高い処理能力を持つ CPU
を搭載し、スマートフォンのようにゲーム等のアプリを利用出来る機能を保有するテレビ、ま
たはセットトップボックス等のテレビ周辺機器。加えて、みずほコーポレート銀行産業調査部、
「デジタル化後の映像メディア産業の展望 −映像メディア産業の更なる発展の為に−」『みずほ
産業調査』Vol.37、No.3（2011）によれば、従来のテレビはソファーに深く腰を下ろして、リ
ーンバック（後傾姿勢）で視聴するものだが、スマートテレビはその特性を維持しながら、ア
プリを駆使して同期情報を通信経由でテレビに送ることで、テレビにソーシャル性（人同士の
繋がり、関係性）を持たせる試みである。  
25 野村総合研究所「スマートテレビの利用意向に関する調査」（2011） 
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（７） 地上デジタルテレビ放送 
 総務省は、以下の通りテレビ放送のデジタル化を進めている。 
① 衛星放送のデジタル化 
 1996 年の CS のデジタル化26、2000 年の BS のデジタル化27により、衛
星放送がデジタル化された。 
② 地上波テレビ放送のデジタル化 
 2003 年には地上波のデジタル放送28が 3 大都市圏で開始され、2006 年に全
都道府県で開始された。2011 年 7 月 24 日を以って、東日本大震災による被災
3 県（岩手県、宮城県、福島県）を除く全ての都道府県で、完全に移行した29。 
総務省（2011）30によれば、地上デジタル放送の視聴に必要な受信環境の整
備率は同年 6 月時点で 99.4%であり31、全国の何れの場所でも、対応受像機32を
持っていればデジタル放送を見ることが出来る環境が整えられている。受像
機の普及状況は内閣府消費動向調査（2012）33によれば、2012 年 3 月末時点の
主要耐久消費財の「薄型テレビ（液晶・プラズマ等）」の世帯普及率を見ると
95.2%となっている。薄型テレビが全て地上デジタル放送対応可能であるとは
言い切れないが、本調査が開始された 2004 年は 2011 年 7 月に地上デジタル
放送への移行が表明されていたこと、その後エコポイントの付与等の施策も
あり地上デジタル放送対応テレビが普及したこと等から、本普及率で示され
ている薄型テレビは凡そ地上デジタル放送が受像出来るものと思われる。以
上の整備率と受像機普及率から、地上デジタル放送はほぼ全国で受像出来る
環境が整えられていると考えられる。 
                                                   
26 通信衛星（CS）を用いた衛星放送の一種。 
27 放送衛星（BS）を使った、デジタル信号によるテレビやラジオの放送。高画質・高音質、
多チャンネル、データ放送（双方向サービス）が可能などの特徴がある。  
28 放送のデジタル化によって、放映される番組がハイビジョン化され、高画質・高音質の番
組が提供されるようになっている。ハイビジョン映像（HDTV）は 16：9 のワイド画面である
とともに、走査線の数が 1080 本/1125 本（従来のアナログテレビ（SDTV）は 525 本）、また、
CD なみの高音質で提供される。  
29 なお被災 3 県も 2012 年 3 月 31 日に移行した。 
30 総務省「地上デジタル放送への完全移行に向けた取組状況」について（2011） 
31 残り 0.6%も７月の完全移行までに整備予定とされている。  
32 地上デジタル放送が受信出来る受像機は、あわせて BS デジタル放送、東経 110 度 CS 放送
も受信できるチューナーを備えているものが多い。 
33 内閣府消費動向調査「主要耐久消費財等の普及率（一般家庭）」（2012 年３月現在）（2012） 
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第２項 インターネットとブロードバンド 
 コンテンツのデジタル化の促進とデバイスの多様化を促進した要因の１つに、伝送
路としての「インターネット」と、そのインターネットを高速・大容量で活用出来る
技術である「ブロードバンド」34の普及が挙げられる。インターネットは、放送にとっ
て「情報を安価に、効率よく、即時に伝達する」機能への競合であると共に、放送で
流したコンテンツをインターネットで流通出来ること等から補完関係でもある。以上
を踏まえ、インターネットとブロードバンドの普及状況について整理する。 
（１） インターネット 
 総務省情報通信統計データベース35によれば、インターネットの利用世帯普及率
は 10 年で約 26%増加し、2011 年 3 月末時点では 86%に至っている。同様に個人
普及率を見ると約 23%増加し、同末では 79%となっている。 
図 8 インターネット普及率推移（世帯36・個人37） 
 
出所：総務省情報通信データベースより筆者作成38 
                                                   
34 総務省情報通信統計データベースには、FTTH（Fiber To The Home：光ファイバーによる家
庭向けデータ通信サービス）、DSL（Digital Subscriber Line：高速デジタルデータ通信技術）、
CATV などの契約数が纏められている。各手段に共通する特徴を考えると、ブロードバンドは
「高速・大容量でインターネットにアクセス出来る手段」と定義出来る。  
35 総務省情報通信統計データベース「通信・インターネット」（2012 年 12 月 14 日確認）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/tsuushin01.html（以下総務省 DB。同サイト引
用時は記載省略する）。 
36 世帯の 2005 年末までは、家族の誰かが過去一年間にインターネットを利用したかどうか（利
用機器、場所、目的を問わない）についての設問に対して「利用した」旨回答した世帯の割合。
2006 年末は、2005 年末までと同様の設問がないため、『「自宅」で「パソコン」を使ってイン
ターネットを利用したことがある人が少なくとも一人いる世帯にお尋ねします。』又は『イン
ターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。』と設問文
において回答者を限定した設問に回答した世帯の割合。  
37 個人は、過去１年間にインターネットを利用したことがある者が対象。インターネット接続
機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆるものを含
み、利用目的についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるものを含む。  
38 総務省 DB「通信・インターネット」（2012 年 12 月 14 日確認） 
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（２） ブロードバンド39 
 総務省情報通信統計データベース40に、ブロードバンドの契約状況などのデータ
が開示されている。同データベースよれば、2008 年 12 月以降、ブロードバンド
の契約者数が下図の通り急増している。 
 この要因としては、家庭向け光ファイバーの敷設が進んだこと、地上デジタル
放送への移行に伴う CATV の敷設に合わせ同時にインターネットも契約する「ト
リプルプレイ」（ブロードバンドアクセス、電話、有料放送）が、家庭や事業所な
どで増えたことが考えられる。 
図 9 ブロードバンド契約状況 
 
出所：総務省 HP より筆者作成 
 
                                                   
39 脚注 37 の総務省情報通信統計データベースには、FTTH（Fiber To The Home：光ファイバ
ーによる家庭向けデータ通信サービス）、DSL（Digital Subscriber Line：高速デジタルデータ
通信技術）、CATV などの契約数が取り纏められている。各手段に共通する特徴を考えると、
ブロードバンドは「高速・大容量でインターネットにアクセス出来る手段」と定義出来る。  
40 総務省 DB「通信・インターネット」（2012 年 12 月 14 日確認）。 
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第２節 業界の規模 
第１項 業界の定義 
総務省 b（2012）41は、日本のメディア・コンテンツ市場の規模の計測対象を「提
供する媒体」と「提供する内容」により以下の通り分類している。  
本稿は題目および第１章に記載の通り「地上波テレビ放送を中核」とした「メディ
アグループ」について検討するので、以下分類における「放送型」「映像系」の「テ
レビ番組」を中心に分析、検討することとする。 
図 10 メディア・ソフト市場の構成 
 
出所：総務省 a（2012） 
 
第２項 直近の規模と内訳 
総務省（2012）によれば、2010 年の日本の市場の規模は約 11 兆 2,931 億円である。
内訳を見ると、映像系が約 50%、テキスト系が約 40%、音声系が約 10%である。地
上波テレビ放送の規模は２兆 8,402 億円であり、全体の約 25%強（映像系の中では約
70%）を占め、圧倒的な規模を誇っている42。 
 
                                                   
41 総務省情報通信政策研究所調査情報部「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査結果に
ついて」（以下総務省 b）（2012）。本調査は毎年行われており、本稿では、各年度の数値を必要
に応じて引用することする。今後の引用の際は、総務省 a（暦年）と標記する。なお、本調査
は、総計の数字を流通段階別（一次流通市場とマルチユース市場）およびソフト形態別（映像
系，音声系、テキスト系）でそれぞれ集計されている。  
42 総務省情報通信政策研究所調査開示されている数値（2009・2010）によれば、地上波テレビ
放送全体に占める割合は 25%と略一定の水準で推移している。  
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図 11 コンテンツ市場の内訳 
 
出所：総務省 b（2012）より筆者作成 
 
第３項 市場規模の推移 
（１） 概略 
市場規模は大凡 11 兆円前後である。総務省 b（2005〜2010）から入手出来る
2000 年度から 2010 年度にかけてのコンテンツ市場全体の推移を見ると、図の
ように 2003 年以降増加基調だったが 2008 年でピークを迎え、2009 年にやや落
ち込んだが 2010 年は微増となった。 
 
図 12 コンテンツ市場推移 
【単位：兆円】 
 
出所：総務省 b（2005〜2012）より筆者作成 
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（２） 内訳 
① 流通段階別43 
一次流通は 8.7〜9.6 兆円（全体の約 80%）、マルチユースは 1.6〜2.5 兆円
（同 20%）で推移している。いずれも全体の動きに略比例している。 
図 13 流通段階別で見た市場規模推移 
【単位：兆円】 
 
 出所：総務省 b（2005〜2012）より筆者作成 
 
同調査研究によれば、一次流通市場とマルチユース市場のコンテンツ別
種別（構成割合）を見ると、内訳が大きく異なる。具体的には、一次流通
市場は地上波テレビ番組や新聞記事の占める割合が、マルチユース市場で
は映画ソフトや音楽ソフトの占める割合がそれぞれ高い。 
なお、同調査研究では時系列的な動向の推移や、このような状況となる
理由については特段言及していない。筆者は後者について、特に地上波テ
レビ放送のマルチユースが本格化して日が浅く著作権処理等が困難だった
ため、調査時点における地上波テレビ番組のマルチユースはこの程度だっ
た思料する。なお、著作権について後述する。 
                                                   
43 総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査研究＜報
告書＞」（2009）（以下総務省（2009））によれば、各コンテンツが最初に流通する市場を 「一
次流通市場」（以下一時流通）、同一の内容のソフトが複数のメディアで流通する形態を「マル
チユース」と定義している。同調査研究は、総務省情報通信政策研究所調査の 2000〜2009 年
分を集計したものであることから、本稿の説明にも本定義を用いることとする。 
0.0
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表 2 流通市場別ソフト構成割合 
 
出所：総務省（2009） 
 
② 形態別 
入手出来るデータの初年度である 2000 年は市場規模 10.9 兆円のうち、新
聞・コミック・雑誌等のテキスト系が 5.3 兆円（同 48.6%）を占めたが 2010
年は 4.9 兆円（同 43.8%）と減少基調である。代わりに台頭しているのが映
像系であり、2000 年には 4.6 兆円（同 42.2%）だったのに対し 2010 年には
5.5 兆円（同 49.1%）と急伸を見せた。これはインターネット映像配信の普
及等によるものと推察される。 
図 14 形態別ソフト構成割合 
 
出所：総務省 b（2005〜2012）より筆者作成 
 
48.4%
音楽系ソフト
テキスト系
ソフト
音楽ソフト　16.5％
映像系ソフト
44.6% 57.0%
6.9% 16.5%
雑誌ソフト　13.3%
書籍ソフト　7.6％
コミック　10.7％
雑誌　5.5％
データベース記事　4.4％
映画ソフト　21.9％
地上テレビ番組　13.7％
衛星テレビ番組　13.7％
ゲームソフト　5.9％
音楽ソフト　3.9％
ラジオ番組　3.0％
26.5%
新聞記事　21.9％
一次流通市場 マルチュース市場
地上テレビ番組　28.4％
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第３節 業界の主要プレーヤーと顧客動向 
本節ではテレビ局を中心に業界を構成するスポンサー、視聴者、その他のテレビ放送
網について概観する。 
第１項 プレーヤー 
図 15 業界関係者の構成 
 
出所：湯淺他44（2006）P.4 を筆者加筆作成 
テレビ局は立地によって、キー局と地方局に分けられる45。キー局と地方局は「ネット
ワーク協定」という契約および資本関係で繋がっている。テレビ局は、総務省の監督下、
電波法による許認可や放送法による規制を踏まえ、コンテンツを編成・制作し、視聴者
へ伝送している。また、主な売上をスポンサーからの広告料で得ている。スポンサーと
放送局の間は、広告会社が仲介する。広告会社はスポンサーに対し、広告計画の企画提
案、CM 等の広告手段の制作、CM 出稿枠の確保等を行い、対価を受領する。広告会社は
放送局に対し、スポンサー探しの仲介等を行う。制作会社は放送局との間で、作品の対
価として制作費を受領する46。視聴者は放送局から番組等のコンテンツを受領する。 
                                                   
44 湯淺正敏・生明俊雄・内山隆・宿南達志郎『メディア産業論』（2006）有斐閣（以下湯淺他
（2006）） 
45 江良亮「デジタル化移行期における放送局の経営状況について」『総務省情報通信政策研究
所、情報通信政策レビュー第 4 号研究ノート』（2012）、pp1–13（以下江良（2012））によれば、
キー局とは在京の民放テレビ局５社を、地方局とはそれ以外を指す。  
46 湯淺他（2006）によれば、キー局においてはゴールデンタイムの約 7 割の番組に、自社以外
の制作会社が関与しているとのこと。  
【監督官庁】
■総務省
【売り手（作り手）】 【メディア事業者】 【買い手】
■企画+制作+伝送：放送局 ■視聴者
キー局－⑰地方局
■企画・制作：新聞社
出版社・映画会社
レコード会社
■伝送：通信事業者等
【作り手】 【仲介者】
■制作会社 ■広告会社
【伝送者】
■その他のテレビ放送網
受託放送事業者
（CATV・BS・CS）
■新聞：販売店
■書籍：取次・書店
■映画：映画館
スポンサー
①著作権等 ⑦広告・不払い対応 ⑬コンテンツ
②権利料等 ⑧手数料 ⑭代金
③コンテンツ ⑨広告枠・広告作成等発注 ⑮免許申請
④代金 ⑩代金 ⑯許認可
⑤制作済コンテンツ ⑪コンテンツ ⑰ネットワーク協定
⑥代金 ⑫代金
■コンテンツ
ホルダー（権利者） ■利用者
　　　　 主に成果物
主に資金（⑯のみ許認可）
①
②
③
④
⑤
⑥ ⑦⑧
⑨⑩
⑪
⑫
⑬⑭
⑯ ⑮
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第２項 放送局 
（１） 地上波テレビ局数 
 日本には地上波テレビ局が 128 局ある。その内訳は民放キー局の系列民放
114 局、在京キー局の系列に属さない独立系 UHF 局 13 局、NHK1 局である47。 
表 3 地上波民放テレビ局一覧 
 
出所：各局資料より筆者作成 
                                                   
47 キー局別の系列別内訳は、日本テレビ系列 30 局、TBS 系列 28 局、フジテレビ系列 28 局、
テレビ朝日系列 26 局、テレビ東京系列６局である。なお、福井放送、テレビ大分、テレビ宮
崎は複数のキー局の傘下に属し「クロスネット局」と言われている。大都市圏と地方間の同チ
ャンネル数の格差解消等を目的とした政策により、７割以上の都道府県では 4 局以上が視聴可
能となっている。なお、放送局の開局は、放送法第 91 条に規定された「基幹放送普及計画」
に基づいて行われる。 
 
日本テレビ系列 TBS系列 フジテレビ系列 テレビ朝日系列 テレビ東京系列 独立系
局数 30 28 28 26 6 －
親密新聞社 読売新聞 毎日新聞 産経新聞 朝日新聞 日本経済新聞 －
北海道 札幌テレビ 北海道放送 北海道文化放送 北海道テレビ テレビ北海道 －
青森 青森放送 青森テレビ － 青森朝日放送 － －
岩手 テレビ岩手 岩手放送 めんこいテレビ 岩手朝日放送 － －
秋田 秋田放送 － 秋田テレビ 秋田朝日放送 － －
宮城 宮城テレビ 東北放送 仙台放送 東日本放送 － －
山形 山形放送 テレビユー山形 さくらんぼテレビ 山形テレビ － －
福島 福島中央テレビ テレビユー福島 福島テレビ 福島放送 － －
茨城 －
栃木 とちぎテレビ
群馬 群馬テレビ
埼玉 テレビ埼玉
千葉 千葉テレビ
東京 メトロポリタン
神奈川 テレビ神奈川
山梨 山梨放送 テレビ山梨 － － － －
新潟 テレビ新潟 新潟放送 新潟総合テレビ 新潟テレビ － －
富山 北日本放送 チューリップTV 富山テレビ － － －
石川 テレビ金沢 北陸放送 石川テレビ 北陸朝日放送 － －
福井 ☆福井放送 － 福井テレビ ☆福井放送 － －
長野 テレビ信州 信越放送 長野放送 長野朝日放送 － －
静岡 静岡第一テレビ 静岡放送 テレビ静岡 静岡朝日テレビ － －
岐阜 － 岐阜放送
愛知 テレビ愛知 －
三重 － 三重テレビ
滋賀 － びわ湖放送
京都 － 京都放送
大阪 テレビ大阪 －
兵庫 － サンテレビ
奈良 － 奈良テレビ
和歌山 － テレビ和歌山
岡山 山陽放送 岡山放送 テレビせとうち －
香川 西日本放送 瀬戸内海放送 －
徳島 四国放送 － － － － －
愛媛 南海放送 伊予テレビ テレビ愛媛 愛媛朝日テレビ － －
高知 高知放送 テレビ高知 さんさんテレビ － － －
島根 山陰中央テレビ － － －
鳥取 日本海テレビ 山陰放送 － － －
広島 広島テレビ 中国放送 テレビ新広島 広島ホームテレビ － －
山口 山口放送 テレビ山口 － 山口朝日放送 － －
福岡 福岡放送 RKB毎日放送 テレビ西日本 九州朝日放送 TXN九州 －
佐賀 － － サガテレビ － － －
長崎 長崎国際テレビ 長崎放送 テレビ長崎 長崎文化放送 － －
熊本 熊本県民テレビ 熊本放送 テレビ熊本 熊本朝日放送 － －
大分 ☆テレビ大分 大分放送 ☆テレビ大分 大分朝日放送 － －
宮崎 ☆テレビ宮崎 宮崎放送 ☆テレビ宮崎 ☆テレビ宮崎 － －
鹿児島 鹿児島讀賣テレビ 南日本放送 鹿児島テレビ 鹿児島放送 － －
沖縄 － 琉球放送 沖縄テレビ 琉球朝日放送 0 －
☆クロスネット局
よみうりテレビ
東京放送
毎日放送
中部日本放送 東海テレビ 名古屋テレビ
日本テレビ
中京テレビ
関西テレビ 朝日放送
フジテレビ テレビ朝日 テレビ東京
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（２） キー局と地方局48の関係49 
キー局と地方局は、本節第１項に記載の通り主に「ネットワーク協定」と呼
ばれる契約と資本関係で結びついており、放送局の発展と共に形成された。そ
の過程を概観する。 
① ネットワーク協定 
ネットワークの礎として、主に番組編成等について包括的な契約を結ぶ
べく、系列局間で「ネットワーク協定」50が締結されるのが一般的である。
それとは別に、キー局と個別の局との間で、ネット番組の編成やセールス
等について規定している「業務協定」を締結している51。 
表 4 キー局・系列局間の主要協定 
 
出所：総務省（2006）より筆者作成 
                                                   
48 ネットワークによって、系列局、地方局、ローカル局等呼称が異なる（ちなみに、日テレ系
は地方局、フジテレビ系列は系列局と呼称することが多い）。よって、本稿ではこの 3 用語は
同義とする。 
49 日本民間放送連盟編「放送ハンドブック」（1997）東洋経済新報社（以下民放連（1997））。 
50 総務省「放送の現状」（2006）（以下総務省（2006））によれば、キー局及び系列局間におい
て、編成、報道、制作、営業等、すべての部門の協力関係について文書で締結したもの。主に
ネットワークの組織、運営等を定めた「基本協定」、ネットワークタイムの販売、営業等を定
めた 「業務協定」、及びニュース・報道番組の取材、制作等を規定した「報道協定（ニュース
協定）」に大別される。さらに、これらの協定に基づく「細則」あるいは「覚書」により具体
的内容を規定する。 
51民放連（1997）によれば、この協定の中で、全国で同一番組を放送するネットタイムにおけ
るキー局の番組編成権を明記している。また、セールスに関しては、ネットワーク番組を編成
制作した局が一括してセールスすると規定されている。  
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② 形成の流れ 
 1953 年８月に日本テレビが、1955 年 4 月にラジオ東京テレビ（現 TBS
テレビ）がそれぞれ開局し、テレビ放送を開始した。その後、1956 年 12
月に大阪テレビ（現朝日放送）、中部日本放送が開局する。両社は、番組
制作と営業上の制約から東京の 2 局の番組を受けざるを得ず、また、東京
の 2 局も東京以外の地域に CM を出稿したいというスポンサーの要請等を
受け、新設 2 局に番組を供給する必要があった。こうして、キー局（送り
手）、系列局（受け手）という存在が生まれ、ネットワークが形成された。 
③ 機能 
１） ニュース・ネットワーク 
 ネットワークの出発点は、ニュース・ネットワークである52。内容は、
当初はニュース素材の交換程度だったが、その後、報道番組の共同制作、
取材諸経費の分担等について規定された。 
２） 番組ネットワーク 
 複数の系列局が同一の番組を放送するが、共通の（タイムの）スポン
サーがつかないネットワーク関係のこと。 
３） スポンサード・ネットワーク 
 全国ネットの番組が同一スポンサーの下で放送されるネットワーク関
係のこと。全国を網羅するスポンサーの宣伝計画とテレビのタイムテー
ブルを組み合わせたもの。キー局と系列局間において締結された本協定
に基づき「ネット枠」と称する放送枠を設けている。ネット枠では、キ
ー局及び全系列局間を結ぶ中継回線を通じ、全系列局が同一番組を原則
同時間、同一内容で放送している。ネット枠の広告セールスは、通常は
一元的に番組を提供する番組発局（ほぼキー局）が 一括セールスを行い、
系列局に配分する。他方、系列局は番組発局に対して、分担金を支払う。 
                                                   
52 民放連（1997）によれば、日本で最初の協定は、1958 年６月にラジオ東京、中部日本放送、
大阪テレビ、RKB 毎日放送、北海道放送の 5 局で締結された「テレビニュースに関するネット
ワーク協定」である。現状、本項冒頭図の通り、在京キー局トップを頂点とし、5 つのネット
ワークが形成されている。TBS 系列の「JNN ネットワーク基本協定」は、①他系列には一切ニ
ュース素材を提供しない、②加盟局は他系列のニュースをネットしない、等の排他協定となっ
ている。 
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④ ネットワークのメリット・デメリット 
ネットワークは、系列ぐるみの番組制作が可能となり、ナショナルスポ
ンサーの全国展開の要請にも応えられることから、番組制作費の回収や営
業面で大きなメリットがある。他方、系列局は番組編成の制約や自社制作
番組が少なくなる等のデメリットもある。 
図 16 キー局と地方局の資金的な流れ 
 
出所：湯淺他（2006）に筆者加筆作成 
 
（３） 放送局数推移 
 放送局数の推移53を見ると、1953 年 2 月 1 日に NHK 東京テレビジョン放送
が、同年 8 月に初の民間放送として日本テレビ54がそれぞれ本放送を開始した。
その後、1950 年代後半および 1960 年代後半にかけて政策的な観点から免許を
大量に交付したことにより開局が進んだ後、1980 年代の１県 4 局政策等を経て、
1997 年のとちぎテレビ開局を最後に、現在に至る。 
                                                   
53 公正取引委員会競争政策研究センター「メディア・コンテンツ産業での競争の実態調査」
（2007） 
54 NHK の放送開始時のテレビ受像機は 866 台しか無かったと言われる。キャラメル 1 箱が 10
円、タバコのピース（10 本入り）が 40 円、サラリーマンの初任給が１万円に達するかどうか
という当時、25 万円もするテレビ受像機は庶民にとっては高嶺の花だった。その後、1953 年 1
月にアメリカ RCA 社と特許契約を結んだ早川電機工業（現シャープ）が初の国産テレビ受像
機の量産を開始した。以降、1955 年 3 月の５万台から 56 年 6 月に 20 万台、57 年 6 月に 50 万
台、58 年には 100 万台と驚異的な普及ぶりを見せた（テレビ朝日「NEW AIR,NOW AIR チャ
レンジの軌跡 本編」（2009）（以下テレ朝本編（2009））。 
特別分担金*1
ネットワーク
分担金*2
代理店手数料*3
タイム放送料
番組制作費
広告料
*1：特別分担金はネットワーク配分金の8〜9%が相場
*2:放送地域の民力等に基づいて決められる。
*3：電波料20%、制作費10%
キー局 地方局
広告会社
広告主
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第３項 その他のテレビ放送網等 
総務省 c（2012）55によれば、東京都における視聴可能チャンネル数は多メディア
化により急増し 1995 年度末は 48 チャンネルだったが、2010 年度末は 468 チャンネ
ルと約 10 倍になった。 
これは地上波に加え、衛星基幹放送（BS）56、衛星一般放送、有線テレビジョン放
送の普及によるものである。特に 2011 年７月の地上デジタル放送への移行に伴い普
及した所謂地デジ対応テレビはアンテナ等があれば BS、CS が見られる仕組みになっ
ていることも一因と考えられよう。 
図 17 放送局数（視聴可能チャンネル数）の推移 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：総務省 c（2012） 
衛星放送の受信可能世帯数を表す指標の一つとして、NHK の衛星放送契約者数の推移
を確認する。総契約者に占める衛星放送の契約者数は、2000 年の 28.5%あたりから堅調
に伸び、全都道府県で地上デジタル放送が開始された 2006 年の普及率は 34.4%、2011 年
には 41%まで順調に推移した。 
 
                                                   
55 総務省情報流通行政局情報通信政策振興課「放送コンテンツの製作取引の適正化に関する制
度等について」（2012）（以下総務省 c） 
56 総務省情報流通行政局衛星・地域放送課「衛星放送の状況 平成 24 年第１四半期版」（2012）
（以下総務省 d）によれば、2012 年３月末時点の衛星放送受信普及数は 2,498 万世帯。総務省
統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研修所 HP（2012 年 12 月 15 日確認）。
http://www.stat.go.jp/data/nihon/02.htm）によれば、日本の 2011 年の総世帯数は、5,148 万世
帯。よって、総世帯に占める衛星放送受信可能世帯割合は約 48%となっている。 
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図 18 NHK の衛星放送契約者数推移 
 
出所：総務省 d（2012）より筆者作成 
 
 衛星事業者は、総務省 c（2012）によれば 125 社ある。同時業者の損益状況は、下
図のように 2006 年あたりか改善している。2006 年は既述の通り全都道府県で地上デ
ジタル放送が開始された年である。地上デジタル放送の受信可能な受像機は衛星放送
も受像可能なものであるため、受像機普及に伴い衛星放送視聴可能世帯が増加したこ
とにより、損益改善に至ったものと推測される。 
図 19 衛星事業者の収益・費用推移 
 
出所：総務省 d（2012）より筆者作成 
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第４項 視聴者 
（１） 人口構成 
地上波テレビ放送の視聴者である日本の人口構成の推移と見込みを概観す
る。特にフジテレビや広告主がターゲットとしている若年層（15〜24 歳）の人
口は、1990 年代には約  1900 万人いたが少子高齢化が進んだ  2010 年には
1990 年比で約 3 割弱減の 1,300 万人に落ち込み、今後さらに減少が続く見込み
である。他方、65 歳以上の人口は 2015 年には 1990 年の 2.3 倍程度となり、
更なる増加が見込まれている。 
図 20 日本の人口構成の推移 
 
出所：総務省 b（2009）より筆者作成 
 
（２） 視聴者の接触可能メディアとその利用状況 
総務省 f（2012）57によれば、放送法の下にあるメディアの種別および利
用状況は以下の通りである。 
本論文の主な対象である地上波テレビ放送（地上基幹放送）の視聴時間は
３時間 25 分、および視聴世帯数は約 5,000 万世帯と、現時点では全メディ
アの中でトップである。なお後述するが、視聴時間は年々、数分単位で伸び
ている。これは、人口構成の変化に伴い、年齢層の高い層の視聴時間が伸び
ていることに起因する。 
                                                   
57 総務省情報流通行政局放送政策課「放送政策に関する調査研究会」第１回会合（2012 年 11
月 21 日）配布資料「放送の現状」（以下総務省 f（2012）） 
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図 21 メディア別視聴状況・世帯数・家計支出 
 
出所：総務省 d（2012）より筆者作成 
 
（３） 視聴時間推移 
視聴者にとってのメディアにおけるテレビの位置付けを考察する。NHK
放送文化研究所が 1965 年から 5 年毎に行っている「国民生活時間調査」58を
用いて、視聴者メディアの利用量と時間、およびテレビの視聴時間の推移（表
を検証する。 
 
① 行為者と時間量 
表 5 からわかるように、テレビは他のメディアに比べ、行為者（当該メ
ディアを 1 日あたり 15 分以上利用した人）と時間量が最も多い。これは
前回に続き、2010 年も不変である。 
但し、インターネット59の利用時間は前回調査より順位が上がり、1 日
の利用状況ではテレビ、新聞に次ぐ位置づけとなった。行為者率を見ると、
平日は新聞やラジオ、土曜日は加えてテレビの割合が減少し、他方、イン
ターネットが増加している。また、「ビデオ・HDD・DVD」も増加してい
る。これは、テレビの放映時同時視聴から録画視聴へのシフト傾向を表し
ている可能性がある。 
 
 
                                                   
58 NHK 放送文化研究所「2010 年国民生活時間調査報告書」（2011）（以下 NHK（2011）） 
59 この調査における「インターネット」は自由時間内での趣味や娯楽としてのインターネット
利用に限定しており、仕事や学業、家事でのインターネット利用は含まない。  
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表 5 各メディアの行為者率と時間量（3 曜日・国民全体） 
 
出所：NHK（2011）より筆者作成 
② 平日の男女別・年齢別動向 
テレビ、新聞、その中で国民全体のテレビの視聴時間は、表 2 の通り 1995
年からの推移を見てもほぼ不変（微増）である。しかし、留意すべきは、
特にフジテレビが強みとし、広告主が期待する男女 10・20 代の視聴時間
が減少傾向であることである。 
表 6 テレビの行為者率と時間量（平日・国民全体・男女年層別）  
 
出所：NHK（2011）より筆者作成 
割合 平均利用時間 割合  順位
テレビ 89 3:28 90 ①
新聞 41 0:19 44 ②
インターネット 20 0:23 13 ⑤
雑誌・漫画・本 18 0:13 18 ③
ラジオ 13 0:20 15 ④
ビデオ・HDD・DVD 11 0:13 8 ⑦
CD・テープ 8 0:07 9 ⑥
テレビ 88 3:44 91 ①
新聞 43 0:21 47 ②
インターネット 21 0:29 14 ④
雑誌・漫画・本 18 0:14 19 ③
ビデオ・HDD・DVD 15 0:20 10 ⑦
ラジオ 11 0:19 13 ⑤
CD・テープ 7 0:08 11 ⑥
テレビ 89 4:09 90 ①
新聞 39 0:19 43 ②
インターネット 21 0:31 15 ④
雑誌・漫画・本 18 0:15 21 ③
ビデオ・HDD・DVD 15 0:20 11 ⑥
ラジオ 9 0:15 12 ⑤
CD・テープ 7 0:10 10 ⑦
2005 年
平
日
土
日
2010 年
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（４） 視聴率推移 
１） 視聴率概要 
フジテレビ（2010）60によれば、視聴率とは「テレビ番組や CM が、テ
レビ放送をその放送と同じ時にどれくらいの世帯や人々に見られている
かという視聴量の大きさを測る指標のこと」である。 
視聴率は、調査対象により「世帯視聴率」61と「個人視聴率」62に二分
される。また、調査対象の全サンプル世帯のうち、視聴している世帯の割
合を「HUT」63という。時間帯で区分されおり、一般的には①「ゴールデ
ンタイム」（以下 G）19 時〜22 時、②「プライムタイム（以下 P）19 時
〜23 時、③「全日」6 時〜24 時の 3 区分を用いる。 
関東地方の視聴率は、一都六県と伊東市・熱海市を調査エリアとし、エ
リア内の 600 世帯を対象に計測している64。 
 
表 7 関東地方の計測対象のプロフィール（2010 年１月１日の構成） 
 
出所：フジテレビ（2010）より筆者作成 
 
                                                   
60 フジテレビ編成制作局知材情報センター調査部「視聴率ハンドブック」（2010） 
61「世帯視聴率」とは、一般的に「視聴率」と呼ばれるもので、テレビ所有世体のうちで何世
帯がテレビをつけていたかを示す割合。視聴率の最小単位は分毎の視聴率。番組毎の視聴率で
ある「番組平均視聴率」は、その番組の放送時間内の毎分の世帯視聴率の和（Gross Rating Point
（GRP））を放送分数でわったもの  
62 「個人視聴率」とはどのような視聴者が番組やチャンネルを見ていたかを表す割合。性別、
年齢別などにより、世帯内の誰がどれくらいみていたかを知りたい時に使う。  
63 Households Using Television の略。総世帯視聴率。調査対象となる世帯全体で、どのくらい
の世帯がテレビ放送を放送と同時に視聴していたのかという割合。  
64 サンプル世帯は永久的に調査対象となるわけではなく、2 年間で全ての世帯が入れ替わるよ
うに、毎月 25 世帯（600 世帯÷24 ヶ月）ずつ入れ替わる。人口構成を反映しているので、現
状のサンプル構成は本文中のように F3・M3 といった高齢層を多く含有している。  
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２） 視聴率の計測の歴史 
視聴率の計測は、引田（2004）65によれば NHK が開局した１年後の 1954
年 7 月から８月にかけて行った調査が最初のものと言えるようだ。これは、
NHK 放送文化研究所が年に 2 回、訪問面接法で不連続の七曜日の視聴状
況を聞き取り調査したものである。 
その後、電通が 1955 年より調査を開始している。これは日記方式で、
年に４回、事前に週間番組表を配布し、自分が見た番組を記録してもらう
方式である。そしてアメリカの大手調査会社であるニールセンが 1961 年
に日本へ進出し、機械による調査を開始した。しかし、データがローマ字
表記だったことや地方進出が遅れたこともあり、後発のビデオリサーチ
（以下 VR）に圧倒され 2000 年３月に日本から撤退した。VR は、1962
年９月に電通や主な民放 18 社が出資して設立された調査会社である。ニ
ールセンの撤退後、日本で視聴率調査を行っているのは VR のみである。
VR がニールセンのような機械を使用したオンライン調査を開始したのは
1977 年９月 26 日である。なお、本紙は出所の如何に拘らず VR の調査数
値を使用する。 
３） 視聴率の推移 
ゴールデン・プライムおよび HUT について、VR が視聴率の計測を始
めた 1962 年より推移を図示する。 
総じて言えることは、特に 2000 年以降、低落基調がみられることであ
る。最もテレビ視聴者が多い時間と見込まれるゴールデンタイムに顕著で
あるように、トップの視聴率が 1980 年では 18.2%（TBS）だったが、2010
年には 13%（フジテレビ）まで落ち込んでいる。その中で、1980 年以降、
そのトップが日本テレビとフジテレビで約 10 年毎に入れ替わっている。 
直近の 2012 年のトップは、ゴールデンは 2011 年に続き日本テレビ
（12.5%）が、プライムは開局以来初となるテレビ朝日（12.2%）がそれ
ぞれ獲得した（フジテレビは、G11.5%、P11.6％でいずれも３位）66。 
                                                   
65 引田惣弥「全記録テレビ視聴率 50 年戦争 そのとき一億人が感動した」（2004）講談社 
66 なお、このようにゴールデンとプライムのトップが別の局になるのは 1976 年のゴールデン
は TBS（15.3%）、プライムは日テレ（14.8％）以来の出来事である。 
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 下図のゴールデンタイムにおいてトップを取っている局の視聴率の推移を見ると、10 年
毎に約 2%ずつ落ちていることがわかる。1980 年のトップは TBS で 18.2%をピークに、
以後、1990 年はフジで 16.0%、2000 年は日テレで 16.6%と持ち堪えたが、2010 年はフジ
で 13.0%と推移し、30 年で 5％下落した。この傾向は「視聴者のテレビ離れ」の一端を表
していると言えよう。 
図 22 ゴールデンタイムの視聴率の推移 
【単位：%】 
 
出所：フジテレビ 50 年史より筆者作成 
図 23 プライムタイムの視聴率の推移 
【単位：%】 
 
出所：フジテレビ 50 年史より筆者作成 
 38 
 下表は総世帯視聴率の推移である。VR67によれば、2012 年 10 月現在、関東地方におけ
る世帯視聴率 1%は約 18 万世帯を示しているという。毎年 10 月頃に人口構成や調査対象
モデルに応じて更新されるものであるが、1963 年にゴールデンタイムの HUT が 75.4 だ
ったところ 2010 年には 63.7 となっている。これを既述の世帯数で換算すると約 210 万世
帯に相当する。2012年 10月現在の関東地方の調査対象総世帯数は約 1,800万世帯であり、
相当大雑把な捉え方だが、その 1 割強がゴールデンタイムにテレビを付けなくなったこと
を示している。 
図 24 総世帯視聴率（HUT）の推移 
【単位：%】 
 
出所：フジテレビ 50 年史より筆者作成 
 
表 8 年間（暦年）視聴率三冠王推移68 
 
出所：フジテレビ（2010）より筆者作成 
 
                                                   
67 VR HP「視聴率データ」（2012 年 12 月 16 日確認）http://www.videor.co.jp/rating/wh/13.htm 
68 三冠王とは、視聴率の時間区分であるゴールデン・プライム・全日の３項目全てでトップに
立つこと。 
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第５項 広告主 
GDP と広告費の推移、および媒体別広告費の推移を見ることにより、広告主に
とってのテレビの位置付けを考察する。 
（１） 名目 GDP・総広告費・テレビ広告費の推移 
 みずほ（2011）によれば、日本の総広告費は過去の実績から名目 GDP の 1.2
〜1.3%の割合で安定的に推移している。しかし、2005 年以降の実績を改めて検
証すると、総広告費は名目 GDP の実績を下回る水準で推移している。また、テ
レビ広告費は総広告費より更に若干低い水準で推移し、低下傾向を見せている。
本実績より、総広告費およびテレビ広告費は、名目 GDP の推移に連動せず今後
の成長が見込みにくいとことが想定される状況と思料する。 
図 25 GDP・広告費総額・テレビ広告費の推移 
【単位：%】 
 
出所：電通「日本の広告費」より筆者作成（2005 年を 100 として数値化） 
 
（２） 媒体別広告費推移 
 広告市場におけるインターネット広告のシェアは年々拡大し、2010 年のシェ
ア（21.4%）は新聞（17.4%）とラジオ（3.6%）の合計に匹敵する水準となった。
その中でテレビは若干減少しつつも凡そ横ばいの水準を維持している。 
 総務省 g（2012）69は、これらのメディア間の広告費の変動についてはさまざ
まな見方があり得るとして、次のように述べている。 
                                                   
69 総務省情報通信政策研究所「放送局の経営分析に関する調査研究」（2012）（以下総務省 g
（2012）） 
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１） テレビ・ラジオ広告費の一部がインターネット広告費に移ったとの見方
はありうる。 
２） しかし、テレビ、ラジオ、インターネットの広告費の和は増加している
ので、テレビの広告費がそのままインターネット広告費に移行したわけ
ではない。 
３） 従来テレビ広告が使用されていたものでインターネットの方が親和性の
高いものについては、そのような移行が起こったと考えられる。 
４） メディア間の関係は、競合となるだけではない。「テレビとインターネッ
トの組合せ」という広告の使い方も増えているので、単純にテレビがイ
ンターネットに置き換えられたといった解釈は出来ない。 
図 26 媒体別広告費推移 
【単位：百万円】 
 
出所：電通「日本の広告費」より筆者作成 
 
（３） テレビ広告費 
広告主はテレビ局から広告枠を購入し70、広告を流している。テレ東（2012）
71によれば、広告枠の形態には 2 種類ある。 
                                                   
70 テレビ東京ホールディングス「有価証券報告書」（2012）によれば、テレビ局は、視聴者に
教育、教養、娯楽及び報道の各ジャンルの調和を基本としてテレビ番組を企画編成し、健全な
エンタテインメント番組や経済情報を中心にした客観的かつ公正な報道番組等を提供する一
方で、広告主に対して広告枠の販売を行っている。 
71 これはテレ東のみならず、いずれの局にも共通した形態である。  
0
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① タイムセールス 
１つの番組の放送時間の途中で放送する広告枠を販売する形態。広告主は原則
として当該番組の制作費を負担し、又は他の広告主と分担する。  
② スポットセールス 
１つの番組が終わり、次の番組が始まる間の広告枠を販売する形態。広告主は
特定の番組とは関係なく、広告放送の時間帯や期間、地域等を選択しつつ広告
依頼することとなる。 
 
 42 
第４節 業界の歴史 
第１項 放送事業の黎明期 
（１） 日本における放送事業の開始 
日テレ（2002）72や TBS（2002）73によれば、日本における放送事業の始まり
は、1925 年 3 月に社団法人東京放送局がラジオの試験電波を送り出した時74で
ある。東京放送局は新聞社等の会社や団体、個人等の出資によって設立された
民間の社団法人であり、同年７月本放送を開始した。それに続き大阪と名古屋
でも、社団法人の放送局が開局した。当時、無線電信法（1915 年制定）で無料
の通信・電話は政府が管掌していたが、ラジオはその中で特例として民営を許
可制で認めていた。 
しかし、翌 1926 年８月に逓信省が「放送は国家事業」として主導の上、３局
を統合し社団法人日本放送協会75を発足させた。このように放送事業は、事実上
その発足時から省庁の管理下の許認可事業であった。  
（２） 戦後の GHQ の施策と法制度の整備 
① GHQ の施策 
1945 年 8 月に第二次世界大戦の終戦を迎えた後、日本において活動した連合
国最高司令官総司令部（GHQ）は非軍事化と民主化に向け、陸海空軍の解体、
財閥解体、農地改革等を行う中、言論の自由に対する規制は排除しつつ連合国
に不利益となる報道を禁止し放送、新聞、出版に厳しい検閲を行った。他方、
戦後の日本の放送体制について NHK 以外に民間による放送会社の設立を企図
し 1945 年９月 25 日に「民衆的放送機関設立ニ関スル件」という文書76を発し
ている。GHQ はその中で備考において「将来ハ本会社ニ超短波放送、テレビ
ジョン放送ノ許可ヲ為スコトヲ考慮ス」との記載がある。以上より、GHQ は
民間テレビ放送を認める方針だったことが読み取れる。  
 
                                                   
72 日本テレビ放送網「テレビ夢 50 年 経営編」（2002）日本テレビ放送網 
73 東京放送「TBS50 年史」（2002）東京放送 
74 アメリカで世界最初の商業放送局が誕生してから５年後のことである。  
75 TBS（2002）によれば、NHK という呼称は 1946 年 3 月から使用されたようである。  
76 本文に「溌剌タル民衆的放送ノ実現ヲ図ル為…現存ノ日本放送協会ノ外ニ…新放送界社ノ設
立ヲ許可スル…（新放送会社は）受信機製造会社、新聞社、映画演劇会社…其ノ他放送事業ニ
関係アル者ヲ株主トス…」との記載がある  
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② 電波３法の成立 
その後、1946 年 11 月に日本国憲法が公布された後、逓信省は GHQ の指示
を受け、新憲法を踏まえた放送関係の法律の整備に着手した。難航の末、1950
年 4 月に現行法の原案である電波３法（電波法、放送法、電波管理委員会設置
法）を制定した77。この法律制定により、電波が国民へ解放され、民間放送の
開始が正式に認められることとなった。 
（３） 民間ラジオ放送の開始 
① 開局への取り組み 
TBS（2002）によれば、かかる中、１）の特徴を持つ人々により、各地で２）
以降のような民間放送に対する取り組みが始まった。 
１） 先駆者達の特徴 
以下後述する先駆者達は、次の３タイプに分類される。  
イ） 新聞社出身で電波の情報伝達力を早くから認識し、報道にラジオの
威力を活かそうとした人々。 
 
                                                   
77 この間の 1947 年 10 月に GHQ は逓信省に対し「総司令軍の総意」として、民間放送創設を
含む放送制度の構想を示した。この構想が、現在の日本の放送制度の礎となったものである。
主な内容は①新しい法律は全ての放送形態をカバーし、放送の自由、不偏不党など４つの原則
を反映すること、②全ての放送の管理と運営のために、一切の勢力から独立した公共の自治機
関を作ること、③経済状態が許す暁には、自由競争を発達させるような民間放送会社を認め、
その助長に備える規定を設けること、④公共放送機関は監督管理部門と NHK を移管した運営
部門の 2 部門とすること。 
 その後、逓信省は 1948 年６月に放送法案を提出した。この中には①放送行政の機関として
「放送委員会」を設置する、②NHK を公の法人に改組して公共放送機関とする、③日本国民
は免許を得て民間放送事業を営むことが出来る等の点を定めた。しかし、国会では民間放送事
業は時期尚早等の議論が続出し継続審議となった。同年 10 月に芦田内閣昭和電工疑惑で倒れ
た後に発足した吉田内閣は法案を撤回した。かかる中、NHK は「商業放送局を作ると、大衆
にこびた低俗な放送の反乱を招く」と言った文書を配布し。阻止を働きかけた。それに対し日
テレの創業者の正力松太郎等が反発した。  
 そして、1949 年６月に逓信省は郵政省と電気通信省に分離された。電気通信省の外局の電波
庁が新たな法案を作成した。内容は、従前案にあった「放送委員会」の設置をやめ、放送の管
理権を電気通信大臣に移す内容だった。GHQ はそれを認めず、放送行政を管轄する電波管理
委員会を総理大臣の元に設置するよう勧告した。以降、吉田内閣による放送行政を内閣に組み
込む案と、GHQ による放送行政の中立を目指す電波管理委員会の設置を目指す案がせめぎあ
った。最終的にマッカーサーが吉田首相宛に書状を送り、独立した電波管理委員会を設置する
に至った。なお、電波管理委員会は 1952 年７月 31 日に日テレに予備免許を交付することを決
めた日に、廃止された。 
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ロ） 日本放送協会に関係し、戦時中に軍と官僚の重圧下で偽りの大本営
発表を強いられた経験から「フリーラジオ」への情熱を燃やした人々。  
ハ） 起業家あるいは文化事業家としていち早く商業放送の未来に注目
した人々。 
こうした人々が根拠法成立前から、民間放送の開始に向けて動き始めた。
以下、地域別に動向を詳述する。 
２） 大阪 
 1945 年９月に関西財閥一つ寺田合名の寺田勘吉を中心に元 NHK 職員
の岩崎愛二らが参画して「新放送会社創立事務所」が企画された。また、
別に大阪毎日新聞の本田親男編集局長、高橋信三編集総務等も関心を抱き、
同年 12 月に「新日本放送株式会社」を出願した。 
３） 東京 
この時期に東京では３グループの動きがあった。 
イ） 天野辰吉弁護士と伊藤豊元 NHK 技術部長を中心とした「民間放送
開始準備会」が同年９月に発足し、11 月に「国民放送協会」と改称し
て放送事業申請を逓信院へ提出した。 
ロ） 元代議士の亀井貫一郎が代表し、早稲田大学の山本忠興博士を技術
顧問とする「常民生活科学技術協会」であり、同年 11 月に出願した。 
ハ） 12 月に東京商工経済会（東京商工会議所が戦時中改編されたもの）
の船田中理事長が中心となった「民衆放送株式会社」が名乗りを上げ
た。このグループには日本電報通信社（後の電通）の上田碩三社長、
吉田秀雄常務、東京芝浦電気、日本電気の首脳等も参加し、当時の東
京では最も有力だった。民衆放送や毎日新聞の動きは後にラジオ東京
（現在の TBS）の源流となった。また、国民放送協会も後に朝日新聞
に協力し、ラジオ東京創設に関わった。 
４） 名古屋 
名古屋商工経済会の三輪常次郎会頭を発起人総代とし、中部日本新聞の
杉山虎之助社長等が同年 12 月に発起会を開き、翌 1946 年 1 月に「中部日
本放送」設立申請書を提出した。 
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② 開局へ 
１） 認可申請と開局の動き 
こうした各地の動きは、既述の放送法の上程や廃案等の中で一時落ち着
きを見せたが、法案の上程と共に改めて活発になった。設立出願数は、1948
年９月の 11 社から、49 年９月には 29 社、50 年 9 月には 72 社（うち関東
は 28 社）に達した。電波管理委員会は 50 年 10 月に放送局開設の根本的
基準78について聴聞会を開き、そのうち 42 社を審査対象とした。 
日刊合同通信（2012）79等によれば、関東地方で最初に認可申請を行っ
たのは 1951 年１月の「ラジオ東京」（現 TBS ラジオ）である。当時、１
県１局を原則（東京は 2 局）としていた。その中で朝日、読賣、毎日の各
新聞社と、広告を握る電通（及び財界）が申請に向けて動き四すくみ状態
だった。それを原安三郎日本化薬社長等が中心となって調整に入り、ラジ
オ東京への一本化にこぎ着けた。 
近畿地方は、毎日新聞が先駆けて動いており、認可申請前に送信所建設
等を進めていた。これを受け他関係者も黙認せざるを得ず、1951 年に地
方の第一号的存在として「新日本放送」（現毎日放送（以下 MBS）ラジオ）
が認可申請した。直後に朝日放送（以下 ABC）が続いた。中部地方（名
古屋）は中日新聞と地元財界が早々に一本に纏まり、中部日本放送（以下
CBC）の具体的な準備が進められた。地方では、北海道に北海道放送、
九州にラジオ九州（現 RKB 毎日放送）、中国（広島）にラジオ中国（現中
国放送）、静岡に静岡放送等全国 14 地区 16 社（東京と大阪は 2 局）に対
し、日米講和条約成立後の 1951 年 4 月に予備免許が交付された。本放送
は、スタジオや本社社屋、送信所の建設が早かった CBC が同年９月１日
午前 6 時 30 分に民放初で放送開始、同 12 時より MBS が続いた。 
                                                   
78 免許審査の物差し的位置付け。適格条件として①確実に事業計画を実施出来ること、②番組
が不偏不党で公共の福祉に適合すること、③特定の宗教・思想の宣伝だけをしないこと、など
おおまかな基準を立てた。この他、送信所の位置決定の技術基準について、同一区域内に季節
放送局がある場合は厳しい条件が課され、結果として NHK を保護することになっていた．そ
の後、様々な検討がなされ、最終的に 1950 年 12 月 2 日に「根本的基準」が示された。その際
「放送局の開設は周波数の数に制限が有るため、東京はさしあたり 2 局、その他の都市はだい
たい１局を免許することになろう。東京は性格の異なった局が生まれることが望ましい」（富
安謙次電波管理委員長）と語られた。以降、申請者の一本化が進んだ。  
79日刊合同通信（2012 年 8 月 8 日）特別編 
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（４） 新聞社の動向 
ラジオ局の開局に関わる新聞社の動向を改めて整理する。TBS（2002）等に
よれば、関東地区では毎日・読賣が力を入れて取り組んでいた模様。中でも毎
日は本項（２）①２）でも記載の通り大阪では先駆けて取り組んでいた。その
後、1948 年には東京と福岡でも企図した。東京では 1949 年に「ラジオ日本」
を設立した。朝日新聞は民間放送に慎重だったようだ。しかし、放送法案が具
体化すると 1948 年 10 月に朝日放送設立準備委員会を発足させ、本項（２）①
２）でも記載の通り国民放送協会の協力を得て、1949 年 12 月に東京と大阪で
朝日放送開局の申請を行った。読売新聞は更に遅れ、1950 年 2 月に「読賣放送」
を出願した。しかし、同時に日テレの初代社長である正力松太郎はテレビの開
局に向けて動き出していた。この３社に電通を加えた４社は、既述の通り原安
三郎の動きにより、一本化された。 
 
（５） 在京 2 局：文化放送とニッポン放送 
ここで後述するフジ・メディア・ホールディングス（旧フジテレビ）の設立
主体の一つである文化放送とニッポン放送の設立経緯とその後を整理しておく。 
① 文化放送 
文化放送は、1951 年に現在も筆頭株主である聖パウロ教会がカトリック布教
を目的に設立した財団法人日本文化放送協会を前身とする。1952 年 3 月 31 日
に放送を開始し、同年７月にはテレビ放送の免許も申請した。その後財団内部
で経営を巡り紛争が起き経営危機となり、1956 年２月に当時の経済団体連合会
理事だった水野成夫を新社長に迎え「株式会社文化放送」となった。また、旺
文社を筆頭株主に迎えた。その後の文化放送は、筆頭株主の旺文社がテレビ朝
日の主要株主でもあったことを受け、1978 年に当時テレビ朝日専務だった岩本
政敏を社長に迎えた。それ以降、テレビ朝日との関係は深まったが、後に旺文
社が文化放送株を手放してからは希薄となった。なお、文化放送は、旺文社に
よる文化放送の株式売却と同時に旧フジテレビ株も一部放出している。 
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② ニッポン放送 
ニッポン放送は、在京ラジオ局としては３局目として、1952 年 12 月に設立
された。有価証券報告書80およびフジ（2009）によれば、1953 年 2 月に発起人
代表に元通商産業大臣の稲垣平太郎（後に当社会長）、経団連副会長の植村甲
午郎（後に社長）、鹿内信隆（後に当社専務）の三氏を選任。その後開局へ向
け準備を進め、1954 年 7 月 15 日に放送を開始した81。 
 
第２項 テレビ放送の開始とその後の技術・政策の推移 
（１） テレビ放送の開始 
こうしてラジオ局の開局が続く中、1952 年７月 31 日に電波管理委員会が
日テレに対し、日本初のテレビ予備免許を交付した。日テレは 1953 年１月１
日の本放送開始を目指し準備を進めたが、輸入放送機器の納入遅延等により、
1953 年８月 28 日に開局した。その間に民間ではないが NHK に同免許が交付
され、NHK は 1953 年 2 月１日に本放送を開始した。1955 年４月１日にはラ
ジオ東京テレビ（現 TBS テレビ）、1959 年 2 月１日に日本教育テレビ（現テ
レビ朝日）、同年３月１日にフジテレビが開局した。 
（２） 技術的な推移 
 日本におけるテレビ放送は、既述の通り 1953 年 2 月 1 日に NHK 東京テレ
ビジョン放送が、同年 8 月に初の民間放送として日本テレビがそれぞれ本放
送を開始した。 
 1960 年 9 月には米国､キューバに次いで世界で 3 番目にカラーテレビ放送
が開始された。1963 年 11 月には日本・アメリカ間で通信衛星による白黒テ
レビの電送実験が行われた。その後、技術革新に伴って、1983 年 12 月には
音声多重放送、1985 年 11 月には文字多重放送が開始された。 
 1986 年 12 月からは、放送衛星（BS）からの電波を各家庭で直接、個別に
受信する衛星放送がスタートした。1994 年 4 月からは、通信用として打ち上
げられた通信衛星（CS）を利用したテレビ放送も開始された。現在は、地上
                                                   
80 有報リーダー：http://www.uforeader.com/v1/se/E04378_0050AU8D_4_2.html#（2012 年 10
月 19 日確認） 
81 開局 4 ヶ月前の 1954 年３月 15 日にテレビ開局についての基本調査を開始、開局翌月の 8 月
に郵政省に免許を提出（周波数不足を理由に却下）、すぐに第 2 次申請書を提出した。 
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放送と衛星放送の二本立てによるテレビ放送体系が確立されている。 
既述の通り、デジタル技術の発展に伴いデジタル放送への移行が検討され
た。まず衛星放送がデジタル化された後、2003 年 12 月 1 日からは地上放送
のデジタル化が開始された。その後既述の通り、2011 年 7 月 24 日を以って、
東日本大震災による被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）を除く全ての都道
府県のテレビ放送が、デジタル放送に切り替えられた。なお被災３県も 2012
年３月 31 日に移行した。 
図 27 技術的変遷 
 
出所：総務省 c（2012） 
 
（３） 政策の推移 
 1950 年 4 月の電波３法制定後、郵政省は 1956 年 2 月 17 日に「テレビジョ
ン放送用周波数の割当計画基本方針」を決定した。東京・大阪・名古屋の３
大都市圏に加え、札幌・仙台・広島・福岡の計７地区を基幹地区とし、複数
局の設置を決めた。この「基本方針」決定後、免許申請が大幅に増えた。チ
ャンネル数確保のため在日米軍との返還交渉を経て、1956 年 12 月に基本方
針の一部修正と割当計画を電波管理審議会へ諮問、1957 年５月 21 日に基本
方針の一部修正、同年 6 月 19 日に割当計画を正式に決定した。これは「チャ
ンネルプラン」と言われ、「周波数を 11 チャンネルに増やし、全国にテレビ
局を設置し」「教育教養放送を重視した局の設置を考慮」する内容となってい
た。同年７月８日にフジテレビ、東京教育テレビ（開局時は日本教育テレビ、
現テレビ朝日）、大関西テレビ（現関西テレビ）に予備免許が交付された後、
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同年 10 月 22 日には 36 局に一斉に付与された。その後、経済成長に伴う広告
需要の拡大等により各県の放送局数を増やす方向となり 1968 年には、より多
くのチャンネルを宛がえる UHF 帯が開放された。これは郵政大臣、田中角栄
82によってもたらされたものである。その後、1986 年には各県にキー局毎に
放送局を開設することが出来る「１県 4 波化」が認可されるようになった。 
 
第３項 地上波テレビ局の業績推移および株主構成、役員の変遷 
（１） 収益（売上高・利益）の推移 
本項では、地上波テレビ局単体の収益について、番組制作と伝送を行うキ
ー局と、それを受けて主に伝送を行う地方局に分けて概観する。 
① 売上高・営業利益および同率推移 
１） 売上高・営業利益 
 みずほ（2011）が日本民間放送年鑑を用いて調査したところによる
と、2000 年以降の地上波テレビ局の売上高および営業利益は、キー
局、地方局のいずれも減少傾向である。 
 
図 28 地上波テレビ局の売上高・営業利益推移 
 
出所：みずほ（2011）より筆者作成 
 
                                                   
82 「日本のテレビは大新聞をバックに系列化しなければならん。テレビを伸ばしてゆくために
は、なんといってもネットワークだ。それには大新聞の力がいる」（テレ朝（2009））という方
針の下、新聞社・キー局・系列局という関係の実現に大きな役割を果たした。  
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２） 利益率 
営業利益率の推移を見ると、売上が減少している上に、費用が主
に固定費（人件費等）83であることを受け、利益率が急減している。
みずほ（2009）はその要因として、次の３点を挙げている。イ）2006
年 3 月期以降の放送事業収入の継続的な減少、ロ）地デジへの移行
に伴う各種費用や減価償却費の増加、ハ）景気低迷。なお、子細に
みると、売上高が減少している 2009 年を底に、利益率が若干持ち直
しているように見受けられる。この推移は、人件費等の従前は踏み
切らなかった費用の削減により、利益を確保しているものと推察さ
れる。 
 
図 29 局種別売上高営業利益率 
 
出所：みずほ（2011）より筆者作成 
 
                                                   
83 日刊合同通信（2012 年 12 月 4 日）によれば、地上波テレビ局の固定費のうち人件費は最大
の比重を占め、局によっては費用の過半を占めている模様。人員構成を見ると、各社とも 4〜
50 歳代が最多の逆ピラミッド型である。平均年収は、在京キー局４局の 45 歳平均年収は約 1,500
万円であるだけに、その処遇が各社とも課題になっている。  
 対策としては、一般論では新規事業への取り組みや企業買収等による業容拡大にあわせ転籍
等の方策も考えられる。しかし、事例研究で採り上げる通り、地上波テレビ放送を中核とした
キー局はフジ・メディア・ホールディングス以外、殆ど多角化していない。また、希望退職等
は、退職金の設定次第では単年度決算に大きな負担をもたらす懸念が有ること、本来辞めて欲
しくない人の流出を招く可能性が有ること、イメージダウンに繋がりかねないこと等から踏み
切りにくいようである。 
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② 赤字局 
直近の営業利益は落ち込む傾向にある。みずほ（2011）によれば、営業
利益はピークの 2001 年３月期は 128 社合計で約 3,000 億円強だったが、
2008 年３月期は約 430 億円にまで減少している。赤字局の割合も増え、一
時は 35%以上となった。2005 年以降増えたのは、景気後退に伴う広告収入
の落ち込みに加え、2011 年 7 月に始まる地上デジタル放送への移行のため
の設備投資によるものと思料される。 
図 30 民放全局における赤字局の割合推移 
 
出所：みずほ（2011）より筆者作成 
③ 地上デジタル放送の開始に伴う費用 
日本民間放送連盟（2003）84によれば、地上デジタル放送に伴う民放全
体の設備投資額が 8,082 億円になるとの試算結果を発表している。内訳を
設備別でみると、親局設備関連が約 929 億円、中継局設備関連が約 2,610 
億円、送出設備関連が 2,278 億円、制作系設備関連が 2,266 億円。事業者
別でみると三大広域圏（関東・中京・近畿）の 15 社が約 3,000 億円、そ
れ以外の地方局が約 5,000 億円（平均 1 局あたり約 45 億円）とみられる。 
（２） 資産（財務）状況の推移 
みずほ（2009）85および日本民間放送年鑑によれば、現状は比較的安定し
た水準を維持している。これは許認可のもと、競合も事実上略不在の中で、
安定的に高収益を維持し続けたことによるものであると考えられる。 
                                                   
84 日本民間放送連盟会長定例会見（日枝久フジテレビジョン会長）定例会見（2003 年 9 月 18
日）http://www.nikkeibp.co.jp/archives/267/267459.html 
85 みずほコーポレート銀行産業調査部「Mizuho Industry Focus Vol.75」『地上波放送業界再編
の展望〜アナログ停波後を見据えた事業者再編の必要性〜』（2009）（以下みずほ（2009）） 
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（３） 株主構成の変遷 
① 概要 
 みずほ（2009）86が日本民間放送年鑑を用いて行った調査によれば、地
上波テレビ放送局の主要株主は設立時の出資者である新聞社（全国紙、地
方紙）、放送局（キー局、ローカル局）、地元企業等である。2008 年 3 月期
の簿価純資産ベースで株主構成を見ると、全国紙 10%、金融機関 8%、地
元企業 8%、キー局 5%である他、少数株主が 55%を占める。キー局を除く
系列局の株主構成を見ると、地元企業 11%、キー局 8%、全国紙 7%である。 
 株主分散の背景は、マスメディア集中排除原則により、従前はキー局に
よる系列局への出資比率が 20%未満に制限されていたことや、自社がメデ
ィアとしての中立性維持等のため大株主の存在を回避してきたこと等によ
るものと思料される。 
 みずほ（2009）はこのように株主が分散している状況について、特定の
大株主を意識することなく、経営陣の独立性・自由度を確保しその意向を
反映させやすい体制であると見ている。 
② 株主の保有比率の推移 
 2003年〜2008年の 5年間の地上波テレビ放送局の主要株主の保有比率の
変化を見ると、出資比率の引き上げが約 510 件、引き下げが約 70 件である
87。引き上げを行っている件数が多い順番は地元企業、全国紙、キー局、
引き下げの順番は地元企業、キー局、個人である。  
 なお、図の通り 2004 年度および 2005 年度の異動件数が多い理由は、2004
年度に発覚した全国紙等による第三者名義での実質的な株式保有がマスメ
ディア排除原則に抵触した状況88の解消があったためと思料される。 
                                                   
86 みずほ（2009）調べ。2008 年 3 月期の開示情報がない静岡放送と瀬戸内海放送を除く地上波
放送局 125 局の集計 
87 除く金融機関。 
88 総務省「放送事業者の『マスメディア排除原則』違反事例への対応について」（2005）によ
れば「電波法第７条第２項第４号に基づく総務省令(放送局の開設の根本的基準第９条)に規定
するマスメディア集中排除原則に定める出資制限の上限を超えて放送局に対する出資が行わ
れてきたとされる事例」があった。具体的には①出資する側の 18 社が、自らが第三者名義株
式を長年にわたり保有すること等を通じて、直近の一斉再免許時点において、マスメディア集
中排除原則に定める出資の上限を超えて他の放送事業者に対する出資を行っていた、②出資さ
れる側の 54 社が、特定の者による第三者名義株式の長年にわたる保有等を通じて、直近の一
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図 31 系列別地上波テレビ放送局 株主異動件数の推移 
 
出所：みずほ（2009） 
 
（４） 経営陣・取締役の概要 
みずほ（2009）によれば、2008 年３月期の社長の出身母体を見ると、プ
ロパー40%、キー局 19%、全国紙 18%、地元企業 18%である。設立の古い
会社はプロパー出身者が多い。キー局および全国紙出身の合計（37%）とプ
ロパー（40％）は、略同じ。同時期の取締役89の出身母体を見ると、プロパ
ー42%、地元企業 20%、全国紙 12%、キー局 8%である。 
                                                                                                                                                          
斉再免許時点において、マスメディア集中排除原則に定める出資の上限を超えた出資が行われ
ていた。 
89 みずほ（2009）。有価証券報告書を提出している 47 社。内、16 社は 2007 年３月期の情報に
基づく。 
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第５節 業界の法制度 
2012 年 12 月現在、地上波テレビ放送が事業を行うに際し遵守が必要となる法律は、
放送法、電気通信事業法、電波法、有線電気通信法の四法である。以下、主要な法律
である放送法に関し、概要および直近の改正について整理する。  
第１項 放送法 
（１） 概要 
① 概要 
 1950 年に公布、同年６月１日に施行された法律。第 1 条において、放送
を公共の福祉に適合するように規律し、その健全な発達を図ることを目的
として規定している。 
② 目的 
 以下 3 点である。 
１） 放送が国民に最大限に普及され、その効用をもたらすことを保障すること。 
２） 放送の不偏不党、真実及び自律を保障することにより、放送による表現の
自由を確保すること。 
３） 放送に携わる者の職責を明らかにすることにより、放送が健全な民主主義
の発達に資するようにすること。 
③ 主な規律 
以下事項である90。 
１） 放送番組編集の自由放送番組の編集：原則として、他者（国を含む。）は
介入出来ない。 
２） 番組準則放送番組の編集に関する最低限のルール：放送事業者は、イ）公
序良俗を害しないこと、ロ）政治的に公平であること、ハ）報道は事実を
曲げないですること、ニ）多角的な論点を明らかにすることが求められて
いる。 このほか、NHK にはイ）公衆の要望を満たすとともに文化水準
の向上に寄与すること、ロ）全国向けの放送と地方向けの放送をそれぞれ
行うこと、ハ）過去の優れた文化の保存と新たな文化の育成・普及に役立
つことが求められている。 
３） 番組調和原則：教養、教育、報道、娯楽の各番組をバランス良く放送する。  
                                                   
90 総務省 f（2012） 
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４） 番組基準・番組審議機関：放送事業者は、上記ルールを守るため、自ら定
める番組編集基準に従って番組を編集しなければならない。なお、番組編
集基準は、自社内に設ける「放送番組審議機関（外部有識者により構成）」
という第三者的な組織により審議され、自己規律が働く仕組みとなってい
る。 また、第三者の立場から自主的に視聴者の人権擁護等を行うための
組織として、BPO（放送倫理・番組向上機構）が存在。 
５） 普及義務：放送普及計画によって定めた放送対象地域において、放送があ
まねく受信できるよう、難視聴を解消する努力義務。  
６） マスメディア集中排除原則：言論の多様性・多元性・地域性を守るため、
議決権の保有や役員の兼務を制限することにより、一の者による複数の放
送事業者の所有・支配を制限。 
７） その他：字幕放送の努力義務、訂正放送の義務、災害放送の義務、放送番
組の一定期間保存義務、外資規制など。 
 
（２） 成立までの経緯 
1946年 11月に日本国憲法が公布された後、逓信省は GHQの指示を受け、
新憲法を踏まえた放送関係の法律の整備に着手した。難航の末、1950 年 4
月に現行法の原案である電波３法（電波法、放送法、電波管理委員会設置法）
を制定した。 
 
（３） 直近の改正のポイント91 
直近 5 年間で放送に関する法制度は 2 度改正された。１度目は本稿のポイ
ントである認定放送持株会社制度の導入の認可等を柱とする 2008 年の改正
であり、2 度目は法体系を大幅に見直した 2011 年の改正である。 
① 2008 年の改正のポイント 
主に NHK に関することと、民放に関することに分けられる92。 
 
                                                   
91 総務省 e（2012） 
92 このうち、NHK のガバナンス強化、及び民放のワンセグ放送の独立利用の実現以外は、2008
年放送法改正（附則第 12 条）で施行後 5 年後を経過した場合において検討を加えることと規
定されている 
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１） NHK 
ガバナンス強化、番組アーカイブのブロードバンド配信、新たな
国際放送の制度化、命令放送制度の見直し 
２） 民放 
認定放送持株会社制度の導入、有料放送管理業務の制度化、ワン
セグ放送の独立利用の実現、認定基幹放送事業者の事業譲渡に伴
う地位の承継、有料放送の料金に関する規制緩和 
② 2011 年の改正のポイント 
総務省放送政策課（2012）によれば、本改正は通信・放送分野にお
けるデジタル化の進展に対応した制度の整理・合理化を図るため、各
種の放送形態に対する制度を統合し、無線局の免許及び放送業務の認
定の制度を弾力化する等、放送、電波及び電気通信事業に係る制度改
正を実施した93。 
従前存在した放送関連 4 法（放送法、電気通信役務利用放送法、有
線テレビジョン放送法、有線ラジオ放送法）のうち、放送法以外は廃
止するなど、法体系の見直しを 60 年振りに実施した。これにより、現
状地上波テレビ放送が遵守すべき法律は、本節（１）で述べた通り、4
法となった。 
図 32 2011 年に実施された通信・放送法体系の見直し 
 
出所：総務省（2011）より筆者作成 
                                                   
93 なお、従前は放送を（公衆によって直接受信されることを目的とする）「無線通信」、有線放
送を（同）「有線電気通信」と区分し、それぞれに法律を制定していた。しかし、改正後は放
送の業務（ソフト）と設備の設置（ハード）の手続を整理し、あらゆる放送についてハード・
ソフトの一致か分離かを事業者が選択出来るようにした。  
通信
有線放送電話法
電気通信役務
利用放送法
放送法
有線テレビジョン
放送法
有線ラジオ
放送法
電気通信事業法
電波法
新たな法体系
通信・放送
（電気通信役務利用放送法、有
線テレビジョン放送法、有線ラ
ジオ放送法は廃止）
放送法
放送
現行の法体系
有線電気通信法
電気通信事業法
（有線放送電話法は廃止）
電波法
有線電気通信法
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第２項 認定放送持株会社制度94 
（１） 概要 
2008 年 4 月の放送法改正により導入された制度。総務省の認可を受けた
認定放送持株会社の傘下に、基幹放送事業者を子会社化出来る仕組み。2012
年 12 月現在、在京キー局 5 社のうち以下４社が導入済である。 
表 9 認定放送持株会社制度を採用したグループ 
 
出所：各社資料より筆者作成 
 
（２） 放送法改正（導入）の意図 
マニュアルによれば、「放送のデジタル化や通信と放送の融合が進展する
中、地上放送事業者に関し、地上デジタルテレビジョンの中継局整備等につ
いての多額の資金調達や、競争激化による経営の一層の効率化が大きな経営
課題となっている。持株会社よるグループ経営は、こうした経営課題への有
効な対応策の一つであることから、これを放送事業者の経営の選択肢とする
ため、地上放送事業者を子会社」とする本制度の導入を認めるとしている。 
 
（３） 導入の背景 
吉田（2008）はインタビュー記事において導入の背景について、次の通り
述べている。 
「2011 年７月のデジタル化完了に向けて各放送事業者が投資に努力して
いるが、地方局には負担が重荷になっているところがある。（中略）各局の
健全な経営が求められるため、経営の選択肢を広げるという観点でグループ
経営を可能にする」 
 
                                                   
94 総務省情報流通行政局地上放送課「認定放送持株会社認定申請マニュアル」（第 2 版）（以下
マニュアル）（2012） 
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（４） 得られるメリット 
放送持株会社制度の導入を提言した「デジタル化の進展と放送政策に関す
る調査研究会」95では以下の５点を挙げている。 
① グループ単位の資金調達によるデジタル化の資金調達の容易化。 
② 管理部門やコンテンツのマルチユースに向けた著作権処理の一元化に
よる経営効率改善。 
③ 放送事業者相互間や通信事業者との連携ニーズへの対応。 
④ 新規事業の容易化。 
⑤ これらを通じて放送産業の国内的・国際的競争力強化に資すること。 
 
（５） 得られる法的効果 
①  外資規制の直接適用 
認定放送持株会社およびその傘下の放送事業者の株式を外資企業が保有
出来る割合 20%未満とする。これは従前、放送事業会社に適用されていた
制度を、認定放送持株会社にも適用するものである。  
②  マスメディア集中排除原則の緩和  
１） マスメディア集中排除原則 
図 19  マスメディア集中排除原則 
 
出所：総務省放送政策課（2012）より筆者作成 
                                                   
95 総務省デジタル化の進展と放送制作に関する調査研究会「最終報告」（2006） 
多元性、多様性、地域性の三原則を実現
※認定放送持株会社の子会社については特例あり
放送が健全な民主主義の発達に資
するようにすること
放送法　第1条（目的）
放送が国民に最大限に普及され
て、その効用をもたらすことを保
護すること
基幹放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保するこ
とにより、基幹放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有
されるようにする
一の者によって所有又は支配される放送系の数を制限することにより、
放送法　第91条（基幹放送普及計画）
放送法　第93条第1項、第2項
基幹放送の業務の認定基準としてマスメディア集中排除原則の基本的な部分を法定化
省令においてマスメディア集中排除原則の特例や「支配関係」の具体的な基準を規定
省令 基幹放送の業務にかかる表現の自由享有基準に関する省令
対象
概要
基幹放送の業務を行おうとする者
一の者が支配関係を有することが可能な基幹放送事業者の数を制限
【支配関係の基準】
○議決権の保有　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○代表権を有する役員、常勤役員の兼務
・重複する放送対象地域：議決権の1/10超　　  ○役員兼務：1/5超
・重複しない放送対象地域：議決権の33.33333/100超
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２） 緩和 
新たな省令として、認定放送持株会社の子会社に適用される「放
送局に係る表現の自由享受基準の認定放送持株会社に関する特例を
定める省令」（電波法第７条第 2 項第４号および放送法 52 条の 33 関
連）が制定された。 
これにより、所有出来る放送局数を、従来は１社であったところ、
今後は一定の制約のもと複数所有することが可能となった。  
吉田（2008）はインタビューで 「2004 年に隣接地域で複数の放送
事業者の経営連携を可能にしていたが、今まで利用実績は無かった。
今回の緩和は、（以下の）条件の範囲であれば隣接地域に限らず、キ
ー局も利用可能であることから大きな緩和と言える」と述べている。
緩和の内容は、以下の通りである。 
イ） 地上局は 12 局を上限とする（但し、キー局等の広域局は都道府県
で計算（関東 7、近畿 6、中京 3）。この範囲内であっても、放送対象
地域が重なる複数局を子会社とすることは原則不可。 
ロ） BS 局は地上局と別カウントとし１局までとする。 
ハ） CS 局は地上局と別カウントとし、原則最大 2 トラポンまでとし、
事業者数は問わない。 
③  認定放送持株会社への出資規制 
放送法第 52 条の 35 により、「一の者」による認定放送持株会社の議決権
保有について「10 分の 1 以上３分の 1 未満の範囲内で、総務省令で定める
割合（保有基準割合 ）を超える議決権を制限する」と規定されている。こ
れが副次的に買収防衛に資する効果があると見られている。後述の通り、
楽天は、TBS が認定放送持株会社制度の導入を決定し総務省より認可され
たことを受け、保有していた TBS 株を同社へ買取請求した。 
④  留意事項（傘下に入る関係会社の親会社株の取扱） 
議決権に関する 25%ルールがある。これは、持株会社が地方局 A の株式
を 25%以上保有すると、地方局 A が保有する持株会社株の議決権が消滅す
るものである。よって、地方局側が事前に持株会社株を売却しておく等の
手当が必要である。 
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（６） 認定放送持株会社のイメージ 
図 33 地上局のみの場合 
 
出所：総務省（2012）より筆者作成 
図 34 BS・CS を含む場合 
 
出所：総務省（2012）より筆者作成 
（７） 持株会社の要件 
① 外国法人等でないこと。 
② 電波法・放送法等の違反暦が無いこと。 
③ 収支見込みが良好であること。 
④ 放送事業者でないこと 
⑤ 子会社である放送事業者の資産合計が、総資産の 50%超の株式会社。 
これは、以下計算式で算出する。 
＜分子＞ 
1）会社等（子会社（50%超出資）及び関連会社（20〜50%以下出資））である
一般放送事業者等（役務、有線テレビジョン、有線ラジオ事業者を含む）の株
式取得価格 
2）一般放送事業者の放送業務の密接関連業務を行う子会社等の株式取得価格 
●すべて地方局の場合 ●キー局を含む場合
≪子会社≫ ≪子会社≫
認定放送持株会社 認定放送持株会社
地方局＝12局相当 キー局（７局相当）+ローカル局5＝12局相当
A局 E局・・・
L県
ローカル局
A県
キー局 A局 E局・・・
E県
ローカル局
A県
●BS局を含む場合 ●CS局を含む場合
≪子会社≫ ≪子会社≫
認定放送持株会社 認定放送持株会社
キー局（７局相当）+ローカル局5＝12局相当　　　　+BS局 キー局（７局相当）+ローカル局5＝12局相当　　+BS局　　　　　　+CS局
（0.5トラポンまで可） （0.5トラポンまで可）　 （東経110度。CSは2トラ
ポンまで可）
キー局 A局 E局 X局・・・
E県
ローカル局
A県
キー局 A局 E局 X局・・・
E県
ローカル局
A県
Y局
BS局 BS局 CS局
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＜分母＞ 
①認定放送持株会社（申請対象会社）の総資産の合計額から次を控除した額 
1）放送の業務（密接関連業務を含む）の用に供する設備その他有形又は無形
固定資産の額 
2）子会社等以外の者に係る投資その他の資産の額 
3）子会社等である一般放送事業者等に係る貸付金の額  
 
（８） 認定までのプロセス 
申請者は必要書類を地上放送課へ提出する。同課で申請書を審査した後、
電波管理審議会へ諮問する。そこで妥当と認められた場合、即日答申となる。 
 
第３項 放送法改正および認定放送持株会社制度に対する総務省見解 
（１） 2008 年改正時の担当課課長のコメント 
 改正時の総務省担当課の課長だった吉田96は雑誌インタビューにおいて、
以下の通り述べている。 
① 導入目的 
（改正の背景（認定放送持株会社制度の導入目的）を問われ）2011
年 7 月のデジタル化完了に向けて各放送事業者が投資に努力しているが、
地方局の中には負担が重荷になっているところがある。（中略）各局の
健全な経営が求められる。そのため、経営の選択肢を広げるという観点
でグループ経営を可能にすることにした。 
② 子会社である放送事業者の資産合計が、総資産の 50%超である理由 
（この基準設定について）基本的に放送局が傘下に入ることが必要。
認定放送持株会社は放送事業者の経営の選択肢を広げるために導入す
る制度であって、例えば傘下の会社が９割以上も放送以外の不動産事業
等を行う会社では、このようなステータスを与えるわけにはいかない。 
 
 
                                                   
96 放送界 2008 陽春号「大幅規制緩和！『認定放送持株会社』—改正放送法の実際—」（2009
年 3 月。以下放送界）。吉田は当時、総務省情報通信政策局放送政策課長。  
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（２） 現在の総務省担当課担当係長の見解 
第 4 章で採り上げる認定放送持株会社制度を導入した企業の「申請書」
を行政文書開示請求で開示して頂いた際の窓口となった担当係長と、メール
の往復という形で、インタビューを行った（詳細は別紙参照）。ここでは「資
産規制」と「キー局の合併」の可能性についての応答について採り上げる。 
 
① 資産規制 
１） 当方質問 
 申請対象会社の子会社である基幹放送事業の株式の取得価額の合計
額の当該申請対象会社の総資産の額に対する割合が、常時 50%を超え
ることが確実であると見込まれるとする理由如何。 
２） 先方回答 
 50％の根拠は、単に先行事例である『銀行持株会社』と『保険持株
会社』が 50％になっていたので、前例にならったもの。補足すると、
前例の 50％を変える特段の理由がなかった。なお、この資産要件は、
外資規制の適用、子会社とできる放送事業者の数の増加のように「放送
事業の特権」を得られることから、実態として放送事業者を主要な子会
社とする持株会社であるべきという観点から導入したもの。 
３） 得られた示唆 
この回答からは、50%には特段の意味はないこと、「放送事業の特権」
として制度は設計されているため放送が主要事業であることが必要で
あること、との示唆を得た。 
 
② キー局の合併 
４） 当方質問 
 キー局同士の合併が出来ない要因は、法的制約か97。 
                                                   
97 質問補足：広告市場が縮小する中で、規模の利益を追求すべく市場のプレーヤー同士が統
合することは良く有ると思う（製鉄市場の新日鉄住金、JFE、銀行のみずほ、三菱 UFJ、三井住
友など）。ご助言頂いた例で考えると、フジ・メディア・ホールディングス（FMH）は、フジ
テレビを 100%子会社にフジテレビを所有しているので、日テレやテレ東には 10%しか出資出
来ないことはわかった。例えば、広告市場縮小とテレビ事業の先行きを考え、FMH が TBSHD
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５） 先方回答 
本件は完全に政治マターとなる。総務大臣というより政権与党の判断
になるような大きな話となる。 
そのため、あくまで頭の体操だが、フジ・メディア HD がフジテレビ
に加えて TBS テレビを買収するのは、今は「省令」で禁止されている。
これを解禁するためには省令の条文を変更すればいいのだが、そのため
には、政権与党の判断をいただくこととなる。規模の利益は確かにおっ
しゃるとおりなのだが、テレビ局は「マスメディア」であるため、合併
によって、言論の多角化が阻害される懸念を議論しなければならない。 
ただ、現状、系列を飛び越えた合併のニーズが全くないため、議論す
らない状況。あえて言うと、ネットの価値がこれまで以上に向上し、テ
レビのメディア価値が大きく衰退するなどの状況変化があれば、議論が
始まるのかもしれない。 
６） 得られた示唆 
この回答からは、放送業の業態等について検討する際には、経済合理
性だけでなく、「言論の多角化」等にも配慮が必要であるとの示唆を得
られた。 
 
第４項 著作権 
本節では、コンテンツに関する「著作権」に関する事項を纏める。著作権は，著作
権法98に基づいて規定された権利である。本稿で採り上げる目的は、既述の通り、地
上波テレビ番組は二次利用（筆者注：マルチユース）に関する契約が定められていな
い場合が多く、その利用が進まないという課題があるためである（総務省（2011）99）。
ここでは、関係者とそれにまつわる権利、および課題解決（二次利用促進）にむけた
取組に関して述べることとする。 
                                                                                                                                                          
より TBS テレビを買収し既存傘下子会社のフジテレビと合併、というのは放送法等関連法規で
制約されて出来ないことか。  
98 同法は第一条において目的を「作物並びに実演、レコード、放送及び有線放送に関し著作者
の権利及びこれに隣接する権利を定め、これらの文化的所産の公正な利用に留意しつつ、著作
者等の権利の保護を図り、もつて文化の発展に寄与すること」と規定されている。  
99総務省総務省情報流通行政局情報通信作品振興課（2011）「放送コンテンツ権利処理円滑化連
絡会」参考資料 
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（１） 関係者と権利種別 
放送コンテンツ適正流通推進連絡会100によれば、テレビ番組には著作権が
ある。著作権と著作隣接権101に大別され、更にそれぞれ人格権と財産権を有
している。著作権とは「作品を許可無く利用（コピー、改変、インターネッ
トでの公表等）されない権利」のことであり、著作物等を公に伝え広めるの
に重要な役割を果たしている者（歌手・俳優等の実演家、レコード製作者、
放送事業者・有線放送事業者）に認められた権利である。テレビ局などの放
送102事業者103は自ら制作した番組の著作権の他に、放送そのもの（音声・映
像信号）について著作隣接権を有している。権利内容は以下の通りである。 
① 複製権：放送を録音・録画する権利。ただし、私的使用のための複製に限
り許諾は不要。 
② 再放送権・有線放送権：放送を受信してこれをさらに放送したり、有線放
送したりする権利。 
③ テレビジョン放送の伝達権：テレビ放送を受信して超大型テレビやビル壁
面のディスプレイ装置などで公に伝達する権利。 
④ 送信可能化権：放送を受信してインターネット上のサーバーにアップロー
ドし公衆からの求めに応じて自動的に送信できるようにする権利。 
 
（２） 課題解決（二次利用促進）に向けた取り組み 
二次利用を行う場合には全ての権利者（多くの実演家、放送事業者、番組
製作会社、原作者、 脚本家等）に改めて許諾を得る必要があるが、全ての
権利者からの許諾を得るには膨大な時間とコストが必要である。特に、不明
                                                   
100社団法人デジタル放送推進協会放送コンテンツ適正流通推進連絡会 HP
（http://www.tv-copyright.jp/index.html）（2012 年 12 月 9 日確認）。 
101放送事業者の著作隣接権の保護期間は、放送が行われたときから 50 年である。 
102 放送とは、公衆送信のうち、公衆によって同一の内容の送信が同時に受信されることを目
的として行う、無線通信の送信のこと（同法第二条第一項 8）。放送事業者とは、放送を業とし
て行う者のこと（同項 9 号）。具体的には、日本放送協会（NHK）、地上波テレビ放送局、衛星
放送、コミュニティ放送等。放送事業者には、複製権（98 条）、再放送権・有線放送権（99 条）、
送信可能化権（99 条の 2）、テレビ放送の伝達権（100 条）が認められている。 
103 これには、例えばドラマの場合であれば、原作者、脚本家、演出家、俳優、ナレーター、
レコード会社、作詞家、作曲家、歌手等、多岐に亘る関係者が含まれる。  
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権利者の探索には多大な労力が必要となる。こうした課題を解決すべく、関
係省庁により課題解決に向けた取り組みがなされている。末吉（2011）によ
れば104、取り組みは以下の通り。 
① 関係者による取組 
◇ 映像コンテンツ権利処理機構（aRma）設立：総務省「デジタル・コ
ンテンツの流通の促進等に関する検討委員会」で、2009 年 6 月に権利
者サイド（「日本音楽事業者協会、日本芸能実演家団体協議会、日本
音楽制作者連盟の 3 団体」が設立。目的は、放送コンテンツの二次利
用に係る円滑な権利処理を実現することにより、デジタルネットワー
ク上のコンテンツ流通の促進と、 これによる実演家への適正な対価
の還元の実現への寄与。 
② 総務省の実証実験  
◇ 権利処理窓口の一元化：権利者団体毎に分散している権利処理の受付
窓口を一元化することにより二次利用者の権利処理の煩雑化を解消。 
◇ 不明権利者探索の効率化：著作権法の一部改正（平成 22 年 1 月施行）
による不明権利者の裁定制度と連動し不明権利者探索業務の効率化。 
◇ 権利者団体と放送事業者による連絡会の設置：権利処理円滑化を促進
する関係者による情報共有の場を設置。 
◇ 海外番販に係る権利処理円滑化 WG の設置 ・海外番組販売の主要対
象地域毎の権利処理の障壁、海外番販に必要な権利処理内容等を検討。 
 
                                                   
104 末吉亙「放送コンテンツの権利処理一元化の促進に向けた実証実験の概要」（2011）総務省
放送コンテンツ権利処理円滑化連絡会資料  
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第６節 業界のグローバルなビジネス環境  
第１項 メディア産業の構造 
みずほ（2011）105を参考に、日本同様、広告収入を主たる売上とするアメリカの市
場構造を概観する。アメリカと日本の相違点は、機能分担を複数の事業体で行うか（ア
メリカ）、同一事業体で行うか（日本）という点が挙げられる。アメリカの構造は第 3
項で後述の通り、同国の法制度に起因して、複数（別）事業体で分担されている。 
 
（１） アメリカ 
アメリカのメディア市場の特徴は、機能は水平分化しているが、水平分離
した企業がコングロマリットを形成し、結果として垂直統合されていること
である。コンテンツ制作は映画スタジオ、制作した番組の販売はシンジケー
ター、編成はネットワーク局、伝送（送出）はオペレーター、と各役割の担
い手が異なり、水平分離して存在する。 
しかし、水平分離した担い手がメディア・コングロマリットを形成し、結
果的に垂直統合している。 
図 35 米国既存映像メディアの構造 
 
出所：みずほ（2011）より筆者作成 
                                                   
105 みずほコーポレート銀行産業調査部「デジタル化後の映像メディア産業の展望  −映像メディ
ア産業の更なる発展の為に−」『みずほ産業調査』Vol.37、No.3（2011） 
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（２） 日本 
日本は地上波テレビ放送局をはじめとする一事業者が番組制作・編成・送
出の全てを行う形で垂直統合している。 
図 36 日本の既存映像メディアの構造 
 
出所：みずほ（2011）より筆者作成 
 
 
第２項 輸出入額 
（１） 海外のメディア別輸出入額 
総務省 b（2011）によれば、米国、英国、韓国のテレビ、映画、雑誌、書籍
の 4 メディア別輸出入数値は、以下の通りである。米・英の両国は 4 メディア
の全てにおいて輸出超、輸出額は 4 メディアの全てにおいて米国が最大である。 
表 10 海外のメディア別輸出入額 
 
出所：総務省 b（2010、2011）より筆者作成 
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（２） 日本のテレビ番組の輸出状況 
総務省 b（2011）によれば以下の通り推移している。2010 年に日本から輸出
されたテレビ番組で最も多いジャンルはアニメ、多い地域はアジアである 106。 
表 11 金額推移 
 
出所：総務省 b（2010、2011）より筆者作成 
図 37 輸出番組のジャンル（輸出金額ベース） 
 
出所：総務省調査（2011）より筆者作成 
図 38 番組の輸出先（輸出金額ベース） 
 
出所：総務省調査（2011）より筆者作成 
 
                                                   
106このジャンルと地域は、過去 3 年間不変である。  
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第３項 海外の法制度とその変遷 
（１） 概観 
本項では、アメリカの法制度について、その変遷を辿りながら概観する（な
お日本の法制度の変遷は、本章第 5 節第 1 項に記載した）。 
日本もアメリカも放送を開始したのは 1925 年頃と略同時期である。日本は社
団法人日本放送協会（東京放送局）、アメリカは NBC（National Broadcasting）
を皮切りに開始した。アメリカの法制度の変遷は 3 段階に分けられる107。 
第 1段階は放送が開始された 1925年から番組制作と流通の仕組みを規制が導
入された 1972 年まで、第 2 段階は両ルールが適用されていた 1995 年まで、第
3 段階は 1995 年から現在までである108。 
（２） 第 1 段階：テレビの創世記 
1934 年通信法により電波を「公共物」と認定し、放送通信事業の監督を行う
機 関 と し て 行 政 か ら 独 立 し た 立 場 で FCC （ Federal Communications 
Commission：アメリカ連邦通信委員会）を設立した。放送の中立性を維持しつ
つ事業者の健全な競争環境を作り、NBC、CBS、ABC（FCC からの命令で NBC
より独立）等３大地上波ネットワーク（以下ネットワーク）が発展する中で、
1954 年にカラーテレビ放送、1968 年に有料放送が認可された。 
（３） 第 2 段階：法制度整備時期（1972 年～1995 年） 
当時、番組制作への支配力を強めつつあったネットワークと、テレビの勢い
に押されつつあった映画制作会社の状況を踏まえ、ネットワークと競合可能な
番組制作会社の育成と、シンジケーション市場109の発展による番組供給源と番
組内容の多様化を目的とし、以下「フィンシンルール」と「プライムタイムア
クセスルール」を制定した。 
① 1972〜1995 年：フィンシンルール 
正式名称は「Financial interest and Syndication Rules」。番組制作会社
に対し番組の制作の機会や著作権を与えるため、ネットワーク局が番組制
                                                   
107 みずほ（2011） 
108 三菱総合研究所「諸外国における放送番組の流通市場およびルールについて」（2007） 
109 番組の売買市場。 
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作番組からネットワーク放映権以外の権利110を取得することを禁止した。 
国内及び海外のシンジケーション市場からネットワークを排除するた
めに、ネットワーク局が番組をネットワーク経由ではなくシンジケーショ
ン経由で販売することを禁止した。 
② 1971 年〜1996 年：プライムタイムアクセスルール 
正式名称は「Prime Time Access Rule」。番組制作会社の育成のために、
ネットワークの直営局・加盟局はプライムタイム111４時間のうち 1 時間は
ネットワーク以外の番組を放送することを義務付けた。 
（４） 第 3 段階：現状（1995 年～現在） 
「フィンシンルール」と「プライムタイムアクセスルール」により、番組制
作会社は著作権を確保した番組を、シンジケーション市場を介して様々な供給
先（ネットワーク、同加盟局、独立局、CATV 等）に販売出来るようになった112。 
この状況を踏まえ、FCC は両ルールについて、同市場を通じた番組販路の発
達、その過程での番組制作会社、独立局、CATV ネットワークの発展から、1995
年にフィンシンルール、1996 年にプライムタイムアクセスルールを、それぞれ
廃止した。 
                                                   
110 放映、配給、その他商業的利用に関する金銭的権利、所有権若しくは配当を取得する権利。 
111 プライムタイムは東部標準時及び太平洋標準時の午後 7 時から午後 11 時、中部上旬時及び
山地標準時の午後 6 時から午後 10 時。 
112 他業界の GE による NBC の買収に見られるよう、ネットワークの支配力は弱まった。但し、
GE は 2009 年 12 月に NBC 株 51%を Comcast へ売却した（GE（2009 年 12 月 3 日））
http://www.genewscenter.com/content/detail.aspx?ReleaseID=9206&NewsAreaID=2） 
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第３章 本論文に関する先行研究の整理 
 
第１節 テレビ局の構造と放送法改正が与える影響の先行研究 
第１項 制作機能と送出機能の垂直統合の効果に関する先行研究 
（１） 研究の概要 
植田113、三友114（2002）115は、日本の放送局の特徴116である番組の制作・供
給者（ソフト（コンテンツ）提供者）としての機能と、伝送路の供給者（ハー
ド提供者）としての機能を兼営している「垂直統合」の効果を分析している。  
「放送と通信の融合」が検討される中、２つの機能を分離しそれぞれに競争
的な市場を形成することが望ましいという議論がある一方、放送局からは「公
共性」117等の観点から分離に対する反対意見が示されている。これを踏まえ、
放送局が主張している「統合」して供給することの効果を、トランスログ関数
で実証的に検証している。 
 
（２） 研究の方法と成果 
 対象は放送局のうち（旧）大蔵省に有価証券を提出している中で東京キー局
と独立 UHF 局を除く地方局 35 局とし、データは 1999 年および 2000 年の数値
を利用している。分析は制作事業と伝送事業を垂直統合している放送局の経営
について、統合による費用節約の効果、統合経営の経済性に関して行っている。 
                                                   
113 植田康孝（1961〜）早稲田大学大学院国際情報通信研究科博士後期課程終了後、江戸川大
学教授 
114 三友仁志（1956〜）早稲田大学大学院国際情報通信研究科教授  
115 植田康孝・三友仁志「放送業界における統合の効果に関する実証的分析」『情報通信学会年
報 2002 年度』（2002）,pp.13-25。 
116 アメリカは第２章第 6 節に記載の通り、制作会社育成のために、制作会社と伝送を行うネ
ットワークが別会社化されてきた。  
117 本論文では「放送業界から『ハード部門とソフト部門が分離されれば、大災害や大事件の
際に会社の壁を越えて特別番組等を組むなどの公共的な役割が果たせなくなる』として反対が
強い」と述べられている。あわせて「放送の社会的影響の強さは、番組制作機能＝production
（コンテンツの制作）、packing（コンテンツを流通出来る形に整える）、と伝送機能＝
distribution（実際に流通させる）の 2 つの機能を同時に有していることにある。特に、同時に
情報を視聴者に送ることが出来る伝送をもつことは、放送局に特権的地位を与える一因となっ
ている」とも指摘している。  
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 なお、対象を地方局118に絞っているのは、キー局を頂点としたネットワーク
の傘下にあり、比較的「生産要素価格」119が類似しており、モデルとの整合性
を維持する上で都合が良いため、としている。 
その分析の結果、放送局経営においては垂直統合による経済性は存在せず、
費用節減効果は見いだせないとしている。理由として、統合による経済性の要
因が制作（ソフト）・伝送（ハード）の両機能に存在しないことを挙げている。
「規模の経済が存在する要因」は、そのサービスを供給するのに必要となる「共
通費用」（overhead cost）が存在することである。言い換えると、規模の経済
が働くのは、両機能間に共通の生産要素（人員、建物や固定設備等）が存在し、
それを複数事業間で追加コスト無しで転用出来る場合である。放送事業の場合、
制作は局やスタジオ、送信は送信所でそれぞれ行うため、生産要素の共通性は
存在しない。また、番組制作と伝送に必要な技術・ノウハウも異なる。ちなみ
に制作に必要な技術・ノウハウとしては「編成力」（視聴者のニーズや競合の状
況を踏まえ、タイムテーブルに効果的な番組枠や CM 枠を配置すること、対応
した番組を制作（購入）すること）を挙げている。他方、伝送に必要な技術・
ノウハウとしては「番組を安定的に送信する能力120」を挙げている。これは、
膨大な設備と機材を用いてネットワークを構築し、一つのコンテンツを効率よ
                                                   
118 地方局の経営構造を、制作と売上に着目し、凡そ次の 4 パターンに分類している。  
①制作は自社（もしくは購入）、売上は自社による広告セールス、②制作は自社（もしくは購
入）、売上はキー局への番組販売、③制作は主に系列キー局、売上は自社による広告セールス、
④制作は主に系列キー局、売上も系列キー局による広告セールス（所謂ネット）。  
④における地方局は「キー局が制作した番組を伝送するだけの、いわば放送設備のリース業の
ような存在と評している。この場合の地方局に必要な業務は、放送設備の保守点検と定期的な
更新である。また、この場合の特徴は、地方局は所有する広告枠をキー局に販売（供出）する
代わりに、キー局から代金としての「ネットワーク配分金」と「コンテンツ」を入手出来るこ
とである。なお、「ネットワーク配分金」は、キー局から受け取るものと、広告会社から受け
取るものが有る。この構造について「地方局はキー局から、有料コンテンツを資金も付随して
与えられるため、自主制作せずにネット番組を流す方が黒字になるという体質を生み易い」と
している。 
なお、地方局の自主制作比率（1 週間の番組のうち自局で制作する番組の放送時間の比率）は、
全国平均で約 10%（1 日当たり約 2 時間）。制作する番組は「ローカルニュース・天気予報」「番
組紹介」「自治体の広報番組」「生活情報番組」等である。  
119 労働、資本等の単位当たり費用。放送事業に特有の番組費（出演費、脚本費、番組購入費）、
回線使用料、番組宣伝費、ネットワーク費等はデータ取得の制約があるため、労働と資本に関
わる費用以外の費用は「物件費」として集計している。  
120 放送法第 106 条第 2 項で「基幹放送事業者は、国内基幹放送等の教育番組の編集及び放送
に当たっては、その放送の対象とする者が明確で、内容がその者に有益適切であり、組織的か
つ『継続的』であるようにする」（『』は筆者）と規定されている。  
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く伝送することにより採算点を引き下げることがポイントである。このように
両機能を具体的に見ると，共通する部分は見い出しにくい。加えて放送局、特
に本研究の対象である地方局は、自社番組制作を殆ど行わず伝送に特化してい
ること、共通性が辛うじてあると考えられるスタッフ部門（経理・人事等）の
コストもアウトソーシングしてスリム化しているところが多いため、「共通費用」
が殆ど存在しないのである。 
以上のことから、両機能を統合して保有することに規模の経済性は認められ
ないと結論付けている。なおこのような状況下、放送局の収益性が高い理由に
ついて言及している。理由は、2 つの事業を行うことで生まれる費用の補完性
によるものではなく、2 つの事業の統合（制作事業により生み出される制作物
を、希少有限の電波を所有し且つ利用可能となる伝送事業を併せ持つこと）に
より、主に制作事業を行う他の企業（主に下請け制作会社）への交渉力を強く
維持出来、その結果として放送局は利益配分で有利な存在であると述べている。 
 
（３） 研究の限界 
本論文の「結論および今後の課題」において「今後の課題」として、検証方
法と垂直統合のメリットの捉え方について挙げている。特に垂直統合している
ことのメリットについては「非常災害時の情報提供121や文化的役割などの高い
社会的機能等で大きく、マスコミ論や社会学等を含めた多角的な検証が必要で
ある」と述べている。この点に関しては、筆者も同様に考える。 
なお、同一社内で制作と伝送の機能を持つことについて「共通費用が存在し
ない」ことを理由に規模の経済は働かないと指摘しているが、これは現実には
該当しない例がある。第４章第 2 節で採り上げる FMH である。フジ（2009）
によれば、1970 年代に制作部門を切り出して競争原理を導入したがかえって軋
轢を生み、番組内容へ影響が及び、視聴率、ひいては売上にも悪影響を及ぼし
た。そのため、1980 年に改めて本社に制作部門を統合し、以降はその効果もあ
り視聴率が大幅に改善した、という例もある。 
                                                   
121 放送法第 108 条で「基幹放送事業者は、国内基幹放送等を行うに当たり、暴風、豪雨、洪
水、地震、大規模な火事その他による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、そ
の発生を予防し、又はその被害を軽減するために役立つ放送をするようにしなければならない」
と規定されている。 
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第２項 放送局の統合による規模の経済性に関する先行研究 
（１） 研究の概要 
植田・三友（2004）122は、第４章第１節の通り、垂直統合による経済的効果
は見いだせないという結果を導き出した。その上で、デジタル化に対する投資
の大きさから特に系列局を中心に経済的に厳しい状況になりつつあると言われ
ている中、その対策としてマスメディア集中排除原則の緩和による放送局の統
合が議論されていることを受け、大型化することにより経営の効率化が図られ
るか否かについて、トランスログ関数を適用して検証している。 
 
（２） 研究の方法と成果 
対象は放送局のうち（旧）大蔵省に有価証券を提出している中で東京キー局
と独立 UHF 局を除く系列局 37〜38 局123とし、データは 1997〜2000 年の数値を
利用している124。分析は、本稿執筆当時のマスメディア集中排除原則の1252004
年当時の状況等を勘案し、地域毎の放送局を統合した際の経営の経済性に関し
て行っている。 
対象の放送局を北海道、東北、北陸、中国、四国、九州の６ブロックに分割
し、それぞれ分析している。関東・中部・近畿の各ブロックは広域圏の影響が
強く、ブロックでの共同の可能性は低いとして、本稿の検討から捨象したとし
                                                   
122 植田康孝・三友仁志「放送事業における規模の経済性の検証」『情報通信学会誌』
（2004）,pp46-52 
123 1997・98 年は 37 局、1999・2000 年は 38 局。 
124 キー局と独立 UHF 局を除いているのは、自主制作比率が他の放送局と比べて高いため、経
済分析の前提である「使用している技術が全て同じであること」を満たさないことによる、と
している。 
125 2004 年 1 月 14 日に総務省は電波管理審議会に対し、地上波に関する「マスメディア集中排
除原則」を緩和するための制度改正案を諮問している。本稿のまとめでは、系列局のデジタル
化を制度面で支援するため、一定の条件を満たした場合、地方局への出資比率の上限引き上げ
や合併・完全子会社化などを容認したことをポイントとしている。  
今回の改正案では①複数の放送エリア（除く関東）が隣接する場合、7 地域までの連携につい
ては出資比率を緩和し、現行の「5 分の１未満」から「3 分の１未満」に引き上げる、②複数
の放送エリア（関東・中京・近畿を除く）が隣接し、1）放送エリアの全てがそのうちの何れ
か一つのエリアに隣接している場合、2）地域的な関連性が 1)と同程度に密接であるとすると
総務大臣が別に告示した場合は、合併もしくは完全子会社化を可能、としている。なお、隣接
の定義は海を挟んで最も地理的に近い放送エリア（広島県と愛媛県、福岡県と山口県、長崎県
と熊本県）は隣接として取り扱う。また、総務大臣が告示する地域は「東北６県」「九州７県」
「九州７県と沖縄県」が考えられている、とされている。  
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ている。実際に、改正放送法下において、認定放送持株会社の傘下に関東、中
部、近畿を収めることは事実上出来ないように規定されている。  
その分析により、規模の経済性が存在するという結果が導かれている。あわ
せて、デジタル化のように資本の増加が必要な場合は、労働や物件費を節約す
ることによって効率的な生産活動が実現出来る可能性126も示している。これを
踏まえ、規制緩和策が実現すればデジタル化への投資負担で経営悪化が懸念さ
れる系列局同士の合従連衡の検討が有益となる可能性があると述べている。 
 
（３） 研究の限界 
本稿の最後に「我が国の放送局の特質を考えると、放送業界の分析は計量的
な分析に加え実体面の分析からも検証されるべき課題が多く、マス・コミュニ
ケーション論や社会学を含めた多角的なアプローチが必要である」と記してい
る。これは筆者も同意見である。  
また、本研究は地上デジタル放送の開始に向けて設備投資が行われている最
中の分析であること、現況下の改正放送法下での放送局の統合方法は、本論文
のように「合併」ではなく持株会社の傘下へぶら下げる形態が見られること、
実際には本論文のように同一ブロック内ではなく、キー局下を中核にした認定
放送持株会社傘下ではあるが隣接しない地域の株式購入に行う動き127も出始め
ていること等について、今後の研究では留意する必要があると思料する。 
 
 
                                                   
126 「デジタル化に向けた投資で他局より相対的に急激な資本量（機器購入や建設）を必要と
する局は、（その費用の捻出のため）労働投入量を抑制し、番組費のような物件費を節約する
ことになる。時系列的な資本投入量の相対的な上昇傾向は、労働と物件費を代替的に減少させ
ることになる。分析の対象としたアナログ放送時代は、資本投入の時期を分散させたり、労働
投入量や物件費投入量を抑制させたりして、コストの平準化努力を続けて来た。しかし、デジ
タル投資のように設備投資が同時期に集中すれば、償却負担、資金調達コスト等により、資金
規模の小さな県域局にとっては大きな経営課題となるため、代替関係にある労働力と物件費を
従前以上に抑制する必要がある」としている。  
127 フジ・メディア・ホールディングス（以下 FMH）が 2012 年 3 月及び 6 月に行った系列株
式購入による持分法適用会社化。FMH の 2012 年 3 月期の有価証券報告書および同年６月期の
四半期報告書によれば、同期より秋田テレビ、岩手めんこいテレビ、岡山放送、沖縄テレビ放
送、仙台放送、テレビ新広島、新潟総合テレビ、福島テレビ、北海道文化放送（記載順は有価
証券報告書の通り）、同年６月 1 日付で関西テレビを持分法適用会社化した。  
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第３項 マスメディア集中排除原則見直し議論に伴う規模の経済の分析 
（１） 研究の概要 
植田・三友128（2006）は、デジタル化や放送・通信の融合等に晒され、地方
局の経営基盤が脆弱になりつつあること等を理由に議論129されている資本規制
（マスメディア集中排除原則130（以下マス排））の緩和効果について分析してい
る。具体的には隣接県の放送局同士の統合による、放送区域131の拡大の効果（規
模の経済）を検証している。 
 
（２） 研究の方法と成果 
対象は放送局のうち（旧）大蔵省に有価証券報告書を提出している中で東京
キー局と独立 UHF 局を除く系列局 37〜39 局、データは 1997〜2000 年の数値
を利用している。 
分析は、放送区域の拡大による規模の経済性を測定するために、放送局の費
用関数と生産関数の推計を定式化したモデルを利用して実施されている。算出
物を放送区域（エリア面積）、投入物を①人件費（給料、手当、退職金、退職給
与、賞与引当繰入等）②資本費（賃借料、借地使用料、施設管理費等）、③物件
費（番組費（出演費、脚本費、購入番組費）、回線使用料、番組宣伝費、ネット
ワーク保証料費等）としている。内訳を見ると、人件費が 25%を占めているこ
                                                   
128 植田康孝・三友仁志「マスメディア集中排除原則見直し議論に関する実証分析」『日本社会
情報学会誌』（2007）,pp59-69 
129 「経営の厳しい地方局は大型化して経営の効率化を図るべき」という議論があると述べら
れている。本論文によれば、地方局は従来、マス排の緩和が進めば在京キー局の影響力が強ま
るとして慎重な姿勢を示して来た。しかし、地上デジタル放送への移行に伴う設備投資負担等
から、生き残り策としての再編のためにマス排緩和に肯定的になりつつある。  
130 本論文では現状のマスメディア集中排除原則について次の通り述べている。「有限希少な電
波を出来るだけ多くのものに開放すると共に、それを用いて行う一般放送事業会社が独立した
言論報道機関として出来るだけ多数参入し、自由な言論報道市場が形成伸張されることを、制
度的に確保しようとするもの」「放送による表現の自由の確保、民主主義の健全な発達、放送
が国民に最大限普及、そして、一つの者（一株主）が支配可能な放送の数の制限を行うために
存在」「（具体的には）放送局の複数支配を原則禁止、地上波の他局への出資は 20%以下に制限」
等。これを地方局の経営基盤強化等のために緩和し「隣接県の地方局同士の合併の認可」「異
なる放送エリアの出資比率の引き上げ（除く在京キー局による出資）」等を認める方向で検討
されているとしている。 
131 電波法第 14 条第 3 項第３号において、放送事業者に与えられる免許状に放送可能区域が記
載されることとなっている。言い換えれば、免許状で指定された放送区域内でのみ放送するこ
とが認められている。 
 77 
とから「放送局は装置産業ではなく、人材によって創出されるコンテンツを制
作するソフト産業であることがわかる」と述べられている。また、減価償却費、
維持費、保守修繕費等の固定資本に関する費用は 10%程度である。この水準の
要因は、調査対象の地方局の設備（アンテナや放送機器等）は新局開設時に導
入され定率法で償却が進み残価はわずかと思料されること、調査当時は地上デ
ジタル放送への移行に向けた設備投資が優先され他の設備等に対する支出が抑
制されていたと思われること等が挙げられている。分析対象の販売費等の営業
費用は約 20%、番組制作費は約 45％であるが、これは自社番組制作比率の高低
で費用割合が異なる項目である。 
この分析により、規模の経済性が存在するという結果が導かれている。本論
文では、放送区域をアウトプットとした場合、テレビ電波は見通し距離内通信
であるため減衰が大きいことから、放送区域が広がるとそれをカバーするため
に必要な中継局数を増やす必要が生じ、生産設備に関する生産費用も増大する
懸念が想定されている。しかし、地上波はマスに対して情報（電波）を伝播さ
せるのに最適（最も費用が安くてすむ）伝送路とれており、CATV 等と比して
放送区域の拡大に伴う増加費用は限定的132と述べられている。 
 
（３） 研究の限界 
本論文は「隣接県の放送局同士の統合による、放送区域 133の拡大の効果」を
想定としているが、内容は個別局の損益計算書の内容の分析となっているよう
に見受けられる。それに基づく複数局を統合した想定での検証は今後の課題と
思料される。 
 
                                                   
132 テレビ電波は直進的なので、山や崖、建物等の障害に弱い。そのため、放送対象地域が平
野部の割合が大きく人口分布が集中していれば、中継局数は少なくてよい。関東広域圏（東京・
神奈川・千葉・埼玉・茨城・栃木・群馬）、近畿広域圏（大阪・兵庫・京都・奈良・滋賀・和
歌山）、中京広域圏（愛知・岐阜・三重）がその条件が当てはまる。何れも対象エリアが平野
部、東京タワーや生駒山のような高いタワーや高い地形をうまく利用出来見通し距離が稼げる
など、産出量（放送地域）に対し、中継局に関わる費用が少なくてすむ。逆に、山や崖が多く、
かつ島嶼部が多い長崎県等は不利である、としている。  
133 電波法第 14 条第 3 項第 3 号において、放送事業者に与えられる免許状に放送可能区域が記
載されることとなっている。言い換えれば、免許状で指定された放送区域内でのみ放送するこ
とが認められている。 
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第４項 メディア・コンテンツ産業の競争状況に関する先行研究 
（１） 調査の概要 
公正取引委員会（2007）134は、下表の通り日本と諸外国の GDP に占めるコ
ンテンツ市場の割合の相違から、日本のコンテンツ産業の効率が高くない135と
言う問題意識のもと、放送業界の代表的なメディアである地上波テレビ放送、
コンテンツ制作業であるテレビ番組制作業を対象とし、それぞれの市場の競
争や互いの市場の競争がそれぞれの生産性に与える影響について実証的に分
析している136。 
 
表 12 コンテンツ市場規模等の各国比較 
 
出所：経済産業省（2005）137 
 
（２） 研究の方法と成果 
① 検証の視点 
テレビ局、テレビ番組制作会社、そして、テレビ局とテレビ番組制作会社
に関係の 3 点について考察している。 
                                                   
134 公正取引委員会競争政策研究センター「メディア・コンテンツ産業での競争の実態調査」
（2007）pp7-33。本調査は 5 人の共同研究である。今般抜粋した項目は、村上礼子近畿大学経
済学部専任講師が担当した。  
135 日本とアメリカにおけるコンテンツ産業の市場規模を GDP 対比で見た時に、日本が圧倒
的に少ないこと等を踏まえて述べている。アメリカが GDP 比で 5％以上あるのに対して，日本
は 2.2%である。国際競争力についても、アメリカはコンテンツ売上額の約 17%を海外で稼ぎ
出すのに対して，日本の海外売上比率は 2.8%にとどまる。貿易収支をみても、輸出超過になっ
ているのはテレビゲームくらいであり，他のコンテンツは輸入超過である。特に映画やテレビ
番組での輸入超過は著しい。以上のことから、本邦市場に何らかの非効率性があるのではない
かという疑問を持つに至った、とのことである。  
136 放送業界の代表的なメディアである民間地上波テレビ、コンテンツ制作業であるテレビ番
組制作業を対象とし、それぞれの市場の競争や互いの市場の競争がそれぞれの生産性に与える
影響について実証的に分析している。放送業については総務省「通信産業基本調査」の企業個
票，テレビ番組制作業については総務省「通信関連業実態調査」の企業個票を主として用いて
統計的手法による分析を行っている。  
137 経済産業省商務情報政策局文化関連情報産業課「コンテンツ産業の現状と課題~コンテン
ツ産業の国際競争力強化に向けて~」（2005） 
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テレビ局については、局同士の競争が起これば、競争圧力が強まることに
よって事業者内部の非効率が解消に向かい、その結果として生産性が改善す
ると整理している138。 
テレビ制作会社139同士の競争については、テレビ局にとっては良質の番組が
安価に入手出来る可能性がある。このことから、番組制作業の競争激化は、
テレビ局の生産性向上に寄与する関係が期待出来る。  
なお、テレビ局の特徴として、番組制作（川上）と配信（川下）を垂直統
合していることにも触れている。垂直統合の動機として、共通コストの削減、
取引費用の削減、あるいは番組制作設備に関係特殊投資が存在するのであれ
ばホールドアップの問題を避けられる等、いろいろな効率改善が期待出来る
ことが挙げられている。他方、垂直統合が効率改善に結びつくとされる一方
で，垂直統合は市場閉鎖とよばれる競争制限効果を持つ場合が理論的にある
ことも同時に指摘している。そのような反競争的な行動をとるテレビ局は市
場支配力を増し、それがそのテレビ局の見かけ上の生産性の向上につながる
可能性がある。 
② 検証の方法と結果 
競争指標140を入れた生産関数を推計することによって、競争が生産性に与え
る影響をみている。結果として、次の示唆を得ている。 
                                                   
138 テレビ局が非効率を抱えるかという点については、本調査では、民間放送業の市場構造は
県ごとに異なるものの、全体として参入が規制された安定的な高度寡占となっていること、ま
た公正取引委員会「広告業界の取引実態に関する調査報告書」（2005）により我が国の広告取
引について競争が十分に働いていない可能性が指摘されていることなどから、業界全体として
非効率を抱える体質であることが疑われる、と述べている。  
139 本調査によれば、番組制作会社の設立経緯は、1953 年のテレビ放送開始当時はテレビ局
内部で制作されていたが、1950 年代後半から 60 年代にかけて放送時間の延長やテレビ局の急
増等により外注のニーズが生まれ、誕生したとしている。本論文の第 4 章で詳述するが、70 年
代には自社の制作コスト削減のために、制作会社を別会社化する動きもあった。なお、現在の
番組制作会社の数は正確に把握されてはいないものの、全国で千数百社程度あると思料され、
そのうち半数程度は東京に集中している模様。あらゆるジャンルに対応できる総合的な制作会
社は少なく、ドラマ、ドキュメンタリー、バラエティ、報道、アニメなどの特定のジャンルに
特化している場合が多い。また，売上高 10 億円未満、従業員数 50 人未満の事業者が 7 割以上
を占めるなど，中小零細企業が多い。  
140 変数は次の通り。１）生産物：付加価値額（＝営業純益+人件費+賃貸料+減価償却費+租税
公課）２）生産投入物：①従業員数、②有形固定資産、３）競争指標：③指数、④番組制作会
社数、⑤ブロードバンド普及率、⑥自社制作率、⑦映像情報制作・配給業子会社関連会社、⑧
広告費売上高比率、⑨シェア、⑩独立局ダミー、⑪キー局ダミー、⑫自社制作のうち番組制作
会社関与率。 
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１） テレビ局同士の競争が激しいほどテレビ局の生産性が高くなる。 
２） 番組制作業における競争がテレビ局の生産性に与える影響は、制作業同
士の競争が激しいほどテレビ局の生産性は高くなる。 
３） 映像情報制作・配給業の子会社・関連会社数を抱えるほど生産性が低い
という関係がある。テレビ局が、垂直統合による経営効率改善の動機か
ら垂直的な映像関連の子会社あるいは関連会社を保有するとすればプラ
スとなると予想されたが、結果は逆であった。例えば、映像情報制作・
配給業自体を目的とするのではなく、余剰人員の整理等の他の目的のた
めに、非効率ではあるがそのような子会社を保有している場合には、特
にこうした結果へ結びつく可能性がある。変数の定義である映像情報制
作・配給業には番組制作業も含まれるので、この結果を番組制作業の子
会社・関連会社数とテレビ局の生産性の関係として見ると、番組制作業
の子会社・関連会社を抱えるほどテレビ局の生産性が下がるという結果
になる、とも述べられている141。 
 
（３） 研究の限界 
特に限界はなく、むしろ意義が見いだせる調査であった。（２）より、テレ
ビ局における生産性と競争に関しては、テレビ局間の競争、そして（垂直的
な関係にある）番組制作業における競争が、それぞれテレビ局の生産性にプ
ラスの影響を与える傾向があることが、改めて確認された。 
また、伝送機能を担うテレビ局と制作機能を担う番組制作会社の関係が、
制作会社を抱えるほど効率性にマイナスに働くことも判明した。今般の調査
は、テレビ局傘下の制作会社が主に「余剰人員の整理等の他の目的のために、
非効率ではあるがそのような子会社を保有している場合」等を例に挙げ、保
有数が多いほど非効率になると指摘している。この点は、メディアグループ
の在り方を考察する際にポイントとなろう。 
                                                   
141 この結果は、番組制作業子会社・関連会社の側からすれば、テレビ局と子会社・関連会社
の関係にあることによって生産性が高くなっている可能性があることを示唆している。  
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第５項 異事業（テレビ事業とラジオ事業）の範囲の経済性分析 
（１） 研究の概要 
植田、田口（2009）142は、情報通信法143施行を想定し、持株会社傘下に異な
る企業を収めた場合の経済性を分析している。具体的には情報通信法の施行を
想定し、持株会社の傘下に異なる事業を行う企業を収め、メディア・コングロ
マリットを目指す動きが生じていることを踏まえ144、異事業であるテレビ事業
とラジオ事業間の範囲の経済性に関する実証的分析を行っている。情報通信法
は、脚注の通り、従来のような制作と送信を同一企業が行う縦割りを崩し、「コ
ンテンツ制作」「プラットフォーム」「伝送インフラ」と３つの水平機能に分化
し事業を行えるように諸制度の制定が検討され、2010 年の通常国会への法案提
出を目指していたが、最終的に法案は提出されなかった。 
 
（２） 研究の方法と成果 
対象を、財務省に有価証券報告書を提出している放送局のうち、テレビ事業
とラジオ事業を兼営している 34 局中、データが取得出来た 25 局とし、データ
は 1997〜2001 年の数値を利用している。 
                                                   
142 植田康孝、田口祥一（2009）「通信・放送分野における組織体『メディア・コングロマリッ
ト』に関する実証的分析」、紀要「情報と社会」No.19、江戸川大学、pp221-234。 
143 清水直樹（2008）「情報通信法構想と放送規制をめぐる論議」、国立国会図書館調査及び立
法考査局レファレンス pp61-76 によれば、竹中平蔵総務大臣(当時)が開催した有識者懇談会「通
信・放送の在り方に関する懇談会」の議論を基にし、2006 年 6 月「通信・放送の在り方に関す
る政府与党合意」がまとめられた。政府与党合意には、「通信と放送に関する総合的な法体系
について、基幹放送の概念の維持を前提に早急に検討に着手し、2010 年までに結論を得る」
ことが盛り込まれた。この合意に従って、総務省に設置された「通信・放送の総合的な法体系
に関する研究会」は、 2007 年 12 月、新たな法体系として「情報通信法(仮称)」を提言する報
告書(以下研究会報告書)を取りまとめた。従来の「放送法」「優先ラジオ放送法」「有線テレビ
放送法」「電気通信役務利用放送法」「電波法」「優先電気通信法」「NTT 法」「有線放送電話法」
の９つの法律を集約して一体化する方向だった。2010 年の通常国会への法案提出を目指し、総
務省の情報通信審議会において具体的な制度の在り方についての検討が進められていた。しか
し、上述の通り法案提出は見送られた。  
144 植田、田口は米国の事例として CBS がインターネット検索の Google、通信の Verizon、CATV
の Comcast と事業提携した例等を挙げている。また、1980 年以降の規制緩和を受けて進展し
たコングロマリット化についても言及しており、例としてタイム・ワーナ （ー1989 年に雑誌「タ
イム」を発行するタイム社と映画会社の「ワーナー・ブラザーズ」の合併により誕生、1995 年
にニュース専門局 CNN を買収、2000 年に AOL を合併（2009 年 12 月に分離））、バイアコム、
ニューズ・コーポレーション（ダウ・ジョーンズ、20 世紀 FOX、テレビネットワークの FOX、
SNS のマイスペースなど）、ウォルト・ディズニー（ABC、スポーツ専門チャンネル ESPN、
有料チャンネルの HBO など）を挙げている。 
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表 13 調査の対象局145 
 
本論文では、採り上げた放送局はテレビ事業とラジオ事業を兼営しているこ
とから、企業による二財生産であるとしている。放送局はテレビ事業とラジオ
事業をそれぞれ異なる生産物と捉えており、使用される資本も完全に同じでは
ない146。以上のことから、需要条件や供給条件に違いがある経済的に異なる生
産物であると認識される。かかる状況を踏まえ、地デジ化投資が本格化する前147
のテレビ事業とラジオ事業（複数材）間の範囲の経済性 148を検証し、二財の間
に兼営効果があったかを確認している。 
その検証の結果、範囲の経済性は存在しない、即ち兼営効果は存在しないと
いう結果が導かれている。本論文によれば、このことは近年の TBS のテレビ事
業とラジオ事業を別会社化したことを実証面から支持する結果である、として
いる。既述の通り、民間テレビ放送は、先にラジオを経営していた企業が後で
                                                   
145 系列分布を見ると、ラジオでネットワークを形成していた TBS 系列と、在京キー局で最も
テレビ放送が早かった日テレ系列が殆どである。なお、現在はテレ朝系列の朝日放送と九州朝
日放送は、創立当初は前者は TBS 系列、後者はフジテレビ系列であった。なお、次の９局はデ
ータ取得の制約から分析対象に含まれていない。  
山形放送、静岡放送、岐阜放送、京都放送、山陰放送、高知放送、西日本放送、RKB 毎日放送、
琉球放送 
また、兼営をやめて別法人にした TBS ラジオ＆コミュニケーションズ（旧東京放送より別法人
化）、STV ラジオ（札幌テレビ放送より別法人化）も本分析対象には含まれていない。  
146 番組制作の現場であるテレビとラジオのスタジオは同じ社屋に存在することが兼営局では
一般的であるが、伝送機能としてのテレビ送信所とラジオ送信所は使用する周波数が異なる
（テレビは VHF/UHF、ラジオは AM）ため、技術的に場所を別にする必要が有る。  
147 2002 年位以降は地デジ移行への投資が進み、特に資本価格で変化が生じたので、本論文で
はデジタル投資が本格化する前の期間を対象にしている。  
148両事業を同時に行うことにより、費用が節約出来るかどうか等。  
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テレビも兼営（以下ラテ兼営）し始めた事例が、主に TBS 系列局で散見される。
本論文では、（その発展の過程で）両事業の兼営運営に関し、アナウンサーや報
道のニュースソース等を共有出来る等連携メリットが見い出されたと述べてい
る。しかし、ラテ兼営が多い地方局のテレビ事業がキー局から受ける「全国ネ
ット番組」が多くなり自社制作番組が減りつつある状況下、ラジオは自社制作
のローカル番組が多く費用が嵩むにも拘らずラジオ広告収入が落ち込みつつあ
るため収益が悪化している。そのため、ラジオ部門を分離し、番組制作費の削
減や組織の効率化で黒字化を目指す動きが出ている。テレビに比べて規模の小
さいラジオ事業の営業や制作等細分化された人員の配置を見直し、ラジオの売
上規模にあった体制作りを進めるためである。筆者は、事業構造の変化（テレ
ビはキー局からの番組送信、ラジオは引き続き制作・送信を継続）等に起因し、
経済性を見いだすために必要となる「共通費用」が両事業間に生じていないた
め、この結果を導き出していることに首肯する。 
 
（３） 研究の限界 
以下、①では研究の限界ではなく、本論文で採り上げられている通信業界の
分析について纏める。それを踏まえ、②において限界を示す。 
① 通信業界の研究 
通信事業における固定系サービスと移動体系サービスを一体化している
（KDDI）事例を採り上げ、その経済性に付いても分析し、不経済であると導き
出している。現状を見ると、KDDI の収益は大半を移動体通信から得ており収
益上は両事業を切り離すことの妥当性が高いこと、2006 年のソフトバンクによ
るボーダフォン（移動体）買収後も先に保有していた固定と統合せず純粋持株
会社傘下に収めて運営していること等から、現実は論文の方向性に沿っている
と述べている。この件については筆者の研究対象外であるので見解を述べるこ
とは差し控えるが、本論文を読む限り首肯し得る内容である。  
② 本研究の限界 
本論文では、２）を受けて次の通り論を展開しているが、筆者には飛躍して
いると思わざるを得ない。 
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「情報通信法の制定を契機に放送と通信の融合に関する議論が積極的に行わ
れると見込まれる中、通信事業において固定と移動体、放送事業においてテレ
ビとラジオ、それぞれの事業で不経済が存在していること「から」（鍵括弧は筆
者）、今後は通信事業者が情報コンテンツをインターネットプロトコルに載せる
ことで徐々に放送局的な役割を担うようになってきているように、テレビ事業
と固定系通信サービスや移動体系通信サービスといったような、放送事業と通
信事業の特定のセクターを連携させた新たなメディア産業の出現の可能性も指
摘しておく必要が有ろう。」 
 
これは、テレビ局が「コンテンツ制作」、固定系通信サービスが「伝送」をそ
れぞれ担うことを想定しているのかもしれないが、各事業の不経済、特に「ラ
ジオとテレビの兼営による不経済」から「放送と通信の連携」へと論を進める
ことは、筆者には理解し難い。但し、現実に、テレビ局はインターネットを介
した動画配信に取り組んでおり、相応の実績を挙げている。ゆえに、その「現
実」の流れで、連携が進む可能性があることは、否定しない。  
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第６項 認定放送持株会社制度下での系列局のコスト構造に与える影響 
（１） 研究の概要 
木村（2008）149は、認定放送持株会社制度の利用による経営統合が地方局の
コスト構造に与える影響150について、損益分岐点分析を用いて定量的に分析し
ている。 
 
（２） 研究の方法と成果 
対象は、東京・大阪・名古屋のキー局 15 社および独立 UHF 局 13 社を除く
地方局 98 社。損益分岐点分析151により①管理部門の統合、②東京・大阪支社の
統合、③役員数の削減の３シナリオについて検証している。具体的には、①は
経理、人事、庶務等の一部管理部門の統合メリット、②は東京・大阪支社の統
合、および両支社が行う全国広告主営業の統合メリット、③は重複する担務の
役員の削減等を想定している。 
その分析により、特に②について最も固定費削減効果があるとしている。こ
れは、系列局が持株会社傘下に入った後、従前に各社が保有していた東京・大
阪支社（業務の大半は営業）を（事実上）廃止し、持株会社が新設する業務受
託会社へ業務を移管する想定である。固定費だった支社の事務所賃借代、人件
費、代理店手数料、役員給与等が無くなり、変動費として従前より安価な業務
                                                   
149 木村幹夫「公益事業研究」第 59 巻第３号、情報通信総合研究所、（2008）pp.11-22。 
150 第 2 章で既述の通り、認定放送持株会社制度を提言した「デジタル化の進展と放送政策に
関する調査研究会」の報告書では、持株会社制度の導入によるメリットを５点挙げている。  
そのうちコスト構造の変化につながることとしては「管理部門やコンテンツのマルチユースに
向けた著作権処理の一元化による経営効率改善」が挙げられる。アメリカにおける地上波テレ
ビ放送の持株会社を用いた経営統合によるコスト削減に関するメリットとしては、①放送用機
器の共同購入による低廉化、②シンジケーション番組の共同調達による調達コストの低廉化、
③一部管理部門の統合、④一部全国広告営業の統合、等が挙げられている。本論文では、この
うち日本では慣行が無いシンジケーションでの番組調達以外は、日本でも想定し得るメリット
である、と述べられている。 
151検証方法は、①現状の損益分岐点を分析、②上記 3 シナリオによる損益分岐点分析、③①と
②の比較。算出は、損益計算書の個々の費用項目を個別に固定費と変動費に分ける「個別法」。
固定費は、人件費（各部門の総額）、放送事業費（番組制作費、購入費、回線使用料、技術費
等）、一般管理費、減価償却費、販売費のうち業務費（宣伝費、販促費）、事業費の直接経費。
変動費は、代理店手数料、販売費のうち諸費（交際費、会議費、旅費交通費、通信運搬費等）、
事業費の諸費。木村の計算によれば、2003〜2005 年度の決算データの平均値から算出された系
列ローカルテレビ局の平均的な固定費は 44.4 億円、売上高変動費比率は 21.9%、損益分岐点売
上高は 56.8 億円（固定費/（1−売上高変動費比率））。 
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委託手数料で賄え、約 4 億円減少すると見込んでいる。 
加えて、一部の管理部門の統合と東京・大阪支社の廃止の両方を行えば、現
状に比べ固定費が合計約 6 億円削減され、損益分岐点も現状の 10%以上に当た
る 6.2 億円程度低下する等、相当の効果を期待している。この効果で、地上デ
ジタル放送への移行による固定費増加見込額である約 3 億円152は十分吸収出来
るとしている。 
 
（３） 研究の限界 
本項では、①では本研究の中で特筆すべきマスメディア集中排除原則に関す
る記述について言及した上で、②で研究の限界について述べることとする。 
① マスメディア集中排除原則 
マスメディア集中排除原則は、日本では既述の通り「多元性、多様性、地域
性の確保による番組の質の確保」という観点から必要であるとされている。本
論文では、マスメディア集中排除原則の緩和が「多元性、多様性、地域性の確
保」に与える影響について、Berry and Waldfogel153による「経営統合と番組の多
様性」を援用して検証している。Berry らは、1996 Telecommunications Act に
よるラジオ局の所有規制の大幅緩和がラジオ番組の多様性に与えた影響につい
て定量的に検証し、（所有・支配の）集中進展は（同一マーケットでの同一グル
ープ間の競合を避けるため）結果として多様性を増加させたとしている。商業
放送の構造上、日本とアメリカは共通点も多いことから、原則の緩和後も引き
続き従前からの観点は維持される可能性があると思料する。  
② 研究の限界 
研究の対象が、略同一機能を有する地方局同士の統合であることから、キー
局を含む複数の事業を傘下に収める形態の場合の検証は、今後の課題と思料さ
れる。 
 
                                                   
152 番組配信・中継用回線利用増加額：0.5 億円、サイマル放送実施による親局・中継局の電源
費用、保守・点検費用等の増加額：最大時２億円、データ放送・ワンセグ放送実施に伴う制作・
送出経費等の増加額：0.5 億円 
153 Berry S.T. and J.Waldfogel (2001) Do Mergers Increase Product Variety Evidence from 
Radio Broadcasting, The Quarterly Journal of Economics, Vol.116, No.3, pp1009-1025  
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第７項 県域放送制度と今後の地方局の経営課題に関する先行研究 
（１） 研究の概要 
筬島ら（2010）154らは、県域放送制度155156の意義と問題点について述べてい
る。具体的には、福島、長野、群馬の放送局を例に採り上げ、全国放送である
衛星放送の伸張や、CATV・コミュニティ放送等の地域に密着した放送が多様
化する中で、改めて県域放送制度の意義と課題を検証している。 
 
（２） 研究の方法と成果 
① 検証の視点 
県域放送制度が地方局に与える影響について、次の 3 点を挙げている。 
１） 放送局同士の競争が県域内の局で固定されていること。 
２） 放送区域外において積極的に競争を行うことはできないこと。 
３） 県域放送制度とマスメディア集中排除原則の結合により、在京キー局の
下で各県のローカル局の系列ネットワークが成立していること。 
筬島らは特に３）の点について、このような系列ネットワークの下で地方局同
士が自社制作のコンテンツで競争を行う局面は一部であり、系列ネットワーク
間の競争、特にキー局制作のコンテンツ間の競争の結果がローカル局の経営に
大きく影響している、と述べている。そしてそれが、イ）で挙げた県域放送制
度における競争の環境の制約をより強いものにしていると指摘している。この
点は、筆者も首肯する。 
                                                   
154 筬島（おさしま）専・樋口喜昭・吉見憲二 木戸英晶・関野康治・深澤輝彦「県域放送制度
と今後のローカル局の経営課題について」慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所
紀要 No.60 （2012）, pp135-153 
155放送法における放送普及計画に基づき、都道府県を基本単位として放送対象エリアを規定し、
複数の都府県を含む広域放送、単独の道県による県単位の放送について免許を交付している現
在の放送局の置局制度を、本稿では「県域放送制度」と呼称している。  
156 放送法放送法第 2 条の 2 第 1 項において「総務大臣は放送（略）の計画的な普及及び健全
な発達を図るため、放送普及基本計画を定め、これに基づき必要な措置を講ずるものとする」
と規定されている。「放送普及基本計画」は、同条第二項において「放送の区分ごとの同一の
放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認められる一定の区域（以下「放送対象エリ
ア」という）」「放送対象エリアごとの放送系（同一の放送番組の放送を同時に行うことのでき
る放送局の総体をいう）の数の目標」を定めることとされている。また「放送普及基本計画」
の策定の考え方として、同条第三項において同計画を「放送用割当可能周波数、放送に関する
技術の発達及び需要の動向、エリアの自然的経済的社会的文化的諸事情その他の事情を勘案し
て定める」こととしている。  
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② 研究（調査）の方法と結果 
以下 2 点に着目したインタビューを行っている。 
１点目は「県域放送における報道のあり方」、2 点目は「県域放送制度におい
て地方局相互の競争が十分に機能しているか」という点である。 
1 点目については、①放送区域である県全体のニュースをエリア毎のバラン
スを取って報道する、②エリア毎のバランスに特に留意せず相対的に視聴者の
ニーズの高いものを優先的に取り上げる、という 2 分類の観点から検証してい
る。2 点目については、競争を行う上で①商品の質、②価格、③商圏の設定は
不可欠の要素であるとし、これを地方局に当てはめると①番組（コンテンツ）、
②広告料、③放送区域に相当する、としている。これを踏まえ各項番について、
次の通り述べている。①は、キー局を中心としたいわゆる系列ネットワークの
中で主としてキー局同士で行われており、地方局同士による直接の競争とは言
いがたいが、コンテンツに係る「視聴率」という形で競争は行われている。②
は、一般的に広告料は視聴率に連動するため、コンテンツの競争が広告料の競
争に反映されるものと考えてよい。以上のように 2 点目は、①②の競争が機能
しているのに対し、③については放送区域を固定する現在の県域放送制度によ
って競争の機能が制限されてきた面があることは否めない。これを受け筬島ら
は、特に③に注目し、経営の選択肢を増やし地方局の競争を活発にするために、
県域放送制度の緩和が有効なアプローチとなるのではないかとの視点から、福
島157、長野158、群馬159の放送局等にインタビューを行っている。 
 
                                                   
157 福島県について先行的な調査を行った理由は、福島は岩手県に次いで全国で 2 番目に大き
な面積を持つ県であるとともに、歴史的に見ても異なった文化圏を有すること（福島県は、江
戸時代には数多くの小藩に分かれていた。が、明治時代に入ってから、現在、中通りと呼ばれ
るエリアの福島県、浜通りの磐前県、会津の若松県の 3 県にまとめられた。さらに 1876 年に 
1 県に統合された経緯がある）。  
158 長野県での調査を行った理由は以下３点。①県の面積が全国で 4 番目であり、あわせて隣
接する県が 8 県と全国で最も多いことである。また,県内のエリア性については①北信(北信、
長野エリア)、②東信(上小、佐久エリア)、③中信(大北、松本、木曽エリア)、④南信(諏訪,上伊
那,飯伊エリア)の４つに分かれる 
159 群馬県について先行的な調査を行った理由は以下３点。①キー局と NHK 総合放送が関東
広域の放送を行う一方で、群馬県のみを放送対象エリアとする群馬テレビが存在しているとい
う特殊性があること、②群馬テレビと県とのつながりが比較的濃厚であると思われること（群
馬県：15.06%の出資(株主中 1 位)、前橋市：5.38%の出資(同 3 位)、取締役（非常勤） に群
馬県知事、群馬県会議長、前橋市長が就任）③第群馬県の政治風土に注目したため。  
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インタビュー160の結果、報道については上記②（エリア毎のバランスに特に
留意せず相対的に視聴者のニーズの高いものを優先的に取り上げる）という方
針の会社が大半だった。他方、県域放送制度は何れの局も維持を主張した。し
かし、県域を越えてのコンテンツの制作・放送についてはキー局中心のネット
ワークの利点を強調するコメントが複数見られるなど、「県域」という放送区
域の中でそれぞれの地方局が独自の放送を行うという本来の制度趣旨との矛
盾が生じている意見もあった。このような中で、系列ネットワークのシステム
の中で地方局が機能している実態を制度上においても整合させるには、マスメ
ディア集中排除原則の緩和による認定持株会社制度を利用することは適切で
ある、と述べている。さらに地方局同士の合従連衡をより柔軟に行えるように、
更に広域の放送区域の選択を許容することが望ましい、としている。 
 
（３） 研究の限界 
 インタビューの対象地域が福島県と長野県の 2 県にある放送局の反応だけで、
県域放送の矛盾、それを踏まえマスメディア排除原則の緩和、認定放送持株会
社の利用が望ましい、と言うには調査サンプルが少ない印象が否めない。しか
し既述のように、現状の地方局の事業形態（ネットワーク協定により自社番組
制作は殆ど行わず、キー局の番組をそのまま流している）を考えると、（２）②
の内容、特に「県域を越えてのコンテンツの制作・放送についてはキー局中心
のネットワークの利点を強調するコメントが複数見られるなど、『県域』いう放
送区域の中でそれぞれの地方局が独自の放送を行うという本来の制度趣旨との
矛盾が生じている」という部分は、まさしくその通りであり筆者としては首肯
せざるを得ない。また、（このような状況を）「制度上においても整合させるに
は、マスメディア集中排除原則の緩和による認定持株会社制度を利用すること
は適切」と言う点も同様である。 
                                                   
160 福島県と長野県について、地上放送と CATV との競争環境について好対照をなすとの前提
をおいている。本論文において、当面、地上放送が最も競争を意識すべき対象として CATV 事
業を挙げ、県別にその受信契約者数等の比較を行っている。平成  20 年度末の総務省のデータ
において、福島県は自主放送のある許可施設を有する  CATV 事業の受信契約者数が 6,802 件
であり普及率は 0.9％である。これに対して長野県は同じく 453,149 件であり、普及率は 56.3%
である。 
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第２節 テレビ局の経営状況に関する先行研究 
第１項 地上デジタル放送への移行前後のテレビ局単体の経営状況 
（１） 研究の概要 
江良（2012）161は、直近約 10 年の地上波テレビ局の単体の経営状況を分析し
ている。この期間は、2001 年 7 月の完全デジタル化への移行への準備期間であ
ると同時に、インターネットやブロードバンドの普及に伴う業界環境の変化や
日本経済の長期不況等に見舞われた時期である。 
 
（２） 研究の方法と成果 
① 調査対象 
民間放送会社の単体の経営状況に関する開示データに制約がある中で、「日
本民間放送年鑑」を用いて、財務の諸数値162について分析している。調査対象
は、地上波テレビ局 127 社、データは 1997〜2000 年の数値を利用している。
集計はキー局、準キー局、北海道・福岡局（基幹局）・地方局に分類している。 
現状（2011 年 12 月時点）のまとめとして、地上波テレビ局は売上高および
利益は減少傾向だが、マクロ環境の変化が急激ではない限り、財務体質的には
危険な水準ではない、としている。 
 
表 14 調査対象概要 
 
江良（2012）より筆者作成 
 
                                                   
161 江良亮（2012）「デジタル化移行期における放送局の経営状況について」、総務省情報通信
政策研究所、情報通信政策レビュー第 4 号研究ノート、pp1–13 
162 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益、売上高営業利益率、売上高当期純利益率、自
己資本比率、固定比率、流動比率、固定長期適合率、総資本回転率、ROA、総資本、固定資産、
債務、利益剰余金比率等 
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② 売上高・利益推移 
フローを見ると、直近の 2006 年から 2008 年は不況やリーマンショック等
に起因し売上高・利益ともに低下傾向にある。 
 
図 39 地上波テレビ局売上高推移 
 
出所：江良（2012）より筆者作成163 
 
局種別の１局当たり売上高推移を見ると、ピークの時期が異なっている。
キー局は 2005 年164、準キー局、基幹局ならびに地方局は 2000 年がそれぞれピ
ークである。キー局が 2005 年にピークだった理由は、電通（2005）でも言及
されているように、回復基調にあった景気循環と、景気回復及びインターネ
ット関連の広告に加え、愛知万博、総選挙等があり、その需要を取り込めた
からだと思料する。準キー局以下が 2000 年に記録したピークは IT バブルの
取り込みが追い風になったのであろう。 
                                                   
163 2006 年度の全局と準キー局が途切れているのは、関西テレビが番組捏造問題（「あるある
大事典」問題）により、2007 年 4 月に民放連から除名処分を受け、データが開示されていない
ため。基幹局は、北海道と福岡。  
164 電通「日本の広告費」（2005）によれば、2005 年について次の通り概観している。  
総広告費は、2000 年に IT 情報技術ブームを背景に 3 年ぶりに増加した後、減少が続いたが、
2004 年に日本経済の景気回復基調とデジタル家電やインターネット（ブロードバンド）の普
及を背景に 4 年ぶりの増加（前年比 103.0%））なり、2005 年も引き続き前年実績を上回った。
同年のテレビ広告費は総額 2 兆 411 億円、前年比 99.9%だった。内訳を見ると、スポット広告
費は年明けの 1-3 月に大きく回復し、出稿は基幹地区からローカル地区にまで広まり、好調な
出だしを切った。しかし後半の 10-12 月は前年同時期がたいへん好調であったことの反動もあ
り減速したが、年間では微増の前年比 100.1%。タイム広告費は、前年のアテネオリンピック
などの大きなイベントの反動減を補う材料に乏しく、前年比  99.4%だった。 
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表 15 地上波テレビ局１局当たり売上高推移 
【単位：百万円】 
 
出所：江良（2012）より筆者作 
 
 
表 16 地上波テレビ局１局当たり営業利益推移 
 
出所：江良（2012）より筆者作成 
 
③ 財務内容 
ストックの状況をみるに、自己資本比率をはじめ特段懸念ある水準ではな
く、安定性は高い。これは、過去からの蓄積があったこと、それによりデジ
タル化に向けた設備投資等の資金需要も手元資金で賄える水準であったため
である。 
 
全局 キー局 準キー局 基幹局 地方局
1999年 18,064 224,405 43,608 13,753 5,867
2000年 19,377 246,330 46,360 14,455 6,089
2001年 18,940 244,637 44,708 13,899 5,845
2002年 18,098 236,276 42,233 13,352 5,502
2003年 18,454 240,301 43,380 13,628 5,608
2004年 19,185 252,214 44,834 14,121 5,744
2005年 19,398 258,567 44,957 13,849 5,712
2006年 18,638 256,560 36,790 13,876 5,663
2007年 19,074 257,185 42,867 13,591 5,607
2008年 16,747 210,139 39,369 13,149 5,401
キー局 準キー局 基幹局 地方局
1999年 24,571 4,026 1,438 482
2000年 33,738 5,643 1,539 589
2001年 27,896 4,356 1,362 447
2002年 20,692 3,462 1,208 428
2003年 18,510 3,257 1,458 549
2004年 18,939 3,999 1,760 618
2005年 18,284 3,561 1,358 499
2006年 17,363 2,402 814 248
2007年 12,254 1,768 442 116
2008年 4,795 302 367 12
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表 17 自己資本比率の推移165 
 
出所：江良（2012）より筆者作成 
 過去からの蓄積を検証すべく利益剰余金166の推移を見ると、下表の通り特段
近年に低下傾向はなく、引き続き堅実に利益を蓄積しているように見受けら
れる167。相対的な割合を見るとキー局は低く、準キー局や基幹局が高いのは、
番組制作比率はキー局程では無いため伝送に徹することが出来る一方、週に
数本の全国ネット番組を持っているため相応の広告収入が得られること、設
立が古く蓄積期間が長いこと等によるものと思われる。 
表 18 利益準備金比率推移 
 
出所：江良（2012）より筆者作成 
                                                   
165 江良によれば、法人企業統計（財務省「法人企業統計調査」）におけるこの調査当時（2008
年頃）の全産業の自己資本比率は、平均 33.9％、製造業 42.3％、非製造業 30.4%。 
166 利益剰余金は、利益のうち社内への利益の留保額であり、利益準備金とその他利益剰余金
からなる。利益準備金は、積み立てることが義務付けられている法定準備金でもあり、株主へ
の配当の 1/10 の金額を資本準備金と合わせて、資本金の 1/4 になるまで積み立てなければな
らない。その他利益剰余金は会社が独自の判断で積み立てる任意積立金と繰越利益剰余金から
構成される。利益準備金比率は、利益剰余金を総資本で割ることにより算出している。  
167 江良によれば、法人企業統計（財務省「法人企業統計調査」）における全産業の当該期間に
おける利益剰余金比率は全産業で約 14〜18%程度、製造業で約 22〜28%程度であった。 
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（３） 研究の限界 
 江良は、「データ制約により財務データを概観したに過ぎず、放送収入と放
送外収入についての分析を行うことが出来無かった」と述べている。正しくそ
の通りであり、本研究に対する限界等を特に指摘することはない。ゆえに筆者
も既述の通り、時々の状況等は電通等の資料を用いて概観した。  
 なお、放送収入が今後頭打ちで推移して行くのは、キー局168のみならず地方
局でも同様と思料される。そこでキー局は、不動産事業等の放送外事業からの
収益比率を増やしている（本節第２項「直近の放送局経営の経営分析に関する
調査研究」ご参照）。このように放送外事業への重要性は増していくと思われ
るが、放送外収入への取り組み状況は開示が少ないため公開情報のみでは分析
は難しい。 
 また、江良は「今後の代替的メディアの進展によっては、地域間での経営格
差が生じる恐れも懸念されうるであろう。そういった際には、地域間での再編
も可能性として考慮せざるをえず、事業規模の範囲についての検討も必要とさ
れる」と述べている。これは、隣接地域で複数の放送事業者の経営連携や、認
定放送持株会社の傘下入り等を意図するものと思料する。筆者も同意見である。 
 
 
                                                   
168 キー局であれば、有価証券報告書等で放送事業の概要や売上に占める割合等が確認できる。
江良によれば、その比率は 過去 10 年で約 95.4%程度から 64.5%へと大幅に低下しており、
逆に言えば減少した分は放送外事業収入が増えている。  
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第２項 直近の放送局経営の経営分析に関する調査研究169 
（１） 研究の概要 
総務省 g（2012）は、昨今の広告収入減等により放送局を取り巻く経済環境
は厳しさを増す状況であることに鑑み、1999〜2010 年度の放送局に関する主
要な経営指標を収集・分析し、研究している。 
 
（２） 研究の方法と成果 
開示されている情報に基づき、以下諸点について分析している。 
① 地上波テレビ放送・インターネットの各広告費170 
地上波テレビ放送の広告費は、2007 年まではほぼ横ばい傾向であったが、
2008 年のリーマンショック後、明らかな低下傾向が見られる。2008 年 およ
び 2009 年と前年比減で推移した後、2010 年は 2009 年よりも持ち直したも
のの、2008 年、あるいは 2007 年以前の水準にはまだ至っていない。他方、
インターネット広告費は 2008 年頃までは高成長を続け、2008 年以降も増加
傾向を示している。本分析では、これらの広告費の推移に関し「一時的な景
気変動の影響ではなく、マスメディア広告費の減少という構造的な変化がつ
いにテレビ広告費にも現れつつあるとも考えられる」と述べている。その背
景には、インターネット広告費がテレビ広告費以上の勢いで増加傾向を示し
ていることがあると思われる。 
② メディア間の広告費の変動に対する考察 
本調査ではメディア間の広告費の推移について、テレビ・ラジオ広告費の一
部がインターネット広告費に移ったとの見方はありうる。従来、テレビ広告が
使用されていたもので、インターネットの方が親和性の高いものについては、
そのような移行が起こったことは十分に考えられる。しかし、テレビ、ラジオ、
インターネットの広告費の合計は増加していることから、テレビ広告費がその
ままインターネット広告費に移行したものではない、と述べている。なお、こ
うしたメディア間の競合関係だけでなく「テレビとインターネットの組合せ」
                                                   
169 総務省情報通信政策研究所「放送局経営の経営分析に関する調査研究」（2012）（既出の総
務省 g（2012）） 
170 広告費総額は図 25、媒体別広告費推移は図 26 ご参照。 
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という相互補完的な広告の使い方も見られる。そのため本分析では、単純にテ
レビ広告がインターネットに置き換わったと解釈出来ない点に留意が必要で
あるとしている。 
③ 放送局のカテゴリー別の諸数値 
日本の地上波テレビ局におけるキー局、準キー局、基幹局171、地方局の局数、
従業員数、売上高、営業利益、総資本の状況を分析している。キー局は、局数
は少ないが圧倒的な状況がわかる。 
キー局は放送局数でみると数%だが、従業員数では約 4 分の 1 を占める。売
上高、総資本でみると民放テレビ局の約 50%を占め、営業利益では約４分の 3
を占めるに至っている。このように、地上波テレビ局の中ではキー局の存在が
圧倒的に大きい。準キー局は、放送局数は 1 割弱だが、従業員数、売上高、総
資本について約 5 分の 1 を占める。営業利益については約 1 割を占める。地
方局は、局数は 9 割弱を占めるが、職員数は 6 割弱、売上高、総資本は 3 割
弱、営業利益については 1.5 割程度となっている。を占めている。地方局（ロ
ーカル局+基幹局）は、局数は 9 割弱を占めるが、職員数は 6 割弱、売上高、
総資本は 約 3 割、営業利益については約 2 割程度となっている。 
図 40 局別主要数値割合 
 
出所：総務省 g（2012）より筆者作成 
 
                                                   
171 本調査では、札幌および福岡に所在する放送局を基幹局と呼称している。ネットワークに
より、基幹局の呼称は「理事社」（フジテレビ系列）などと異なる。また、その扱いに加えら
れる局も異なる（フジテレビ系列は、札幌・福岡に加え、仙台、静岡、広島も同様の扱いであ
る）、 
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④ キー局の放送収入比率 
キー局の売上に占める放送収入の比率は、過去 10 年間で約 95%から約 65%
へと約 2/3 に低下している172。その度合いは、会社毎に異なる傾向が見られる。
フジ・TBS が放送収入の割合を下げている中、日テレとテレ朝は同割合を維持
している。本調査ではかかる状況に至った要因について特段言及は無い。  
筆者はこの状況について、フジはかねてより多角化を志向して来たことに加
え、持株会社制を導入し M&A を進めたこと、TBS は急激に放送収入が低迷し
たことに起因すると考える。日テレとテレ朝は主力の放送事業での視聴率トッ
プ奪取に注力し、その他の事業にはフジ・TBS に比べ積極的ではなかったと推
察する。 
図 41 売上高に占める放送業収入の割合 
 
出所：総務省 g（2012） 
（３） 研究の限界 
 本件は調査であり、限界等は特段ない。総広告費およびメディア別広告費推
移は、本稿第 2 章第３節第５項「広告主」で述べた通りである。また、キー局
の総売上高に占める放送収入比率の推移は、第４章第１節第１項で詳述する。 
 なお、本調査で示されている事項のうち、テレビ広告費の減少は単純にイン
ターネットに置き換わったものではないと思われること、様々な広告媒体のう
ち「テレビとインターネットの組み合わせ」という相互補完的な使用が見られ
ることが挙げられている点は、今後の考察の参考にしたい。 
                                                   
172 この割合は、江良（2012）でも述べられている通りである。  
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第３節 純粋持株会社制度に関する先行研究 
第１項 一般的な導入のメリット・デメリット 
（１） 研究の概要 
淺田・頼・塘（2009）173は純粋持株会社制度へ移行した企業を分析し、メリ
ット・デメリットおよび日本における純粋持株会社導入の特徴174について、以
下の通り纏めている。 
（２） 研究の成果 
① メリット 
主なものとしては、持株会社主導での事業領域の明確化、組織再編等を行え
ること、傘下企業に独立採算制を導入し責任を問えること等を挙げている。 
② デメリット 
HD の権限の設定の仕方により、以下の事象が生じる懸念を挙げている。 
・事業会社に権限委譲しすぎると HD が弱体化し、経営資源が事業会社間で移
動しにくくなることや、部分最適の行動をとられること 
・無関連な事業の乱立によるコングロマリット・ディスカウントの発生（但し、
多角化は複数の事業で共用出来る資源がある場合は、専業よりも合理的。また、
「規模の拡大」や「リスク分散」の観点からメリットがあるという見方もあり）  
・M&A を行っても HD 傘下に別会社として残すことにより、重複削減に時間
を要する懸念があること。 
③ 留意すべき事項 
・HD・事業会社間の権限と責任（企業経営・事業運営）の明確化および HD
の企業統治方法（人事・財務・事業領域の決定など） 
・ポートフォリオマネジメント（リスク・リターンのバランス）  
                                                   
173 淺田孝幸・頼誠・塘誠「日本企業の純粋持株会社制の特徴と課題」『企業会計』第 61 号
（2009.12）、pp1821〜1828 
174 塘誠「日本の純粋持株会社におけるマネジメントコントロール上の課題」『成城大学経済研
究』第 180 号（2008.3）、pp23〜46 によれば、日本における純粋持株会社制度の導入が進んだ
背景には、1997 年６月独占禁止法改正以降における一連の法整備がある。2003 年３月期決算
から連結財務諸表が正式な財務報告書として整備された。連結等の範囲も実質的支配力・影響
力基準となった。税制面では 2003 年３月期決算あら連結納税制度（企業グループの親会社と
その 100%子会社、孫会社等を課税上一体の組織として取り扱う制度）が導入された。会社法
も改正され、会社を分割して子会社を設立する新設分割方式、吸収分割方式、ならびに株式移
転、株式交換といった方式も認められるようになった。 
 99 
④ 日本における純粋持株会社制度の特徴 
純粋持株会社制度は、原則、分権化の徹底を通じて企業価値を向上させ、株
主価値の増大を目指すための仕組みである、と述べられている。米国等では株
主価値向上を高めるために導入されることが多い一方、日本では救済合併やシ
ナジーのない非関連多角化企業を傘下に収める持株会社も見られる。また、株
主価値向上を標榜しつつも、経営者や従業員を第一に考えて経営していると思
われるケースもあり、原則通りの運用がなされていないケースが散見される。
あわせて、その傘下における多角化と管理方法について、次の通り纏めている。 
１） 成長するための１つの方法であり、複数の事業で共用出来る資源がある場
合に専業よりも合理的である。 
２） 多角化が行き過ぎると、事業の「選択と集中」が行われる175。そのために、
各社に適合した財務数値を評価尺度として各社を管理する制度等を整え、
リスクに見合ったリターンを得られる資源配分（ポートフォリオ・マネジ
メント）が必要となる。 
（３） 研究の限界 
 本論文では採り上げられていなかったが持株会社制度の種別である「事業持
株会社制」と「純粋持株会社制」の違いについて整理しておく。執筆者の１人
である塘（2008）はその違いとして、傘下に事業子会社を有する点で両者は共
通であるが、持株会社の本社が自ら事業を営むか否かで区別されるとした上で、
事業持株会社制と比較した純粋持株会社制の特徴として、①グループ戦略立案
と個別事業経営の分離、②意思決定上、事業別の経営規模の最適化が可能、③
個別事業環境に合わせた人事労務政策等の採用が可能の３点を挙げている。 
 なお、現時点で認定放送持株会社制度を導入している企業に照らして考えた
際に、上記（２）④の指摘は示唆に富む。１）で指摘されている「複数の事業
で共用出来る資源がある場合に専業よりも合理的」という点は、本章第１節第
１項で採り上げた「制作と送出」、第 5 項で採り上げた「テレビとラジオ」のよ
                                                   
175 多角化をし過ぎて本業とは無関連の事業が増え、組織が大規模化すると、非効率になる。
無関連多角化はシナジーが無く株主価値の極大化にならないと否定する見解がある。しかし、
非関連多角化した日本型持株会社制度の存在は、経営者視点から見た場合に継続性や成長性を
維持するには、多角化による「経営規模拡大」や「リスク分散」ということに依然として大き
なメリットがある、と想定されているようである。  
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うに、垂直統合や異事業では規模の経済や範囲の経済は得られないことにも通
じる。要は「共通する資源が無い場合は非合理」になる可能性が高いというこ
とであると考える。また２）で言及されている「多角化」は第４章で後述する
が、実例では FMH と TBS で進んでいる。「多角化が行き過ぎると、事業の『選
択と集中』が行われる」という点については、まずその前提となる「各社に適
合した財務数値を評価尺度として各社を管理する制度」が、開示資料等の調査
からは特に発見出来なかった。TBS はオイルショックで不動産事業に打撃を受
け撤退したことは 50 年史に記載されているが、数値的管理による意思決定は無
かったようである。また、FMH は、ニッポン放送が保有していた傘下各社の株
式の旧フジテレビ（現 FMH）への集中、広告系子会社の統合等は行われたが、
傘下企業の売却や事業セグメントの撤退等は、現時点では見受けられない。「評
価尺度」等は、TBS 同様に開示資料では見当たらない。いずれも純粋持株会社
制度を導入してから日が浅いため、今後制度の整備が進むことが記載されると
共に、仮説を構築する際には、かかる制度が必要であることに留意したい。  
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第４章 事例研究 
第１節 概要 
本章は、地上波テレビ放送を中核とする日本のメディアグループについて概観する
こととし、対象として在京キー局を中核とするメディアグループ５社176を採り上げる。
本節では、各グループの売上・利益構成や認定放送持株会社への移行状況および移行
前後の概要を纏める。 
第１項 売上・利益構成 
（１） 概観 
何れのグループも、中核の地上波テレビ放送会社の主たる売上は「広告収入
（放送事業収入）」「非広告収入（放送外事業収入）」に大別される。放送外事業
収入は、みずほ（2012）177によれば、更に「課金」と「トランザクション」に
分類される。「課金」は CS をはじめとする有料放送チャンネルからの課金収入、
オンデマンド配信からの収入、DVD 等の販売等、「トランザクション」はテレ
ビ通販やイーコマース等を挙げている。 
（２） 売上構成 
放送法が改正され認定放送持株会社の導入が始まった 2008 年前後は、放送外
事業収入を増やしたグループ（フジ・メディア・ホールディングス、東京放送
ホールディングス）と、放送事業収入を伸ばしたグループ（（旧）日本テレビ・
テレビ朝日）に大別される。前者は放送以外の事業を買収や既存資産（不動産）
の活用などにより多角化を進め、後者は放送事業に集中したものと見られる。
なお、戦略との因果関係は判然としないが、2011 年以降の視聴率推移を見ると、
前者グループは低迷傾向に有り、後者グループはトップ争いを繰り広げている。 
なお、2009 年以降は何れのグループも特に売上構成に変化は見られない。み
ずほ（2012）はその要因として、前者は買収が一段落したことや買収した事業
の売上への寄与度合いが低かったこと、後者はテレビ広告収入の伸び悩み等を
挙げている。 
                                                   
176 日本テレビ（日テレ）ホールディングス（HD）、東京放送（TBS）ホールディングス、フジ・
メディア・ホールディングス（FMH）、テレビ朝日、テレビ東京ホールディングス。このうち
2012 年 12 月現在、認定放送持株会社制度を導入しているのはテレビ朝日以外の４社。  
177 みずほコーポレート銀行産業調査部「特集：2012 年度の日本産業動向」（広告・放送）（2012） 
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（３） 営業利益率 
2008 年前後とそれ以降で、各グループとも特段の変化は見られない。これは、
前者は多角化が利益率改善には寄与していないこと、後者は売上の伸びが殆ど
無い中で、コスト削減（人件費、番組制作費等）以外の利益改善策が特段無く
改善の寄与度が限界的だったためと思料される。なお、以下の「その他」は地
上波テレビ放送局の売上のうち放送事業（広告）収入以外（例：DVD 販売、映
画、イベント等）と、その他の事業（例：不動産、出版等）が含まれている。
このように現行法令下でも、テレビ局本体でインターネットを介してオンデマ
ンド配信178を行うことは可能である。 
表 19 各グループの売上構成比と営業利益率推移 
 
出所：みずほ（2012）、日本民間放送年鑑より筆者作成 
                                                   
178 日本テレビ「第 2 日テレ」、TBS「TBS オンデマンド」、フジ「フジテレビ on Demand」テ
レビ朝日「テレ朝動画」など各社とも取り組んでいる。内容は「見逃し配信」と呼ばれる、現
在放送中のドラマ等を放送直後に流す等している。TBS は 2009 年度に単年度黒字を達成した。  
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第２節 フジ・メディア・ホールディングス 
当社の特徴は、資本構成は設立時に新聞資本が株主に存在せず、その意向に留意する必
要がなかったこと、他方、開業から約 40 年に亘り当社（旧フジテレビ）より時価総額や
資産規模が小体なニッポン放送が筆頭株主であり「資本のねじれ」179が生じていたこと、
ねじれ解消のために旧フジテレビがニッポン放送に対し TOB をかけた折に「ライブドア
事件」（本文中で詳述）に見舞われたこと、事業構成では創業後早々に多角化を進めていた
こと、組織形態では日本初の認定放送持株会社制度を導入したこと等が挙げられる。 
 
第１項 設立経緯 
フジ（2009）および当社有価証券報告書（2012） によれば、1957 年６月に㈱ニッ
ポン放送と㈱文化放送の２社に映画３社（東宝㈱、松竹㈱、大映㈱）が加わり「富士
テレビジョン」として、テレビ免許を申請 。同年 7 月８日に予備免許の交付を受け
た後、同年 11 月 18 日に当社を設立。1959 年 3 月 1 日に、京浜地区では４番目に本
放送を開始した。 
 
第２項 資本構成とその推移 
（１） 1957 年 6 月：設立 
 フジテレビ（2009）180によれば、設立時の資本金 600 百万円で、株主は以下
の通りである。他社との相違点として、ニッポン放送・文化放送というラジオ
局が筆頭株主であること、新聞資本が株主に存在しないことが挙げられる。  
表 20 旧フジテレビ 1957 年 11 月の設立時株主 
 
出所：フジ（2009）より筆者作成 
 
                                                   
179 詳細は後述する。合わせて「ライブドア事件」についても触れる。  
180 フジ・メディア・ホールディングス、フジテレビジョン「フジテレビジョン開局 50 年史 
DATABOOK」（2009）（以下フジ（2009）） 
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（２） 1997 年 8 月：上場時 
1997 年 8 月８日に東京証券取引所第 1 部へ上場した。設立から約 40 年間の株
主構成は、筆頭はニッポン放送、第 2 位は文化放送で不変である。 
表 21 旧フジテレビ 1997 年 8 月の上場時株主 
 
出所：フジ（2009）より筆者作成 
 
（３） 2004 年 3 月：公募増資時 
ニッポン放送の所有割合を下げるため、同社所有のフジテレビ株式も売却した。 
表 22 旧フジテレビ 2004 年 3 月の公募増資時の株主 
 
出所：フジ（2009）より筆者作成 
 
（４） 2005 年 3 月：株式分割等 
2005 年 1 月 17 日付で所謂「資本のねじれ」を解消すべく、フジテレビによ
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るニッポン放送に対する株式公開買付（TOB）が表明された181。同時に転換社
債型新株予約権付社債（CB）800 億円を発表した。これは TOB が成功した際に
1,700 億円程度の資金が必要であったこと、および日経（2005）によればフジテ
レビが電波法における外国人持株比率基準への抵触を防止するため 182であった。
かかる過程で、2005 年 2 月に、所謂「ライブドア事件」183が発生しその対策と
して、MSCB を発行した。 
表 23 旧フジテレビ 2005 年 3 月の株式分割時の株主 
 
出所：フジ（2009）より筆者作成 
（５） 2008 年 10 月：認定放送持株会社設立 
放送法の改正を受け日本で初めて、従前のフジテレビジョンから新設分割で
認定放送持株会社、フジ・メディア・ホールディングス（FMH）を設立した。
設立理由等は後述する。 
                                                   
181 フジテレビジョン「公開買付け開始に関するお知らせ」（2005）、ニッポン放送「公開買付
けの賛同に関するお知らせ」。日本経済新聞（2005 年 1 月 27 日朝刊、以下日経（2005））によ
れば、背景は次の通り。当時ニッポン放送は時価総額で 3〜4 倍もあるフジテレビの筆頭株主
であった。フジテレビは傘下にディノス、扶桑社等を所有しており、ニッポン放送の買収を行
えばフジテレビをはじめとする各社の経営権を入手出来る状況だった。これに対し、ニッポン
放送には 2004 年に村上世彰氏が出資する投資会社が筆頭株主に浮上、複雑な資本関係の是正
を求めた経緯があったこと等を受けた次第。日経（2005）は、買収所要資金（最大約 1,700 億
円）に見合う投資効果について疑問を呈している。  
182 フジテレビがニッポン放送を子会社化すると、ニッポン放送が保有するフジテレビ株の議
決権は消滅する。すると、従前よりフジテレビ株を保有する外国人株主の議決権比率が高まり、
電波法の規定（外国人株主は 20%未満とすること）に抵触する懸念が生じるため、CB 発行で
潜在株式を増やす必要があった。  
183きっかけは前年から村上ファンドによるニッポン放送株買収による。フジ（2009）によれば、
「歴史的に続いて来た資本のねじれ現象を解決するととともに、急速に進展するデジタル化時
代へのグループとしての事業基盤の強化に対応することを意図」し、同年１月 17 日にフジテ
レビがニッポン放送へ TOB を決議し公表。しかし、同年 2 月８日にライブドアがニッポン放
送株を取得、35%の筆頭株主となった。 
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表 24 FMH 2008 年 10 月の設立時の株主 
 
出所：フジ（2009）より筆者作成 
 
第３項 歴代社長 
初代および 2 代目は、主要株主出身者であった。3 代目に郵政省出身者が就任後、2 代
続けて筆頭株主のニッポン放送出身者が就任した。その後、1998 年 6 月に社長となった
日枝久（現会長）以降は、フジ出身のプロパーが社長に就任している。  
表 25 旧フジテレビ・FMH 歴代社長一覧 
 
出所：フジ（2009）より筆者作成 
 
第４項 事業構成 
有価証券報告書（2012）によれば、当グループは FMH を認定放送持株会社
として、子会社 95 社と関連会社 50 社で構成され、主として放送法に定める基
幹放送事業、放送番組の企画制作、技術・中継事業、通信販売 184・新聞発行等
                                                   
184 通信販売の基礎は 1970 年 10 月に放映が開始された「東京ホームジョッキー」。夕食支度の
前の主婦に向けた情報番組の中のコーナー『テレビバーゲン』がその後のテレビ通販に繋がっ
た。また、番組１周年では武道館で「大バーゲン」を実施。これは無料紙の「サンケイリビン
グニュース」に告知され、大混雑となった。これが、テレビ通販及びメディアミックスの先駆
氏名 出身 在任期間
1 水野成夫 文化放送 1957.11～1964.11
2 鹿内信隆 ニッポン放送 1964.11～1974.11
4 浅野賢澄 郵政省 1974.11～1982.4
5 石田達郎 ニッポン放送 1982.4～1985.6
6 羽佐間重彰 ニッポン放送 1985.6～1988.6
7 日枝久 フジテレビ 1988.6～2001.6
8 村上光一 フジテレビ 2001.6～2007.6
9 豊田皓 フジテレビ 2007.6～
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の生活情報事業、広告事業、ビル賃貸・不動産取引等の都市開発事業等、7 セ
グメントに分類している。 
 
第５項 組織形態 
（１） 系列局との関係 
フジテレビ開局当時、先発局である日テレと TBS は各地のテレビ局とネット
し、全国 20 以上の局とのネットワーク体制を構築していた。フジは開局後、関
西テレビ、東海テレビ、九州朝日放送185と早々に関係を構築した後、1962 年に
開局した仙台放送と広島テレビ186とネットワークを締結し、６局基幹ネットが
発足した。その後、1963 年に北海道の札幌テレビが開局、1968 年以降は UHF
局の開局ラッシュにより全国カバーが完成した。その間の 1966 年 10 月に、FNN
（Fuji News Network）を形成した。 
 
（２） 分社化そして再統合 
① 多角化 
早くから多角化に取り組んでいる。開局から約 10 年後の 1968 年に、フジ
テレビにおいて放送外事業収入が計上され、売上高 17,022 百万円の 1.4%にあ
たる 238 百万円が同事業により創出されている。その後、徐々にその割合は
増え、1987 年はイベント「夢工場」等により放送外事業収入の割合が急増し、
売上高 182,618 百万円のうち約 15%を占めるに至った。その後は売上全体の 7
〜8％で推移した後、2003 年には売上高 358,057 百万円の約 15%を占めるに回
復した。これは映画「踊る大捜査線２」の公開、アニメ「ドラゴンボール Z 
DVD-BOX」の販売等のコンテンツの 2 次利用によるものである。 
② 制作会社の分社化と再統合 
フジ（2009）によれば、1970 年 9 月に制作分離の方針を決定し、フジテレ
ビ社内のドラマ・芸能番組の制作部門を系列の複数のプロダクションに移し
て競争体制の確立を狙った。分離後は、編成局が各社に発注する体制となっ
                                                                                                                                                          
けとなった。 
185福岡地区のネット局は、1964 年に開局したテレビ西日本へ変更。  
186広島地区のネット局は、1975 年 10 月１日に開局したテレビ新広島へ変更。  
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た。同年 11 月に制作部長以下 35 人の制作部員を既に発足していたフジポニ
ー（ビデオソフト）とワイドプロモーション（音楽出版）に出向させた。そ
の後、翌年の４月には新たに設立されたフジプロダクション（以下フジプロ）、
既存会社の新制作、共同テレビ、フジエンタープライズ等に出向や退社転属
で移り、制作部は廃止された。この背景は、カラーテレビ化に伴う設備投資
増大を踏まえた経営合理化策、そして、労働組合対策だった。1977 年には制
作会社の再編成が行われ、ワイドプロとフジポニーに代わってフジ制作とフ
ジ映像が誕生し、これにフジプロを加えた 3 プロダクション体制となった。 
しかし、2 年後の 1980 年に再び社内制作体制に戻った。フジ（2009）はこ
の背景について、1970 年に競争原理の導入と言う理由で制作部門を本社から
切り離すいわゆる「制作分離」を行ったことを受け、編成と制作部門は発注
者・受注業者の関係になったことから、互いに感情のもつれ、（制作の）士気
の低下を招いた。結果としてそれが番組内容にも影響を及ぼして視聴率の低
下を招き、ひいては社内の編成・営業の相互不信という最悪の状況に至った、
としている187。これを解消するために、制作部門に出向していた社員を本社に
呼び戻すと共に、制作プロダクション所属の社員をフジテレビ社員に登用し
た。なおこの事象は、第３章第１節第１項に記載の「制作と伝送を合わせて
行っても規模の経済が得られない」という結論とは、現実には相違している
ことを示している可能性もあると言えよう。 
（３） 多角化 
1966 年 1 月にフジランド（社員食堂等運営会社）、1968 年 1 月にはフジ音
楽出版（現フジ・パシフィック音楽出版）、フジエンタープライズ、1970 年 1
                                                   
187 当時は、視聴率は在京キー局の中でも「振り返れば東京 12 チャンネル」と揶揄される程低
迷し、営業成績もキー局の中で最低レベルに落ち込んでいた。この状況を改革すべく、当時の
鹿内信隆会長がその状況を「創立以来の危機」と位置づけ、自らが本部長となる強化本部を設
置し、その権限を息子である鹿内春雄（当時ニッポン放送副社長）をフジの副社長に迎えた上
で一任した。春雄は①明るい職場作り、②制作体制の整備（制作局の新設）、人材の再配置、
を行った。フジでは、この改革語後の社内体制を「（昭和）55 年体制」と呼称している。  
これにより、フジ（2009）187によれば「以前は、フジ系列の制作会社同士なのに対抗意識があ
って仲が悪かった。それが（制作が本社に戻ったことにより）ひとつにまとまって、意識が対
他局に向く」ようになったのである。以降、1981 年 10 月から「楽しくなければテレビじゃな
い」をコピーに掲げ、同年 11 月に月間視聴率三冠王を奪取、以後 1982 年から連続 12 年間の
視聴率三冠王、営業売上は 30 年間連続業界トップを維持するに至る。  
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月にフジポニー（現ポニーキャニオン。ビデオ制作業）、同年 10 月から通販
に進出している。その後、2005 年 1 月の旧フジによるニッポン放送買収を機
に、グループ内企業の株式移転・統合とグループ外企業の買収が行われた。 
表 26 2005 年以降の資本整理と買収 
 
出所：当社プレスリリースより筆者作成 
（４） フジサンケイグループ 
1968 年１月にフジテレビ、産經新聞、ニッポン放送、文化放送を中心とし
「フジサンケイグループ会議」188を発足させた。 
特に法人を設立するのではなく参加会社から代表を出し、「合同調達」「共同
企画」等の 6 委員会を設け、共同セールスやキャンペーン等を企画・実行した。
現在も合同で新入社員研修や各種イベントを行っている。  
 
（５） フジ・メディア・ホールディングス 
2008 年 10 月１日に民放で初めて認定放送持株会社であるフジ・メディア・
ホールディングスを設立し、同体制へ移行した。フジテレビジョンを存続会社
とし、地上波放送事業を事業会社として新設分割した。  
フジテレビ（2008）189によれば、移行の目的として以下３点を挙げている。 
 
                                                   
188 初代議長は鹿内信隆フジテレビ社長（ニッポン放送社長、産経新聞副社長（当時））。 
189 フジテレビジョン「認定放送持株会社体制への移行について」（2008）。同リリースによれ
ば「放送をはじめとするメディア産業を取り巻く環境は、デジタル化に伴う技術革新、規制緩
和、法制度の改正等により大きな変革期を迎えている中、当社は今後、メディア間でのアライ
アンス、再編等の動きも急速に進展して行くと認識」し、「更なる環境変化に対応し、当社グ
ループの起業価値を創出させていくためには、放送事業を核としつつ放送以外の周辺事業領域
へもグループ経営資源の更なる選択と集中を推し進め、外部との資本・業務提携や事業再編を
積極的に行って行く必要」があるため、国内外から高く評価される我が国を代表する「メディ
ア・コングロマリット」を目指すという長期的なグループ経営ビジョンを達成するためには経
営の迅速性と、事業執行の機動性が今まで以上に要請されること、併せて適正なグループガバ
ナンスの実行が必要であり、実現する」には認定放送持株会社体制への移行が適切と判断した。 
 
年月 内容
2008年3月
グループ内資本再編（ニッポン放送からポニーキャニオン、
扶桑社の株式を買い取り、BSフジ株取得、広告系子会社4社統合）
2009年4月 クオラスによる協同広告買収
2009年5月 セシール買収
2011年4月 BSフジ完全子会社化
2012年1月 関連会社のサンケイビルをTOB
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① 認定放送持株会社を核としたグループ経営の強化 
② 事業環境に応じた資源再配分 
③ 事業再編への積極的な取り組み 
総務省に対する行政文書開示請求で入手した認定放送持株会社認定申請書
を見ると、申請対象会社（FMH）の子会社に関する事項には、分子に当たる基
幹放送事業者は 2 社（フジテレビ、ニッポン放送）、合計で 58 社の記載がある。 
 
第６項 業績推移 
（１） 売上高・営業利益推移 
 既述の通り、創業後間もなくより多角化を進め、直近の 2012 年 3 月末時点で
は、連結売上高の約 40%が放送以外の収入により占められるに至った。なお、
営業利益は主力の放送事業は日本テレビ等に比べると利益率は低いが徐々に改
善しつつある。しかし、多角化している放送以外の事業の利益率が放送事業の
利益率より低かったり、波があったり等している。よって、全体の利益率は、
営業利益の 80%強の利益を占める放送事業の利益率とほぼ同様に推移している。 
 なお、2008 年 10 月に認定放送持株会社制度を導入した後、著変が見られた
事象は売上と利益の構造である。放送事業の総売上に占める割合が低下（2008
年度は 65.7%だったが、2011 年度は 59.6%）するに連れ、利益に占める割合も
減少（2008 年度は 94.3%だったが、2011 年度は 82.3%）している。これは、既
述の通り利益率は低いものの、セシールやサンケイビル等買収した企業による
売上・利益の貢献が一部認められる事象と認識出来る。 
図 42 旧フジ・FMH セグメント別売上高・営業利益推移 
 
出所：当社資料より筆者作成 
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表 27 旧フジ・FMH 売上高・営業利益・営業利益率推移 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
（２） 総資産推移 
認定放送持株会社制度のポイントである「資産規制」の分子の大元にあたる
「総資産額」の推移を確認する190。分子は、下表 FMH 単体の「総資産額」か
ら一定の条件191の数値を差し引いたものである。総資産の推移を見ると、2011
年度は 2009 年度比 1,346 億円増加している。これは 2010 年 4 月に導入した
CMS192により参加会社の資金が FMHへ吸い上げられているためと推測される。 
                                                   
190 既述の通り、分子は総資産額から次の 3 点を引いた数字（①放送の業務（密接関連業務を
含む）の用に供する設備その他有形又は無形固定資産の額、②子会社等以外の者に係る投資そ
の他の資産の額、③子会社等である一般放送事業者等に係る貸付金の額）。  
191 ①放送の業務（密接関連業務を含む）の用に供する設備その他有形又は無形固定資産の額、
②子会社等以外の者に係る投資その他の資産の額、③子会社等である一般放送事業者等に係る
貸付金の額。この各数値は開示されていない。  
192 当社開示資料「キャッシュ・マネジメント・システム（CMS）の導入について」（2010 年 1
月 20 日）。現預金+投資有価証券が 900 億円増加している。 
2006年度 構成 2007年度 構成 2008年度 構成 2009年度 構成 2010年度 構成 2011年度 構成
放送事業 402,789 69.1% 406,125 70.6% 370,367 65.7% 348,076 59.6% 347,456 58.9% 355,215 59.6%
内放送収入 377,875 64.9% 382,971 66.5% 347,876 61.8% 327,359 56.1% 328,624 55.7% 322,215 54.0%
ネット 134,830 23.1% 136,362 23.7% 134,496 23.9% 117,598 20.1% 111,939 19.0% 112,553 18.9%
ローカル 22,836 3.9% 22,002 3.8% 20,315 3.6% 17,121 2.9% 15,500 2.6% 15,986 2.7%
スポット 136,062 23.4% 130,769 22.7% 113,962 20.2% 109,686 18.8% 119,730 20.3% 119,564 20.0%
その他 30,875 5.3% 31,175 5.4% 31,424 5.6% 32,352 5.5% 31,680 5.4% 32,395 5.4%
内その他 53,271 9.1% 62,662 10.9% 47,678 8.5% 50,601 8.7% 49,774 8.4% 48,512 8.1%
内BS 9,587
内ラジオ 24,947 4.3% 23,189 4.0% 22,518 4.0% 20,834 3.6% 19,209 3.3% 18,837 3.2%
消去 -33 0.0% -35 0.0% -27 0.0% -117 0.0% 18 0.0% 2,222 0.4%
制作事業 52,494 9.0% 49,758 8.6% 48,359 8.6% 43,939 7.5% 44,634 7.6% 44,611 7.5%
映像音楽事業 74,330 12.8% 68,899 12.0% 68,508 12.2% 62,375 10.7% 66,932 11.4% 59,547 10.0%
生活情報事業 67,321 11.6% 63,254 11.0% 81,827 14.5% 119,855 20.5% 127,411 21.6% 134,744 22.6%
広告事業 0.0% 27,917 4.9% 34,007 6.0% 46,149 7.9% 42,161 7.1% 39,562 6.6%
その他事業 59,116 10.1% 36,129 6.3% 33,118 5.9% 29,490 5.1% 27,333 4.6% 27,160 4.6%
消去又は全社 -73,392 -12.6% -76,601 -13.3% -72,867 -12.9% -66,043 -11.3% -66,257 -11.2% -67,197 -11.3%
582,660 100.0% 575,483 100.0% 563,321 100.0% 583,843 100.0% 589,672 100.0% 596,345 100.0%
2006年度 構成 2007年度 構成 2008年度 構成 2009年度 構成 2010年度 構成 2011年度 構成
放送事業 36,205 85.5% 22,765 93.4% 18,700 94.3% 9,992 107.7% 22,145 84.0% 27,166 82.3%
利益率 9.0% 5.6% 5.0% 2.9% 6.4% 7.6%
制作事業 3,702 8.7% 2,258 9.3% 1,826 9.2% 1,517 16.3% 1,826 6.9% 2,259 6.8%
利益率 7.1% 4.5% 3.8% 3.5% 4.1% 5.1%
映像音楽事業 3,561 8.4% 1,375 5.6% 2,250 11.3% 427 4.6% 2,768 10.5% 2,583 7.8%
利益率 4.8% 2.0% 3.3% 0.7% 4.1% 4.3%
生活情報事業 -1,664 -3.9% -2,455 -10.1% 90 0.5% -139 -1.5% 472 1.8% 1,440 4.4%
利益率 -2.5% -3.9% 0.1% -0.1% 0.4% 1.1%
広告事業 0.0% 383 1.6% -58 -0.3% -291 -3.1% -80 -0.3% 135 0.4%
利益率 #DIV/0! 1.4% -0.2% -0.6% -0.2% 0.3%
その他事業 729 1.7% -23 -0.1% -669 -3.4% -29 -0.3% 685 2.6% 769 2.3%
利益率 1.2% 0.0% -1.4% -0.1% 1.5% 2.8%
消去又は全社 -208 -0.5% 68 0.3% -2,310 -11.6% -2,198 -23.7% -1,466 -5.6% -1,328 -4.0%
利益率 0.3% 0.1% -2.8% -1.8% -1.2%
42,325 7.3% 24,371 4.2% 19,829 3.5% 9,279 1.6% 26,350 4.5% 33,024 5.5%合計・利益率
合計
【営業利益】
【売上高】
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資産規制の充足状況を検証するために、総務省に対する行政文書開示請求に
より認定放送持株会社認定申請書を入手したが、分子から差し引く数値や分母
にあたる一般放送事業者等と密接関連業務を行う子会社等の株式取得価格は、
黒塗りされていた193。よって、算出することは出来ない。この間に「分母」に
影響を及ぼすと推測される開示情報は、2011 年 4 月の BS フジの子会社化であ
ろう。 
なお、総務省に本件のような事例に関し194認識を確認したところ、「現状の規
制がある以上、規制を守ってください、ということになる。ただし、制度の一
般論であるが、放送事業者から規制緩和要望がなされた場合は、今後、検討す
る可能性はある」とのことであった。このことから「100 分の 50」は不変のも
のではなく、業界実勢に合わせて変更される可能性がある示唆を得た。 
表 28 旧フジ・FMH 単体・連結純資産推移 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
                                                   
193 不開示事由を総務省へ確認したところ「経営情報に当たるため」との由。  
194 当方より次の通り質問した次第。「事業が堅調に推移し利益が確保され、各社に導入されて
いる CMS 等を通じて資金が持株会社に吸い上がり、分母が膨らむ。そうすると、分子を時価
で見直すこと等をしない限り、資産規制（100 分の 50）を下回る懸念が生じる。要は、放送事
業が順調に推移しても、この規制を遵守出来ない可能性があるが、この点に関してはどのよう
に考えればよいか」（詳細は別紙ご参照）。  
FMH単体 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産額 411,982 406,078 429,447
総資産額 519,216 603,411 653,875
現預金+有価証券 61,596 159,812 152,422
*注：FMH設立は2008年10月。
連結 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産額 469,586 456,077 453,395 464,187 461,631 534,525
総資産額 731,496 677,000 683,523 753,191 723,789 953,537
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第３節 日本テレビホールディングス 
当社の特徴は、資本構成では筆頭株主に設立時より読売新聞が存在したこと、事業構成
は多角化せず放送に事業集中していること、組織形態では 2012 年 10 月に在京キー局の４
番目として認定放送持株会社制度へ移行したこと等が挙げられる。 
 
第１項 設立経緯 
1952 年７月 31 日に日本初の民間テレビ放送免許を獲得後、1952 年 10 月 28 日に当
社を設立し、1953 年 8 月 28 日に本放送を開始した195。当社有価証券報告書（2012）
196によれば、「開局当時の日本は戦後の復興間もない時期で、テレビ放送は時期尚早
との意見が大勢を占めたが、創業者正力松太郎197は「テレビの発展無くして。戦後日
本の再建はあり得ないとの強い信念から我が国初のテレビ放送実現へ邁進」した。 
 
第２項 資本構成とその推移 
（１） 1952 年 10 月：設立時 
資本金は 250 百万円であり、当時の主要株主は朝日新聞、毎日新聞、読売新
聞、そして、三菱電機、三菱重工業等の三菱系企業、三菱商事、三井物産、住
                                                   
195 1951 年 8 月 14 日に公表された「正力構想」（正力松太郎による構想）では「1 年以内にテ
レビを含めた総合通信網を。民間資本で日本に建設する」と報じられている。読売新聞は「日
本全土を結ぶ世界で最も近代的な通信網を、商業企画によって設置する計画が 13 日、発表さ
れた。これは日本の民間資本によって、日本のほとんど全土に。テレビジョン、FM、ファク
シミリ放送、テレタイプ放送などをもたらす通信網をつくるもので、最初 1950 年にこの種の
企画を提唱したカール・ムント上院議員によって発表された」と併せて報じている。正力は、
テレビ事業を全国ネットの単一独占企業で押し進めようと考えていた。これに対し「全国放送」
を大義名分にしている NHK は「テレビの民営反対」等を唱え出した。正力は全国通信網とし
て「マウンテン・トップ・システム」を考えていた。これは、東京に基幹局を作りすぐにマイ
クロウェーブで全国にネットワークを張り巡らせる計画であった。全国 22 カ所程の山頂に中
継所を設ければ、日本全国にネットワークを構築出来る想定だった。しかし、日本の通信手段
が民営企業に独占的に押さえられるという懸念から国会でも議論になり、1953 年 12 月の衆参
両院電気通信委員会が「民営のマイクロ構想を非とし、施設を一元的に電電公社にゆだねる」
ことを決議し、正力構想は潰えた。なお、マイクロ中継回線は 1954 年４月に電電公社が東京・
名古屋・大阪間で開通させた（日テレ（2003））。 
196 第 79 期有価証券報告書。 
197 東京帝大を卒業後、内務省へ。関東大震災の警備等に当たった後、1924 年に虎ノ門事件の
責めを負って退任。読売新聞社の社長に転じ、同社の経営不振を克服した。読賣巨人軍を創設
してプロ野球を育成、戦後、日テレを創設する。後に自民党から衆議院議員に立候補し、当選
５回。科学技術庁長官、原子力委員長、国家公安委員長等を歴任し、1969 年に死去（日テレ
（2003））。 
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友商事等の本邦商社、精工舎（現セイコー）、正力松太郎等198である。 
（２） その後の推移 
1959 年９月に東京証券取引所に上場した。1974 年 5 月に読売新聞（現在の
筆頭株主でもある読売新聞グループ本社）が当社株式を朝日・毎日両新聞から
全て取得した。2012 年 10 月１日に認定放送持株会社制度へ移行した。 
 
第３項 歴代社長 
設立から７代目社長までは読売新聞等外部出身者が社長に就任していたが、8・9・
11 代目は日テレ出身のプロパーが社長に就任している。 
表 29 日テレ 歴代社長一覧 
 
出所：日テレ（2003）および当社有価証券報告書より筆者作成 
 
第４項 事業構成 
 当社有価証券報告書（2012）によれば、当グループは日テレと子会社 33 社及び関
連会社 21 社から構成され、テレビ番組の企画制作、広告枠の販売他関連事業、オフィ
ス・商業テナント及び土地の賃貸等を実施。事業セグメントは①コンテンツビジネス
事業（46 社）、②不動産賃貸（５社）、③その他（５社）の 3 事業に分類している。 
                                                   
198 開局総費用を 20 億円と見込み、資本金・借入の半々で調達を検討したところ、戦後間もな
い困窮した状況で資金確保は相当苦労したようである。資本金は１口 10 百万円で、当時の池
田勇人大蔵大臣や一万田尚登日銀総裁を動かし財界からの調達を試みたがうまくいかず、朝
日・毎日・読賣の各新聞社から各 10 百万円を集めた後に改めて財界を廻り、最終的に 10 百万
円以上の大口出資を 62 口集めたとのこと（日テレ（2003））。 
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第５項 組織形態 
（１） 系列局との関係 
日テレは 1953 年８月に在京キー局としては最初にテレビ放送を開始したが、
その後 1955 年に開局したラジオ東京テレビ（現 TBS）との熾烈なネットワーク
形成競争に晒された199。これは、ラジオ東京はラジオのネットワークを有して
いたのでテレビにもそのネットワークを使うことが出来たが、日テレはその名
（日本テレビ放送「網」）の通り自社で NHK のように 1 社で全国をカバーする
方針だったことから、ネットワーク形成で出遅れていたためである200。1958 年
に開局した 13 局中 11 局、1959 年に開局した 21 局中 13 局と、それぞれネット
ワークを結んだ。1966 年に日本テレビと地方局 18 社が加盟するニュース協定
を軸とする NNN（Nippon News Network）が形成された201 
 
（２） 制作会社の分社化 
フジ同様、1970 年初頭に外注・関連事業への取り組みを開始した。まず 1969
年 10 月に音楽出版を目的に日本テレビ音楽出版を設立し、1970 年 2 月にテレ
ビ映画制作等を目的としたユニオン映画を設立した。1975 年には歌手等の発掘
育成、音楽番組等の企画制作を行う日本テレビエンタープライズを設立した。 
 
（３） 資本整理 
2007 年４月に番組制作系の子会社を会社分割及び株式交換により、日テレ・
グループ・ホールディングス（以下日テレ GHD。次の子会社を管理）、日テレ・
テクニカル・リソーシーズ、日テレ アックスオン、日テレイベンツ、日テレ
アートの５社に機能別に再編した。 
                                                   
199 郵政省が地方局の免許を認可するに際し、地域の経済力を考慮していた。ゆえに、地域に
よっては放送局が 1 局しか無いところも有れば、2 局や３局のところもあった。要は、東京と
地方で放送局数が違う状況が生じた。スポンサーは全国で商品を販売するために商品を全国で
宣伝することを希望した。そこで在京キー局は、地方局とネットワークを形成し、自社の番組
を流す（＝CM を流す機会を得る）地域を獲得することが、経営上の課題となってきた。ラジ
オ東京はラジオのネットワークを有していたので、テレビにもそのネットワークを使えた。 
200既述の通り、日テレはその名（日本テレビ放送「網」）に現れているように、自社で NHK の
ように 1 社で全国をカバーしようとしていたので、ネットワーク形成で出遅れていた。  
201 1966 年 10 月にはフジテレビ系列の FNN（Fuji News Network）、1970 年 1 月には NET（現
テレビ朝日）系列の ANN（All Nippon News Network）が形成された。 
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（６） 日本テレビホールディングス 
2012 年 10 月１日に民放で 4 番目に、認定放送持株会社である日本テレビホ
ールディングス（以下日テレ HD）を設立し、同体制へ移行した。日本テレビ
を存続会社とし、地上波放送事業を事業会社として新設分割した。また、日本
テレビを株式交換完全親会社とする株式交換により、BS 日本、シーエス日本
の完全子会社化を行った。加えて（３）に既述の日テレ GHD が全株式を保有
する子会社の株式を日テレ HD に移転し、同 HD の子会社にすることとした。 
日本テレビ他（2012）202は、移行の目的として以下 4 点を挙げている。 
① 地上テレビ放送事業を中核とする 3 波一体経営が推進され、コンテンツ価
値の最大化が促進される。 
② グループの最大の強みであるコンテンツ制作力が更に強化され、放送のみ
ならずインターネット等のあらゆる伝送路への発展的な進出と収益の拡大
を図ることができる。 
③ 経営資源の効率的な配分が図られ、戦略機能の集約と新規事業への積極的
な挑戦が進められる。 
④ 適正なガバナンス体制の構築が進むことによって、意思決定の迅速化、事
業執行の機動性向上、経営効率の向上が図られる。 
総務省に対する行政文書開示請求で入手した認定放送持株会社認定申請書
を見ると、申請対象会社の子会社に地上基幹放送事業者として日本テレビ放送
網、衛星基幹放送事業者として BS 日本とシーエス日本、その他として日テレ・
グループ・ホールディングス他 25 社が記載されている。 
                                                   
202 日本テレビ放送網株式会社、株式会社 BS 日本及び株式会社シーエス日本の認定放送持株
会社体制への移行(会社分割、簡易株式交換及び商号変更)による経営統合に関する基本合意書
の締結並びに日本テレビ放送網株式会社の子会社(分割準備会社)の設立についてのお知らせ
（2012 年３月 29 日）。その中で目的について、次の通り記載している。「日本テレビ、BS 日本
及びシーエス日本の 3 社は、これまで放送・番組制作・番組供給等の面で連携しつつも、各々
が独立した経営によってその成果を挙げてきました。しかし、今後はテレビ広告市場に  大き
な伸びが期待できない一方、BS 多チャンネル時代の到来や CS チャンネルの再編等によって、
広告・有料を問わず、放送事業者間の競争は激しさを増すと予想されています。こうした難局
を乗り切る ため、日本テレビ、BS 日本及びシーエス日本の 3 社は、それぞれの強みを生かし
た総合的なメディア戦略を構築するための方策についてかねてより検討を重ね、その結果、日
本テレビ、BS 日本及びシーエス日本の 3 社が「より緊密な資本関係を構築すること」が、3 社
の企業価値の最大化のためには必要 であり、そのためには、認定放送持株会社体制への移行
による新しいグループ体制の構築が最善の策であるとの結論に至りました。」  
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 なお有価証券報告書上、持分法適用会社として開示されている系列局は札幌
テレビ放送、読賣テレビ放送、福岡放送の３社である。 
 
第６項 業績推移 
売上は緩やかに低調傾向である。また、利益も多少の波はあるが同様の傾向である。 
図 43 日テレ 直近 10 年間の業績推移 
 
  出所：当社有価証券報告書より筆者作成（2002 年 3 月期を 100 とし数値化） 
 
図 44 日テレ セグメント別売上高・営業利益推移  
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
  
 売上の傾向の如何に関らず、コストを抑えて放送事業に注力することにより、総体
として高い利益率を確保している。 
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表 30 日テレ 売上高・営業利益・営業利益率・資産状況 
【単位：百万円】 
 
注：黒塗り：2011 年度よりセグメント変更があったため、平仄が合わない箇所は黒塗りした。 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
売上高 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
テレビ放送*1 289,809 277,977 267,903 262,369 247,009 225,941 292,706 300,424
　内スポット 148,699 141,828 138,219 136,981 133,266 112,840 105,926 108,858
　内スポット 120,137 113,619 108,305 105,572 93,395 92,585 103,337 104,530
番組販売収入他*2 20,973 22,529 21,378 19,815 20,348 20,516 33,449 36,661
物販 34,738 33,550
興行 8,640 9,928
セグメント振替 6,616 6,897
不動産賃貸事業 7,261 7,291
文化事業 62,103 62,474 69,411 73,999 71,168 66,293
その他事業 13,717 15,082 14,536 15,145 16,546 12,993 2,661 2,618
合計 357,614 346,642 343,651 342,188 324,563 296,933 297,894 305,460
営業利益 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
テレビ放送*1 25,339 36,007 33,842 27,655 21,583 29,513 29,861 30,533
不動産賃貸事業 1,832 1,787
文化事業 7,097 5,184 8,193 6,292 3,200 4,226
その他事業 2,356 2,356 1,323 2,339 1,390 1,303 -23 -71
合計 34,792 28,551 30,344 23,076 12,214 23,562 31,670 32,249
営業利益率 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
テレビ放送*1 8.7% 13.0% 12.6% 10.5% 8.7% 13.1% 10.2% 10.2%
不動産賃貸事業 25.2% 24.5%
文化事業 11.4% 8.3% 56.4% 8.5% 4.5% 6.4%
その他事業 17.2% 15.6% 9.1% 15.4% 8.4% 10.0% -0.9% -2.7%
合計 9.7% 8.2% 8.8% 6.7% 3.8% 7.9% 10.6% 10.6%
資産規模 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
純資産 366,645 398,017 411,994 407,668 400,417 416,366 427,496 446,038
総資産 493,557 519,951 529,265 512,507 498,457 513,788 528,398 543,228
*1：2011年度以降はコンテンツビジネス事業
*2：2011年度以降はコンテンツ販売事業
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第４節 テレビ朝日 
当社の特徴は、教育番組専門局として設立されたこと、資本構成は設立時から複雑
な株主構成だったこと、組織構成はその資本構成により、主にネットワーク政策等に
影響していたこと、新聞資本とネットワークの食い違いであるいわゆる「腸捻転」解
消後、現状の筆頭株主である朝日新聞による影響が随所に及んでいること、2000 年代
に FMH や TBS が巻き込まれたような「買収劇」が 1996 年に発生していたこと、事
業構成は日テレ同様多角化せず放送事業に集中していること等が挙げられる。 
 
第１項 設立経緯 
1957 年 11 月に設立され、1959 年 2 月 1 日に開局した。当初は教育番組専門局203「株
式会社日本教育テレビ」として設立された。 
 
第２項 資本構成とその推移 
（１） 1957 年 11 月：設立時 
出資者は脚注にある背景の下、紆余曲折を経てこの 4 社およびグループに纏
まった。資本金は 600 百万円だった。この中に、現在の筆頭株主である「朝日
新聞社」204は存在しない。映画４社は東宝・東映・大映・新東宝である。 
                                                   
203 テレ朝（2009）によれば、当社の「教育専門局」としての設立には、「世論」と「チャンネ
ル争奪」の２つの背景があったようである。「世論」は、テレビ受像機の急速な普及とそれに
よるテレビの影響力により、大宅壮一（評論家）が唱えた「一億総白痴論」に象徴されるよう
に、テレビに対するネガティブな議論が挙げられる。こうした世論を受け、アメリカ駐留軍使
用チャンネルの返還等を踏まえて検討され 1957 年 5 月に発表された「テレビジョン放送用周
波数の割当計画基本方針」において、「総合的番組を放送する者の他、学術、技芸、職能教育
など、もっぱら教育効果などを目的とする放送を行う局の設置を、必要且つ適当とする場合に
おいては、その実施の可能にするごとく考慮する」と記述された。また、1957 年６月に総合放
送局とは別に教育専門局の設置をうたった「具体的割当計画表」（第一次チャンネルプラン）
が発表され、免許獲得競争は加熱していた。また、「教育専門局」構想は、業界団体である日
本民間放送連盟でも、1957 年 2 月に電波管理審議会へ意見書を提出していた。  
こうした中「チャンネル争奪」が起こった。NHK 教育テレビジョン以外に、民間に 2 波（総
合放送局、教育専門局各 1 局）のチャンネルに 15 社の免許申請が殺到した。申請会社もしく
はその母体は映画会社、ラジオ局、出版社、地方紙他様々であったようだ。その中で郵政省は
調整による一本化を勧告、総合放送局は既述の通り、ラジオ局 2 社（文化放送とニッポン放送）、
映画会社３社（東宝、松竹、大映）でまとまり富士テレビジョン（その後フジテレビジョン）
が設立され、教育専門局は日本教育テレビの設立となった。  
204 朝日新聞は当初テレビ事業に消極的だった。日テレや TBS に出資はしていたものの、テレ
朝とは東映と共に報道制作会社である朝日テレビニュース社に共同出資する程度の関係だっ
た。他の新聞社は、読売新聞社と日本テレビとの関係のように、テレビの将来性に鑑みネット
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表 31 1957 年 11 月の設立時株主 
 
出所：テレ朝（2009）より筆者作成 
（２） 1973 年から 74 年にかけての動向 
現在の主要株主である朝日新聞は、1964 年頃に当社の経営が厳しくなり始め
た頃から、既存株主より株を購入し経営に参画した。 
その後、オイルショックによる混乱の中、テレビと新聞の資本関係の整理が
進み、1973 年 12 月に朝日新聞、毎日新聞、読売新聞の３社間で、それぞれが
保有する日テレ・TBS 株の譲渡・交換を行うことが発表された。これにより、
朝日新聞がテレビ朝日、毎日新聞が TBS、読売新聞が日テレの主要株主となっ
た。また、1974 年 5 月には朝日新聞と日本経済新聞との間で、テレ朝と東京 12
チャンネル（現テレビ東京、以下テレ東）に関する株式譲渡交渉も纏まった。  
 
（３） 1996 年 3 月および 1997 年 3 月 
1996 年 6 月に旺文社は、同社が 100%出資する当時テレ朝の筆頭株主だった
旺文社メディアの株式を、ソフトバンクおよびニューズ・コーポレーション（以
下ニューズ）が合弁で立ち上げたソフトバンク・ニューズ・コープ・メディア
（以下 SNCM）に売却した。背景には、旺文社とソフトバンクによるマルチメ
ディア・インターネット事業に関する提携205、およびソフトバンクとニューズ
による CS 放送のプラットフォーム「J スカイ B」の設立206がある。ソフトバン
クとニューズは、テレ朝から J スカイ B へのコンテンツ供給を目論んだが、テ
レ朝の主要株主である朝日新聞が反発した。1997 年 3 月に、朝日新聞は SNCM
を買収することで、同社が所有するテレ朝株全株を買い取った。  
                                                                                                                                                          
ワーク形成に動いていた。 
205 ソフトバンクプレスリリース「株式会社旺文社とのマルチメディア事業ならびにインター
ネット事業に関する提携について」（1996 年 6 月 20 日） 
206 ソフトバンクプレスリリース「ジェイ・スカイ・ビー株式会社設立について」（1996 年 12
月 17 日） 
株主名 所有割合
日本教育放送 30%
国際テレビおよび映画4社 30%
日本短波放送 30%
国民テレビ 10%
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表 32 テレ朝 1996 年 3 月末（下表左）・1997 年 3 月末（下表右）の株主構成一覧 
 
出所：テレ朝（2009）より筆者作成 
（４） 2001 年 3 月：東京証券取引所第一部へ上場（2000 年 10 月 3 日）した期 
表 33 テレ朝 2001 年 3 月の上場期株主 
 
出所：テレ朝（2009）より筆者作成 
 
（５） 2012 年 3 月 
2008 年 6 月 6 日付207でテレビ朝日と朝日新聞による新たな提携の枠組みが合
意された。両社事業のシナジー追及等を行うとともに、朝日新聞による一方的
な資本関係が見直され、テレビ朝日が朝日新聞株（38 万株、239 億 40 百万円、
所有割合 11.88%）を取得した。合わせて朝日新聞が保有するテレ朝株式（35.92%）
について、テレ朝が朝日新聞に対し議決権行使出来るよう、保有株式の割合を
25%未満に引き下げることも約定され、以降随時売却された。現状（2012 年 3
月）時点で、朝日新聞はテレ朝株式の 24.7%を保有する筆頭株主である。 
 
                                                   
207 テレビ朝日プレスリリース「テレビ朝日、朝日新聞社による新しい提携枠組み合意および
朝日新聞社株式取得について」（2008 年 6 月 6 日） 
【資本金12億円】 【資本金12億円】
①株主名 持株数 所有割合 ②株主名 持株数 所有割合
旺文社メディア 5,136 21.4% 朝日新聞 8,195 34.1%
東映 3,582 14.9% ソフトバンク・ニューズ・コープ・メディア 5,136 21.4%
朝日新聞社 2,400 10.0% 東映 5,022 20.9%
桑田弘一郎 2,100 8.8% 小学館 1,500 6.3%
小学館 1,500 6.3% 大日本印刷 1,140 4.8%
伊藤邦男 1,395 5.8% 九州朝日放送 1,000 4.2%
北海道テレビ 1,200 5.0% 講談社 400 1.7%
発行済株式数 24,000 100.0% 発行済株式数 24,000 100.0%
【資本金366億42百万円】
株主名 持株数 所有割合
朝日新聞社 340,495 33.8%
東映 161,842 16.1%
小学館 46,500 4.6%
大日本印刷 40,300 4.0%
九州朝日放送 32,147 3.2%
衛星チャンネル 20,854 2.1%
三菱信託銀行（信託口） 15,311 1.5%
講談社 13,640 1.4%
電通 12,710 1.3%
発行済株式数 1,006,000 100.0%
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表 34 テレ朝 直近の株主構成 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
 
第３項 歴代社長 
 1957 年 10 月の設立から 1964 年 11 月までの約 7 年間に亘る 3 代の社長は、主要株主
である旺文社の赤尾好夫と東映の大川博が交互に担った。  
4 代目は、住友銀行から山内直元元住友銀行常務を社長に迎えた。これは、当時の業
績悪化を踏まえ、朝日新聞社、旺文社、東映、日本経済新聞社の４社が新たな経営体
制の中心を司ることとなり、1965 年 3 月の臨時株主総会において 4 社共通の主力銀行
より迎え入れたものである。 
同氏が急逝後、5 代目から 12 代目までは筆頭株主である朝日新聞社出身者を社長に
迎えた。現任で 13 代目の早河社長は、当社設立来初のテレビ朝日出身のプロパー社長
である。 
表 35 テレ朝 歴代社長一覧 
 
出所：テレ朝（2009）より筆者作成 
【資本金366億42百万円】
株主名 持株数 所有割合
朝日新聞社 248,649 24.7%
東映 161,842 16.1%
公益財団法人香雪美術館 50,300 5.0%
みずほ信託銀行　大日本印刷口 40,300 4.0%
九州朝日放送 32,147 3.2%
リクルート 21,000 2.1%
朝日新聞文化財団 20,120 2.0%
発行済株式数 1,006,000 100.0%
氏名 出身 在任期間
1･3 赤尾好夫 旺文社 1957.10～1960.11
2 大川博 東映 1960.11～1964.11
4 山内直元 住友銀行 1965.3～1970.3
5 横田武夫 朝日新聞社 1970.4～1974.11
6 高野信 朝日新聞社 1974.11～1981.6
7 中川英造 朝日新聞社 1981.6～1983.6
8 田代喜久雄 朝日新聞社 1983.6～1989.6
9 桑田弘一郎 朝日新聞社 1989.6～1993.6
10 伊藤邦男 朝日新聞社 1993.6～1999.6
11 広瀬道貞 朝日新聞社 1999.6～2005.6
12 君和田正夫 朝日新聞社 2005.6～2009.6
13 早河洋 テレビ朝日 2009.6～
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第４項 事業構成 
（１） 現状 
有価証券報告書（2012）によれば、当グループはテレビ朝日、子会社 18 社お
よび関連会社９社で構成され、番組制作とそれに伴う業務等を行っている。事
業セグメントは①テレビ放送事業、②音楽出版事業、③その他事業の 3 事業に
分類している。 
 
（２） テレビ事業の変遷 
 既述の通り、テレ朝は「教育専門局」として設立され、番組編成は教育番組
を 53%以上、教養番組を 30%以上放送することが条件とされた。そのため午前
中は小学校向け学校放送番組、昼は主婦向け社会教養番組、13 時からは中学校
向け番組、18 時からは児童向け教養番組を編成した208。この他営業的な制約も
多かった。具体的には、①学校放送番組は教育を妨げる CM は出稿出来ない、
②その CM の内容は勿論、配置・回数・秒数まで成約あり、③「日本教育テレ
ビ」という社名がスポンサーに商品広告でなく企業広告でなければ出稿出来な
いという誤解を招いた等があった。 
かかる状況を踏まえ、1963 年６月に臨時放送関係法制調査会に陳情書を提出
した。内容は、民間放送における教育局経営の難しさを訴え、総合放送局、準
教育局、教育専門局の区分廃止を求めるものだった。必要性は理解されたもの
の、区分廃止は認められなかった。その後、同様に教育局としてスタートして
いた東京 12 チャンネル（現テレビ東京）の経営悪化も受け、1973 年 10 月に郵
政省は「テレビジョン放送用周波数割当計画の一部修正」 209を決定した。これ
により、教育専門局としての役割を終え、総合番組局となった。  
                                                   
208 受像機設置校の増加（日立製作所による寄贈、文部省等への免税措置依頼や購入費補助申
請等が奏功）と、制作番組の工夫等により、教育番組のネットワークが形成された。これが後
に、テレ朝系列に繋がって行く系譜となった。  
209 「今日的状況として、NET、12 チャンネルの両社のこれまでの経営実態を見ると、一般事
業者に対して、教育専門局の役割を果たさせることは、極めて困難である。教育専門局は営利
を目的とせず、スポンサーに頼らない基盤の上に立って運営すべきである。また、現在の NHK
の教育専門局が全国に普及しており、その成果もかなり上がって来ている。従って、これまで
の営利を目的とする教育専門局は廃止すべきである」と教育専門局の廃止が明確に示された。
しかし、他局と同じ現在の状況（教育番組 10 以上（従前は 53%以上）、教養番組 20%以上）と
なるのは、1982 年以降である。（テレ朝（2009））。 
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第５項 組織形態 
（１） 系列局との関係 
後発局であったこと、教育専門局だったこと、そしてネットワーク発展期に
朝日新聞が主要株主となり同社の電波政策との関係に影響を受けたこと、等か
らネットワーク形成は苦労した。教育専門局として教育番組の販売と、1963 年
頃の当社大川社長による朝日新聞210の関係深化により、少しずつ形成された。
朝日新聞との連携のもと、1963 年の機を見た九州朝日放送（KBC）との関係樹
立により、当社（東京：NET）大阪（MBS）、名古屋（NBN）とのネットワー
クが出来た。その後、1967 年以降の UHF 局の大量開局方針を受け、朝日新聞
との連携のもと、その新局運営に際しては営業、技術、CM 運行等の社員を派
遣する等の支援を行った。こうした積み重ねの下、1968 年 9 月に北海道テレビ
との協定を締結し、北海道から福岡までの基幹地域のネットワークが出来た 211。 
そして、第 2 項（２）に既述の通り、1974 年に在京キー局と新聞資本の関係
が整理されたことを受け、大阪地区のネット関係と新聞資本関係の整理が課題
となった。大阪では NET と毎日放送（MBS）、TBS と朝日放送（ABC）がネッ
ト関係にあった。それぞれの社名の通り、MBS は毎日新聞、ABC は朝日新聞
が主要株主である。新聞資本の観点からするとこのネット関係はねじれたもの
であり「腸捻転」と言われた。しかし、時期を経て脚注 186 に記載した ABC が
NET に対してネット協定締結の条件として提示していた課題も解決に向かい、
1974 年 11 月に TBS・MBS、NET・ABC でネットワークを締結した212。 
                                                   
210 朝日新聞は既述の通りテレビ事業に消極的だったが、1963 年頃から積極的姿勢に転換した。
同年１月の常務会で、以下の事項を決定した。①日本教育テレビ（NET）を朝日の名前をつけ
たキー局とする、②TBS とクロスネットの大阪の朝日放送（ABC）を NET のネットに切り替
える、③日テレと NET とのクロスネットの名古屋テレビ（NBN）を NET のネットに切り替え
る、④フジと NET のクロスネットの福岡の九州朝日放送（KBC）を NET のネットに切り替え
る。ABC は NET が教育専門局であること、NET（朝日、日経出資）、クロスネットの TBS（朝
日、毎日、読賣出資）の新聞資本混在の状況で１社の言うことは聞くに及ばないこと、③NET
は赤字続きで経営基盤が脆弱さえあること、などから朝日新聞の申し入れを拒絶した．他方、
KBC は読売新聞の九州進出に伴い、九州を基盤とする西日本新聞社が大株主であるテレビ西日
本が系列を（読売新聞が主要株主である）日テレ系列からフジテレビ系列へ変更を決めた。従
前フジテレビ系列だった KBC へフジよりネット解消の申出があった。これを受け KBC へ朝日
新聞が働きかけ、NET 系列に入ることが決まった。同時期に、大阪の毎日放送との間で業務協
定が結ばれ、名古屋の NBN ともネットワーク関係を深めた。  
211 その後、1970 年 1 月に 14 局によるニュースネットワーク（ANN）が発足した。 
212 最終的に現在の 26 局ネットになるのは、1996 年 10 月の岩手朝日テレビの開局を以て、と
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（２） 関係会社の設立 
1958 年 11 月に朝日テレビニュース社（現テレビ朝日映像）が設立された。
開局時に独自の報道体制を築くのは困難という判断から同年７月に共同テレビ
ジョンに参画した。しかし、役員構成等から自社の意向を充分に反映出来ない
懸念があること、他局と同素材を使用することになると独自性が出しにくいこ
と等から、東映が持つ映像技術と、朝日新聞社が持つ報道力を組み合わせるこ
とを志向し、東映、朝日新聞社と朝日テレビニュース社を設立した。この他、
同年 12 月に社屋内の喫茶室・売店販売、台本印刷、テレビ受像機の販売・修理
等213を行う日本教育テレビサービスが設立された。1970 年 4 月には番組関連の
版権管理とレコードの制作販売を行うエヌ・イー・ティー音楽出版（現テレビ
朝日ミュージック）が全額出資で設立された。同年 11 月には、ビデオ事業推進
のため、朝日新聞社、旺文社と提携し、ビデオ・パック・ニッポンを設立した
（1980 年 9 月に関連会社化、のちに連結子会社化）。1971 年 10 月には当社、東
急エージェンシー、日立製作所、朝日イブニングニュースと 4 社共同で日本ケ
ーブルテレビジョン（JCTV）を設立した。以降、1982 年 8 月の放送技術社を皮
切りに技術系子会社、1985 年 3 月にテレビ朝日リビング等を設立した。 
 
（３） 認定放送持株会社制度 
 当社は 2012 年 12 月現在、在京キー局の中で、唯一「認定放送持株会社制度」
を採用していない。これについて 2012 年 11 月 7 日の第二四半期の決算 IR 説明
会で、早河社長が「経営戦略の一つとして、ホールディングス化の可能性を排
除すること無く検討している」と述べている214。 
 
 
                                                                                                                                                          
いうことになる。 
213 当時はチャンネルが 6 までしかない 6 チャンネル方式のテレビ受像機しか普及しておらず、
10 チャンネルまで写るオールチャンネル方式のテレビ受像機の販売が課題だったため。当時の
テレビはロータリー式チャンネルで現在のリモコン式と異なり、チャンネルを頻繁に切り替え
てテレビを見る習慣は無かった。チャンネルをガチャガチャ回す子供は「チャンネルが壊れる」
と怒られるのが常だった（テレ朝（2009））。 
214 日刊合同通信（2012 年 11 月 8 日） 
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第６項 業績推移 
 売上高は、2004 年度から 2,400～2,500 億円で推移している。利益は、2008 年度に
リーマンショックなどの影響により放送事業収入が落ち込むと共に、開局 50 周年に伴
う大型特番制作のために費用が嵩み大きく落ち込んだ。以降、売上は横這いながら、
番組制作等をコントロールし、利益を確保している状況。 
図 45 テレ朝 業績推移 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
 
 売上および利益の内訳をみると、多角化進んでおらず、ほとんどがタイムとスポッ
トによる放送事業収入および同じ利益である。 
図 46 テレ朝 セグメント別売上高営業利益推移 
 
*営業利益：タイム（赤）で記載されているものは、放送事業収入（タイム+スポット）。 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
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表 36 テレ朝 売上高・営業利益・営業利益率・資産状況 
【単位：百万円】 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
売上高 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
テレビ放送事業 215,302 220,907 221,438 220,481 213,875 198,724 204,284 207,368
　内タイム 91,717 93,932 95,444 95,474 96,129 84,043 84,103 83,787
　内スポット 98,359 100,825 99,373 97,916 86,026 82,487 87,598 90,429
番組販売 11,871 11,878 11,987 12,227 12,195 12,021 11,977 12,276
その他 13,353 14,270 14,633 14,862 19,525 20,171 20,605 20,875
音楽出版事業 9,122 10,938 9,348 9,697 9,565 6,664 7,134 9,534
その他事業 24,492 25,856 29,156 32,123 33,873 34,049 33,028 33,017
合計 242,036 249,383 251,124 252,746 247,192 230,236 235,398 239,845
営業利益 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
テレビ放送事業 9,901 12,912 10,417 5,704 -1,959 3,276 5,858 7,111
音楽出版事業 2,279 3,263 1,889 1,763 1,541 664 1,074 1,660
その他事業 1,478 1,001 1,472 1,705 2,477 3,307 2,963 1,801
合計 13,606 17,075 13,677 9,976 2,015 7,216 9,851 10,462
営業利益率 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
テレビ放送事業 4.6% 5.8% 4.7% 2.6% -0.9% 1.6% 2.9% 3.4%
音楽出版事業 25.0% 29.8% 20.2% 18.2% 16.1% 10.0% 15.1% 17.4%
その他事業 6.0% 3.9% 5.0% 5.3% 7.3% 9.7% 9.0% 5.5%
合計 5.6% 6.8% 5.4% 3.9% 0.8% 3.1% 4.2% 4.4%
資産規模 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産 222,782 232,967 233,156 245,441 236,150 239,895 242,863 248,531
総資産 291,732 302,750 301,917 313,356 330,311 303,261 309,871 318,519
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第５節 東京放送ホールディングス 
当社の特徴は、資本構成は「腸捻転」215解消までは三大新聞がほぼ並列で株主にい
たため経営に新聞社の意向を受けることは余り無かったこと、楽天による買収を受け
たが認定放送持株会社制度の導入等によりその影響を逃れたこと、組織構成はラジオ
放送を行っていたことからネットワークを他社に先駆けて形成出来たこと、事業構成
は放送と赤坂の本社周辺の土地を有効に活用した不動産事業の二本柱を構築している
こと等が挙げられる。 
 
第１項 設立経緯 
1951 年５月に関東地方における最初の民間放送局として216ラジオ東京を設立。1951
年 12 月にラジオ放送、1955 年 4 月にテレビ放送を開始した。2009 年 4 月に認定放送
持株会社制度へ移行した。 
 
第２項 資本構成とその推移 
（１） ラジオ東京の設立時 
「TBS50 年史」資料編217（2002）（以下 TBS50 年史）によれば、資本金は 150
百万円。当時の上位 10 社の株主は以下の図の通りである。筆頭株主は、朝日・
毎日・読賣の新聞３社並列で、以下金融機関が並んでいる。 
表 37 TBS 1951 年 5 月期の設立時株主の上位 10 社 
 
出所：TBS50 年史（2002）より筆者作成 
                                                   
215 詳細は本章第４節テレビ朝日ご参照。  
216 有価証券報告書（2012）。 
217 東京放送（2002）「TBS50 年史」資料編。 
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（２） 1957 年 3 月期：テレビ放送開始時 
TBS50 年史によれば、テレビ放送を開始した 1956 年 3 月期の資本金は 750 百
万円。テレビ放送開始翌期の 1957 年３月期末の株主は以下の表の通りである。
筆頭株主は大手証券会社に変わり、設立時筆頭の新聞社は 2 番手となっている。 
表 38 TBS 1957 年 3 月期株主の上位 10 社 
 
出所：TBS50 年史より筆者作成 
 
（３） 1960 年 10 月：東京証券取引所第一部への上場前後 
1960 年 10 月に上場した。その時点での株主構成は入手出来なかったのだが、
TBS50 年史に掲載されているその前後の株主構成を記載する。1959 年 9 月期は
1957 年 3 月期と比べて、所有割合の数値が若干変わっているが、銘柄はほぼ不
変。上場後の 1964 年は信託銀行が上位株主に顔を見せるようになった。なお、
朝日新聞と読売新聞は 1974 年の腸捻転解消まで、当社株主であった。 
表 39 TBS 1959 年 9 月期（下表左）および 1964 年 3 月期（下表右） 
 
出所：TBS50 年史より筆者作成 
株主名① 所有割合 株主名② 所有割合
野村証券 7.08% 三井信託銀行 6.13%
日興証券 3.76% 東洋信託銀行 5.03%
大和証券 3.15% 三菱信託銀行 4.16%
朝日新聞社 3.00% 電通 3.46%
毎日新聞社 3.00% 原為雄（毎日新聞社） 2.98%
山一證券 2.86% 大和銀行東京支店 2.92%
電通 2.40% 朝日新聞社 2.88%
読売新聞社 2.40% 住友信託銀行東京支店 2.43%
明治生命保険 2.13% 安田信託銀行 2.33%
第一生命保険 2.00% 山岡重孝（読売新聞社） 2.30%
八幡製鉄 1.80%
 130 
（４） 2000 年 3 月期：分社化 
 詳細後述するが一部の制作部門およびラジオ部門を分社化する直前の株主構
成である。上位株主から新聞社が姿を消し、電通以外は金融機関が占めている。 
表 40 TBS 2000 年 3 月期の株主構成 
 
出所：TBS50 年史より筆者作成 
（５） 2006 年 3 月期：楽天による当社株式買収後 
2005 年 10 月 13 日に楽天が同社子会社を通じて TBS の発行済株式のうち
15.45%を購入した旨、発表した。同日付のプレスリリースによれば218、楽天
は TBS に対し新たな持株会社の設立を提案している。その後、楽天の 10 月
29 日付プレスリリースによれば、TBS 株式を 19.09%まで買い増した219。 
表 41 TBS 2006 年 3 月期の株主構成 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
                                                   
218 TBS プレスリリース「楽天（株）の当社株式大量取得について」（2005 年 10 月 13 日） 
楽天プレスリリース「株式会社東京放送に対する共同持株会社化を通じた統合の申し入れと  
当社による同社普通株式の取得について」  
219 11 月 30 日付両社連名のリリースによれば、①「放送とインターネットの連携」を実現する
ために真摯に協議・検討を開始するものとし、そのための「業務提携委員会」を発足させる、
②楽天は「共同持株会社設立による経営統合」の提案については一旦取り下げる、③協議期間
中、楽天は保有する TBS の持株比率を 10％未満まで低下させ、これを超える保有 TBS 株式に
ついては、みずほ信託銀行に信託する、④楽天の TBS に対する最終的な出資比率等については
両社で協議すること等を取り決め、協議を開始した。 
株主名 所有割合
さくら銀行 4.72%
日本生命 4.65%
三菱信託銀行 3.57%
中央信託銀行 3.25%
電通 2.88%
毎日放送 2.40%
住友信託銀行 2.32%
第一生命 2.29%
第一勧銀 2.29%
東京三菱銀行 1.91%
【資本金：546億85百万円】
株主名 所有割合
日本マスタートラスト信託銀行 10.47%
みずほ信託銀行 9.83%
楽天メディア・インベストメント 8.79%
日本生命 4.27%
日本トラスティ・サービス信託銀行 3.40%
三井住友銀行 3.02%
毎日放送 2.82%
M&Aコンサルティング 2.75%
三井物産 2.26%
ビックカメラ 2.00%
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（６） 2012 年 3 月期：楽天から株式買取後 
2009 年 4 月 1 日付で認定放送持株会社制へ移行したことを受け、それに反対
する楽天より TBS に対し、5 月 1 日付で同社保有の TBS 株式の買取請求がなさ
れた。それを受け TBS は楽天へ 7 月 31 日付で 400 億円を仮払いした後220、2010
年 3 月 5 日付で東京地方裁判所（以下東京地裁）より 1 株当たりの価格が 1,294
円と決定されたことから、3 月 25 日付で残金 88 億 7,528 万 5,800 円の支払いがな
された。その後、算定株価に不満を持つ楽天が TBS を相手取り最高裁まで争った
が、東京地裁が決定した 1,294 円が覆ることはなく、2011 年 4 月 20 日付で金額が
確定した。 
表 42 TBS 2012 年 3 月期の株主構成 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
 
第３項 歴代社長 
 既述の通り、当社の設立時は新聞資本が３社並列で入っていた中、初代社長は 1946
年、まで王子製紙社長を務め、公職追放にあった足立正が選ばれた221。足立社長は自
身の社長就任時の条件として「専務役員の一任」を挙げ、元毎日新聞の鹿倉吉次を就
任させた。2 代目社長は、その鹿倉吉次が就任した。以降 3 代は、TBS プロパーでは
ないが、設立時から関わった人物である。６代目の濱口は新卒で報知新聞に入社する
ものの数年で TBS に転職して来た経歴を持つ。以降の社長は、TBS プロパーである。 
                                                   
220 会社法は、株主から買い取り請求を受けた会社が株式の代金に加え年 6％の利息を株主に支
払うと定めている。両社は 5 月に東京地裁へ買取価格の決定を申し立てているが、係争が長引
くと TBS HD の金利負担が重くなる可能性がある。  
221 TBS（2002）によれば、当初新木栄吉（後の日銀総裁）に交渉したが断られ、足立となった
経緯がある。 
【資本金：549億86百万円】
株主名 所有割合
日本マスタートラスト信託銀行 9.74%
日本トラスティ・サービス信託銀行 5.27%
日本生命 3.87%
毎日放送 3.23%
三井住友銀行 3.01%
三井不動産 3.00%
三井物産 2.25%
ビックカメラ 2.20%
講談社 1.98%
パナソニック 1.61%
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表 43 TBS 歴代社長一覧 
 
出所：TBS（2002）より筆者作成 
 
第４項 事業構成 
有価証券報告書（2012）によれば、当グループは TBSHD、子会社 53 社、関連会社
36 社によって構成されており、事業はテレビ・ラジオの放送及び映像・音楽ソフト等
の制作・販売を主に、これらに付帯する保守、サービス等を実施している。事業セグ
メントは、①放送事業（45 社）、②映像・文化事業（42 社）、③不動産事業（６社）の
３事業に分類している。 
 
第５項 組織形態 
 当社の組織形態を概観する際の特徴は、2000 年に事実上の純粋持株会社制の導入を試み
たことと、2009 年 4 月に認定放送持株会社制へ移行したことである。 
（１） 系列局との関係 
 当社がテレビ放送を開始した 1955 年当時は、民放テレビ局は日テレと当社し
かなく、ネットワーク形成の動きは無かった。TBS（2002）、日テレ（2002）に
よれば、日テレは既述の通り単一会社で全国放送網を作る構想を持っていた。
しかし、電波管理委員会はこれを認めずラジオ同様。地域毎の企業体に免許が
出されることになった。 
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 ネットワーク形成のきっかけは、1956 年 12 月１日に大阪で大阪テレビ（現
朝日放送）、同日に名古屋で中部日本放送が開局されたことである。新設 2 局は
自社の番組だけでは時間を埋められないため、東京の 2 局からの受けが必要だ
った。しかし、自社に都合の良い番組だけを選択するという「買い手優位」な
状況だった222。1956 年 11 月に日テレ・当社・大阪・名古屋の４局で「番組交
流に関する４社協定」（以下協定）が締結され、受け局の自由でネットワークが
形成されることとなった（選択ネット方式）。以降、1957 年 4 月開局の北海道
放送、1958 年３月に福岡の RKB 毎日放送が開局し、随時協定に参加した。現
在のキー局を頂点とした「ネットワーク協定」とは、全く異なるものである。 
 その後、1959 年４月の皇太子妃ご成婚のパレード中継を機に報道に関するネ
ットワークの原型が形成され223、1959 年８月１日に JNN（Japan News Network）
ニュース協定224を締結した。以降、本章第４節テレビ朝日第 5 項組織形態でも
述べたように「腸捻転」の解消等を含め、全国へネットワークを伸ばした。 
 
（２） 1957 年：ラジオからテレビへ 
 テレビ放送開始から約３年後となる 1957 年上期に、テレビ収入（8 億 9,519
万円）がラジオ収入（8 億 3,617 万円）を抜いた。テレビ放送開始後の業務拡大
に合わせ、組織整備と人員確保が課題となった。1958 年 4 月に編成局がテレビ
とラジオの 2 局に分かれ、それぞれに必要な業務に関わる部門が設置された。 
 
（３） 1960 年および 70 年代前半の多角化と 70 年代後半の集約 
 1960 年前半より「業績が景気の動向に左右される要素が大きい」ことが実感
されたことを受け、かかる傾向においても会社として安定した収益を挙げるべ
く多角化が進められた。しかし、1970 年のオイルショックで、特に不動産を中
心に打撃を受け、集約された。 
                                                   
222 東京・名古屋・大阪を結ぶマイクロ回線は１線しかなく、大阪テレビと中部日本放送は、
その回線を用いて同一番組をネットせざるを得なかった。  
223 日テレが 13 局、TBS が 17 局とネットして放送した。 
224 ご成婚パレードを放送した 17 局が加盟した。内容は「加盟社はそれぞれの取材範囲内で発
生したニュースを責任もって取材し、その素材を JNN に提供する義務を負う」と定めると共
に、「他のネットワーク系列局との間でニュース素材に交換をしたり、テレビニュース番組の
ネットをしない」と縛りを掛けた。また、大型取材の経費は各社で分担することも定めた。  
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表 44 TBS 1960 年代の多角化の歴史 
 
出所：TBS（2002）より筆者作成 
表 45 TBS 借入金・債務保証推移 
 
出所：TBS（2002）より筆者作成 
（４） 2000 年３月の分社化 
認定放送持株会社制度が認可される前に、分社化を行った（但し後述するよ
うに、2004 年 3 月に一部再統合）。1999 年の新年祝賀パーティーで砂原社長（当
時）が「今後競争激化の市場で耐えうるコスト、品質、収支構造を実現するた
め、TBS の将来の企業形態として、地上波の放送免許、編成、営業、送出およ
び事務部門を持った TBS グループのセンター的会社と、それぞれ分社化した現
業のハウスカンパニーが集合した形態を一つのイメージとして持っている」と
語り、「組織の活性化」を目指して分社化を検討していることを示した。  
その後準備が進められ、2000 年３月に、旧東京放送のラジオ部門、制作局、
スポーツ局を夫々分社化し、ティ・ビー・エス（以下 TBS）・ラジオ・アンド・
コミュニケーションズ（以下 R＆C）、TBS エンタテインメント（以下エンタ）、
TBS スポーツの３社を設立した。 
表 46 TBS 分社の概要 
 
出所：TBS50 年史より筆者作成 
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TBSR＆C は法律上の制約からラジオの放送免許を本社に残したまま、ラジオ
の番組制作等の業務を TBS から受託する分社としてスタートした。TBS ニュー
ス＆ライブは、疑似分社として TBS 内に設置された。 
分社のルールとしては、各分社は一般管理部門を持たず、経理決算は本社へ
業務委託することとした。また、費用は、分社化前の制作局・スポーツ局は「制
作費＋諸費」という直接費のみを局の費用として計算していたが、分社化以降
は人件費や家賃等も分社の費用に計上することになった（しかし、出演料等の
ギャランティーは本社が負担）。 
著作権は本社が保有し、画面では「制作 ○○（分社）、制作著作 TBS」と表
示することとなった。 
人事は労使協議の結果、組合員の分社への出向発令の際は、会社が本人の同
意を得た上で行うこととなった。異動は、5 年以上同じ分社にいる社員は自分
の意思を表明出来る社内フリーエージェント制度を採用すると共に、分社単位
で固定的にならないように本社人事が配慮することとした。また、各分社は本
社人事の了承を得て、独自の条件で採用を行えることとなった。如何なる会社
も同様と思料するが、テレビ事業は特に人がコンテンツを制作することで成り
立っていることもあり、人事政策には留意して設計されたようである。  
 
（５） 2004 年 3 月の再統合および M&A 
 TBS エンタテインメントがティ・ビー・エス・スポーツ、ティ・ビー・エ
ス・ライブを吸収合併した。2008 年７月には雑貨店「（旧）ソニープラザ」が
有名な流通グループ「スタイライフホールディングス」を買収した。 
 
（６） 認定放送持株会社への移行 
2009 年 4 月 1 日付で認定放送持株会社制度へ移行した。 
 総務省に対する行政文書開示請求で入手した認定放送持株会社認定申請書を
見ると、申請対象会社の子会社に地上系放送事業者として TBS テレビ、TBS ラ
ジオ＆コミュニケーションズの 2 社、その他 46 社が記載されている。 
系列局は、2012 年３月期現在、持分法適用会社として開示されているものの
中には、見当たらない。 
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第６項 業績推移 
（１） 売上高・営業利益推移 
売上高は多少の波はあるものの、放送事業の減収をそれ以外の事業（映像・文化
事業、不動産事業）が補う構造である。経常利益は 2001 年度にピークに、以降そ
れを下回る水準で推移している。なお、2009 年 4 月の認定放送持株会社制度の導
入後の業績は、売上・利益共に放送事業の落ち込みを他の事業（不動産）でカバー
する形態になっている。特に不動産は、従前より所有していた敷地を再開発して
2008 年 2 月に「赤坂サカス」を開業し、大型賃貸オフィスや商業施設から安定的
な賃料収入を得て、業績を下支えしている。 
図 47 TBS 直近 10 年間の業績推移 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成（2001 年 3 月期を 100 とし数値化） 
図 48 TBS セグメント別売上高・営業利益推移 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
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表 47 TBS 売上高・営業利益・営業利益率状況 
【単位：百万円】 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
（２） 資産推移 
認定放送持株会社制度のポイントである「資産規制」の分子の大元にあたる
「総資産額」の推移を確認する 。総資産の推移を見ると、2011 年度は 2009
年度比 284 億円減少している。これは有価証券評価差損額等が生じているため
である。TBS も総務省から情報開示が得られず、構成は不詳である。しかし、
総資産（＝分子）が減少していることから規制に関する懸念は無いと思われる。 
表 48 TBS 資産状況 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
売上高 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
放送事業 258,374 259,417 262,762 255,462 233,278 201,271 196,860 203,935
タイム・番組制作 120,499 130,167 127,697 120,512 96,905 86,553 85,415
スポット 103,019 103,048 98,205 85,895 75,651 82,160 83,540
ラジオタイム 6,114 6,179 5,952
ラジオスポット 2,380 2,393 2,442
テレビその他/BS 11,708 11,648 11,528 11,437
映像・文化事業 53,181 55,712 121,717 133,616 129,562 127,324
不動産事業 2,512 2,545 2,475 3,816 17,245 16,369 16,331 15,277
その他事業 40,845 44,078 281 184 65 4
合計 301,731 306,041 318,700 315,175 372,306 351,262 342,754 346,538
営業利益 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
放送事業 15,689 10,153 15,905 12,265 -1,507 -10,375 -2,166 600
映像・文化事業 8,637 7,912 12,103 6,080 2,681 5,144
不動産事業 623 623 695 424 7,770 7,543 7,185 6,421
その他事業 6,198 5,639 84 80 77 50
合計 22,510 16,404 25,327 20,624 18,457 3,343 7,705 12,162
営業利益率 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
放送事業 6.1% 3.9% 6.1% 4.8% -0.6% -5.2% -1.1% 0.3%
映像・文化事業 16.2% 14.2% 9.9% 4.6% 2.1% 4.0%
不動産事業 24.8% 24.5% 28.1% 11.1% 45.1% 46.1% 44.0% 42.0%
その他事業 15.2% 12.8% 29.9% 43.5% 118.5% 1250.0%
合計 7.5% 5.4% 7.9% 6.5% 5.0% 1.0% 2.2% 3.5%
資産規模 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産 324,724 378,026 385,298 360,376 342,231 357,076 344,658 322,597
総資産 506,125 555,271 567,722 537,211 556,780 627,683 593,023 555,159
純資産（TBSHD単体） 329,421 321,601 282,832
総資産（TBSHD単体） 551,290 519,585 522,820
*注：TBSHD設立は2009年4月。
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第６節 テレビ東京ホールディングス 
テレビ東京は、入手出来る情報に限りがあるため、以下設立から現状への経緯と直近
の業績推移を纏めることとする。 
 
第１項 設立から現状への経緯 
1964 年 4 月に教育専門局として放送を開始した、財団法人日本科学技術振興財団（以
下財団）によるテレビ事業を前身とする。番組の内容は、科学技術教育番組 60%、一
般教養番組 15%、教養・報道番組 25%であり、教育番組は財団の授業を CM 無しで放
送していたこともあり慢性的な赤字が続く。 
かかる中、1968 年 7 月に同財団の番組の制作と販売を目的として東京十二チャンネ
ルプロダクション（以下プロダクション）が設立され、1969 年 11 月に同社へ日本経済
新聞社が財界の要請を受けて出資した。その後、1973 年 10 月にプロダクションを東京
十二チャンネルに商号変更後、財団よりテレビ事業を譲受し、11 月より総合放送局へ
転換した。以降、社長は、日本経済新聞社より派遣されている。系列局は、北海道、
東京、名古屋、大阪、岡山・香川、福岡の 6 局ネットである。 
2010 年 10 月１日に民放で 3 番目に、テレビ東京ホールディングスを同体制へ移行し
た。これはテレビ東京、BS ジャパン及びテレビ東京ブロードバンドにより、認定放送
持株会社による経営統合を目的として、共同株式移転の方法による共同持株会社とし
て総務省に対する行政文書開示請求で入手した認定放送持株会社認定申請書を見ると、
申請対象会社の子会社に地上系一般放送事業者としてテレビ東京、BS 委託放送事業者
として BS ジャパン、その他としてテレビ東京ミュージック他 13 社が記載されている。 
 
第２項 業績推移 
売上は多少の波はあるものの緩やかな上昇基調で推移しているが、経常利益は減収
基調である。特に、2006 年度以降は番組制作費の重点的な投下に伴う費用増等により、
減収率が高い傾向が見られた。その後、2008~9 年度にリーマンショックの影響等によ
り大幅減益となってからコストコントロールにより持ち直したが、2012 年度は番組制
作費をはじめとする費用の増加により、減益となった225。 
                                                   
225 2011 年 8 月 3 日付当社プレスリリース「2011 中期経営計画計数目標について」によれば、
地上波放送事業の放送収入を番組コンテンツ力の向上と視聴率を回復させることために、番組
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図 49 テレ東 直近 10 年間の業績推移 
 
出典：当社有価証券報告書より筆者作成（2001 年 3 月期を 100 とし数値化） 
                                                                                                                                                          
制作費を増加させることから 2012 年度は一時的に 8 億円の営業赤字となるが、2013 年度は
黒字転換し 10 億円の営業黒字となる計画、と発表している。結果は、2012 年 3 月期の当社有
価証券報告書によれば、地上波放送事業の売上高は 91,249 百万円（前期比△686 百万円）、営業
利益は △1,220 百万円（△1,431 百万円）であった。 
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第５章 考察 
これまで、日本の地上波テレビ局を中核とした日本のメディアグループについて、
デジタル化が及ぼす影響を整理した上で、形成の過程、規模の推移、主要プレーヤー
の動向、ならびに関連法制度について概観した後に、先行研究を用いてテレビ局の構
造、経営状況、純粋持株会社制度について整理した。その上で、先行研究で得られた
視点を踏まえ、事例研究として主なプレーヤーである在京キー局 5 局を含む企業集団
について、設立経緯、資本構成、役員構成、事業構成の変遷および組織形態、業績推
移について整理した。その結果、デジタル化の進展、インターネットの普及、および
日本の人口構成の変化等に起因し、中核の地上波テレビ放送の収入が緩やかに低下傾
向にあること、そしてその状況の改善が見込みにくいことが改めて把握出来た。この
ことを踏まえ、今後の事業構成およびそれに適した組織形態を検討する。 
 
第１節 結論 
地上波テレビ局を中核とした日本のメディアグループは、事業構成はテレビを中心と
したコンテンツの制作・伝送事業に特化し、組織形態は認定放送持株会社制度等を活用し
特に地方テレビ局の集約を図ることが望ましいと考える。 
日本の GDP の成長は期待し難い上に、テレビ広告費をはじめとする広告費は従来と
異なり GDP の推移と比例せずそれを下回って推移し、伸びは限定的と見込まざるを得
ない。また、認定放送持株会社制度を導入すると、放送法における放送資産規制（認
定放送持株会社の総資産における基幹放送事業者の株式の取得価額の合計額を 100 分の
50 以上とする）により、放送外事業収入を拡大するにも工夫が必要となる。売上が既
述の事情で伸ばしにくい中で利益を確保する方法は、番組制作費や人件費等の費用削
減程度しか見当たらない。しかし、それも早晩限界が来ることが見込まれる。  
そうした中で、今後の地上波テレビ放送を中核としたメディアグループの事業構
成・組織形態の在り方を検討すると、先行研究で示されているように「（特に地上波テ
レビ放送）事業者同士の再編」を考えざるを得ない。成長が見込みにくい成熟した市
場の中で、限られた顧客（パイ）を様々なメディアと競合して奪い合う状況下、事業
者は売上及び利益を確保するために、単独でパイの拡大を目指すのは勿論であるが先
 141 
行研究にあったようにマスメディア排除原則の緩和や認定放送持株会社制度等を有効
に活用し、特に地方局の経営統合を図り規模の利益を享受することを目指すこととな
ろう。また、今後成長が見込まれるインターネット配信や DVD 販売などのコンテンツ
の二次利用（マルチユース）は、現行法令化では、現状行っているようにテレビ局の
中の一事業として取り組み、収益化していくことが現実的であると考える。以下、改
めて、章立てに沿って根拠を整理する。 
 
第２節 業界環境 
業界環境は、情報のデジタル化とその伝送路としてのインターネットの普及の 2 点
に起因し、既に変化が生じており、今後も激変が想定される。デジタル化に伴い情報
の流通量は増え、それに連れて情報の消費量も増加基調にある。コンテンツの流通手
段や記録媒体のデジタル化に伴い、記録媒体も大容量化している。デバイスは、既存
のテレビに加え、インターネットも接続出来る上に高い情報処理能力を有するスマー
トテレビや、スマートフォンの一層の普及も見込まれる。デジタル・コンテンツの各
デバイスへの伝送路としてのインターネットの日本における世帯普及率は 86%であり、
ブロードバンドは約 3,000 万世帯との契約に至る。よって、日本のメディアグループ
が今後の事業構成および組織形態を検討する際は、コンテンツのデジタル化、デバイ
スの多様化、インターネットの普及を捉えた事業展開を考える必要があろう。 
メディア・コンテンツ業界の規模は約 11 兆円で推移している。流通段階でみると一
次流通はそのうちの約 8 割、マルチユースは残りの 2 割である。流通形態でみるとテ
キスト系が減少し映像系が伸長している。テレビコンテンツのマルチユースは、著作
権の処理の煩雑さ等から他の媒体に比べると進んでいなかったが、今後はかかる原因
も解消に向かいつつあることから、収益源の多様化のためにも DVD 化等による二次利
用へ一層取り組む段階が到来しつつあると思料される。 
かかる状況下、地上波テレビ局は様々なプレーヤーとの関係の中に存在している。
テレビ局自体はキー局と地方局に区分されるほか、スポンサー、仲介する広告会社、
そして視聴者の中に存在している。現在、日本の民間の地上波テレビ局は 128 局あり、
そのうち独立系の 13 局を除く 125 局は、在京キー局５局のもとに番組編成・営業およ
ぶ資本関係で結ばれたネットワーク関係が形成されている。最近は、衛星放送（BS・
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CS）も普及し、視聴者にとっては視聴可能チャンネル数が増えている。その視聴者に
関してもっとも留意すべき特徴は、少子高齢化の進展である。日本全体の地上波テレ
ビ視聴時間は微増傾向だが、内訳をみると若年層のテレビ視聴時間が減りインターネ
ットを使う時間が増える一方、高齢者のテレビ視聴時間は伸びる傾向が見られる。ま
た、広告主は広告出稿を控える傾向が見られる。直近の総広告費およびテレビ広告費
は名目 GDP の推移に連動せず下回って推移しており、今後の成長が見込みにくいこと
が想定される。なお、その中で成長著しいインターネット広告はテレビ広告を置換し
たという見方もある一方、補完し合う関係とも考えられている。 
直近のテレビ局の業績は、広告収入が低迷基調にある影響で、売上は漸減基調であ
る。利益も、費用の大半が人件費をはじめとする固定費であるため急激に削減するこ
とは難しく、売上同様、減少傾向にある。しかし、過去からの蓄積があるため、自己
資本比率も高く、利益準備金なども積み上げられており、現時点では財務体質は特に
懸念はない。 
以上のことから、事業構成を検討するに際し、業界環境についてはコンテンツのデ
ジタル化とインターネットの普及、それにあわせたデバイスの多様化に留意すること、
視聴者の年齢構成を勘案した番組編成にすると共に視聴者の動向を踏まえた伝送路へ
のコンテンツ配信事業に取り組むこと、広告収入の低迷をメディア間の競争によるも
のと捉えるだけでなく、人口構成に合わせた広告主（企業）の動向等と共に他メディ
アとの補完関係も考慮すること等が必要であると整理出来る。 
 
第３節 法制度 
日本の放送局は、放送法、電波法等 4 つの法律の下で運営されている。中でも、放
送局の形態を司る放送法は、2008 年および 2011 年に改正された。2008 年の改正によ
り、認定放送持株会社制度の導入が可能となり、その傘下に基幹放送事業者を子会社
化出来るようになった。また、2011 年の改正により、機能を伝送だけ、制作だけ、伝
送および制作などハードとソフトの一致か分離かを選べるようになった。2008 年の改
正の背景は、2011 年７月のデジタル化完了に向けて各放送事業者が投資を進める中、
負担が重荷になっていると思われる地方局があるため、経営の選択肢を広げるという
観点からグループ経営が可能になった。合わせて外資規制、出資規制、資産規制など
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が条件とされた。この「資産規制」が、放送以外の事業に取り組む際に制約となる懸
念がある。なお、資産規制の意図に関し総務省の担当課へ確認したところ、認定放送
持株会社制度は「放送事業の特権」を得られることから、実態として放送事業者を主
要な子会社とする持株会社であるべきという観点から導入されたとのことである。 
以上のことから、事業形態や組織構成を検討するに際し、法律の改正動向に留意し、
活用出来るものは取り入れつつ、制約は極力自社に影響しないグループ設計が求めら
れることを、改めて確認した。特に認定放送持株会社制度は、資産規制という制約は
ある一方、12 局まで放送局を傘下に収められることや、外資規制や出資規制により、
上場企業が晒される買収リスクをヘッジし事業に集中出来る環境を得ること等のメリ
ットもあるので、有効に活用すればよいと考える。 
 
第４節 先行研究 
日本の放送局の特徴である制作と伝送を行う「垂直統合」の経済的効果について検
証した先行研究によれば、垂直統合による経済性は存在せず、費用削減効果は見出し
にくい、ということだった。規模の経済が働く条件は「共通費用」が存在することだ
が、制作と伝送にはそれが存在しないという見解である。  
これを踏まえ、放送局同士の統合による規模の大型化による経済性について検証し
た先行研究によれば、規模の経済は働くようである。デジタル化による設備投資等を
共同で行うことが出来、費用節減につながる可能性を示唆している。  
テレビ局・制作会社・テレビ局と制作会社のそれぞれに関する競争状況や、互いの
関係について検証した先行研究によれば、局同士、制作会社同士の競争が激しい程、
効率的になる。特に制作会社同士の競争は、局に安価で高品質な番組をもたらす可能
性もある。なお、番組制作業の子会社を抱えるほど、テレビ局の生産性が下がる結果
も示されている。 
また、メディア・コングロマリット化が進むことを想定し、テレビ事業とラジオ事
業を兼営することの範囲の経済性（費用削減効果等）を検証している先行研究によれ
ば、その効果は見いだせないという結果が導かれている。主因は、リソースの共有を
図れる機会が少ないことである。 
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地方局の経営統合がコスト構造に与える影響に関する先行研究によれば、放送局同
士を統合し、それぞれが持つ東京・大阪支社を統合することが最もメリットがあると
いう結果を示している。 
地方局に関しては、この他に「存在意義」や「課題」について検証している先行研
究がある。地方局には、競争は域内のみ、区域外での放送は困難、キー局との賢固な
ネットワーク関係等の特徴がある。検証の結果、県域を越えてのコンテンツの制作・
放送についてはキー局中心のネットワークの利点を強調するコメントが複数見られる
など、「県域」という放送区域の中でそれぞれの地方局が独自の放送を行うという本来
の制度趣旨との矛盾が生じている事象が判明した。対応としては、認定放送持株会社
の傘下での経営統合等が挙げられている。 
地上デジタル放送への移行前後のテレビ局単体の経営状況に関する先行研究では、
フローとストックから現状を示している。フローを見ると、直近の 2006 年から 2008 年
は不況やリーマンショック等に起因し売上高・利益ともに低下傾向にある。ストック
の状況をみると自己資本比率をはじめ特段懸念ある水準ではなく、安定性は高い。 
一般的な純粋持株会社制度の導入に関する先行研究では、日本における同制度の導
入の特徴として、同制度は成長するための１つの方法であり複数の事業で共用出来る
資源がある場合に専業よりも合理的であること事業の「選択と集中」のために各社に
適合した財務数値を評価尺度として各社を管理する制度等を整えリスクに見合ったリ
ターンを得られる資源配分（ポートフォリオ・マネジメント）が必要となることを挙
げている。 
 以上のことから、結論の背景として、テレビ局における規模の経済は制作・伝送
の垂直統合では働かないが放送局同士の統合では働くこと、番組制作業の子会社を抱
えるほどテレビ局の生産性が下がること、ラジオとテレビといった異事業の兼営に範
囲の経済は働かないこと、地方局の経営統合によるコストへの影響は放送局の上それ
ぞれが持つ東京・大阪支社を統合することが最もメリットがあること、地方局が独自
の放送を行うという本来の制度趣旨との矛盾が生じている事象があり、対処策の一つ
は認定放送持株会社の傘下での経営統合等が考えられること等が整理出来た。いずれ
も繰り返しになるが、結論を裏付ける内容である。但し実際には、フジテレビの事例
により、効率化を求めて行った制作会社の分社化は、かえって軋轢をうみ視聴率低下
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や営業成績悪化に至ったとする事例もある。よって、実際の制度設計の際は、TBS が
分社化の際に行ったように、特に人事施策には留意して行う必要があると考えられる。 
 
第５節 事例研究 
2012 年 12 月現在で認定放送持株会社制度へ移行済の企業は FMH（2008 年 10 月）・
TBS（2009 年 4 月）・テレビ東京（2010 年 10 月）・日本テレビ（2012 年 10 月）の４
社である。FMH と TBS は多角化を進め、日テレと（持株会社制度を導入していない）
テレ朝は放送事業へ集中している。こうした中、利益率を見ると日テレのように放送
に集中している企業グループは高い。 
なお、認定放送持株会社を導入しているフジ・メディア・ホールディングスと TBS
ホールディングスの制度導入後の売上・利益推移を見ると、通販会社の M&A や不動
産再開発等放送外事業の収益で、放送事業の売上・利益の落ち込みを補完する体制が
取られているように見受けられる。制度導入と業績改善の因果関係を見るには、制度
導入後の期間が短い（最長で FMH の 4 年）ことと、事例数が少ない（2012 年 4 月の
日テレの導入により 4 件）ことから、現時点では明確に言い切れない。しかし、既述
のようなグループ内の補完構造等を構築する動きは見られ始めている。  
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第６章 終章 
（１） 議論の総括 
先行研究および調査から、日本の地上波テレビ放送を中核とするメディアグ
ループは、環境の変化と法的制約を踏まえ、今後の地上波テレビ放送を中核と
したメディアグループの事業構成・組織形態の在り方を検討すると、「（特に地
上波テレビ放送）事業者同士の再編」を考えざるを得ない。具体的には、事業
はコンテンツの制作・伝送に特化すること、組織形態は認定放送持株会社制度
を活用し地方局を中心に統合すること、という結論を導くことが出来るものと
考える。 
 
（２） インプリケーションと意義 
探しえた先行研究を見る限り、地上波テレビ局の構造、取り巻く業界環境、
そして法的制約、そして、在京キー局の歴史的経緯から特徴までを整理した上
で、今後の事業構成と組織形態を示した論文は現存しない。その意味で本論文
が、当業界の発展にささやかながら貢献出来れば幸甚である。メディア・コン
テンツ業界における競争の優位の源泉である「コンテンツ制作力」を生み出す
「人材」を確保するためには、十分な利益が必要である。その観点から効率的
よくメディア企業を運営するためには、特に先行研究から得られた所見である
「垂直統合」「異業種統合」は総括に既述の通り地方局の経営統合を進めること
等を明示出来たことも、本論文の意義と考えられる。 
 
（３） 今後の研究課題 
既述の通り、業界環境の変化が激しい。未来永劫、テレビがコンテンツ市場
で主要なポジションを占められるとは考えにくい。かかる中、本稿の結論は現
時点で把握している情報に基づくものなので、今後の技術革新や法令変更によ
っては結論が変わる可能性もあろう。 
多くの先行研究でも言及されていた通り「実体面の分析からも検証されるべ
き課題が多く、マス・コミュニケーション論や社会学を含めた多角的なアプロ
ーチが必要」という側面もあるので、かかる観点からの検証も必要であろう。 
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今、ここにいるきっかけは異動である。現在自分が勤務する株式会社フジテレビジ
ョンをはじめとし、日本の地上波テレビ放送を中核とするメディアグループの業績が
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ビジョン経理局財務部の皆さんへ、心より御礼申し上げる。  
 
そして、2011 年 4 月に東日本大震災により入学式等が無いまま、大学院生活が始ま
った。そこで出会った主査である岩村充教授からは、常識に囚われない考え方、物事
の本質の捉え方、そして、その表現の仕方をご教示頂いた。そして、夜間主の岩村ゼ
ミを（事実上の第 1 期生として）共に作らせて頂いた。改めて、御礼申し上げる。ま
た副査の翁百合客員教授には、ゼミ活動や論文執筆に際し、様々なご指導を頂いた。
同じく副査の樋原伸彦准教授には研究計画書作成時から論文執筆に当たり有益な指導
を頂いた。何れも御礼申し上げる。加えて、共に学んだ岩村ゼミをはじめとする学友、
先輩、後輩にも、改めてお礼申し上げる。このご縁は、大学院で得た最大の財産であ
り、これからも大切にさせて頂きたい。 
 
最後にこの学びの機会は、そもそも生まれなければ得られなかったことを考えると、
わが両親にも感謝したい。そして、在学中に子供が生まれるというとても素敵な機会
をもたらしてくれた、そして快く応援し、協力してくれた我が妻、千佳、そして生ま
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2013 年 1 月 12 日 
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別紙 
 先方は、各社の認定放送持株会社認定申請書の行政文書開示請求を行った際の総務
省担当者である。なお、当人から、名前を出さないこと、先方記載を上記の通りとす
ることを条件に、開示の応諾を得ている。 
Ⅰ．総務省担当とのメール往信① 
日時 2012 年 11 月 11 日（当方発信）・11 月 12 日（先方返信） 
先方 総務省情報流通行政局地上放送課係長（認定放送持株会社担当） 
当方 辻 
方法 電子メール往復 
１． 資産規制 
（１） 当方質問 
マニュアル P.1 他にも記載の通り、申請対象会社の子会社である基幹放送事業者
（これに準ずるものも含む。）の株式の取得価額の合計額の当該申請対象会社の総
資産の額に対する割合が、常時 50%を超えることが確実であると見込まれること
と規定されている。この「50%」の根拠（50%の理由）をご教示願いたい。 
（２） 先方回答 
50％の根拠は、単に先行事例である「銀行持株会社」と「保険持株会社」が 50％
になっていたので、前例にならったもの。補足すると、前例の 50％を変える特段
の理由がなかった。 
なお、この資産要件は、外資規制の適用、子会社とできる放送事業者の数の増加
のように「放送事業の特権」を得られることから、実態として放送事業者を主要
な子会社とする持株会社であるべきという観点から導入されたものである。 
 
（３） 当方質問 
企業戦略的に考えると、マニュアルの「はじめに」に記載の通り「放送のデジ
タル化や通信と放送の融合が進展する中…競争激化…が大きな課題」とすると、
放送以外で「競争」が「激化」「していない」事業に進出するのも一案かと思料す
る。しかし、この 100 分の 50 の規制に縛られ、他の成長可能性のある産業へ進出
出来なくなる懸念は無いだろうか。 
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（４） 先方回答 
他の成長産業へ投資したいなら、認定放送持株会社を返上して頂くことになる。 
 
（５） 当方質問 
もし放送事業が堅調に推移し、利益が確保されると、各社に導入されている CMS
等を通じて資金が持株会社に吸い上がり、分母が膨らむ。そうすると、分子を時
価で見直すこと等をしない限り、資産規制（100 分の 50）を下回る懸念が生じる。
要は、放送事業が順調に推移しても、この規制を遵守出来ない可能性があるが、
この点に関してはどのように考えればよいか。 
（６） 先方回答 
ＣＭＳの件は、現状の規制がある以上、規制を守ってください、ということにな
る（ただし、制度の一般論であるが、放送事業者から規制緩和要望がなされた場
合は、今後、検討する可能性はある）。 
 
２． 傘下に収められる基幹事業者数の上限（12 局） 
（１） 当方質問 
この 12 局の算出根拠は何か。関東（7）と近畿（6）を傘下に収められることを
避けるためか。 
（２） 先方回答 
これは放送事業者からのニーズをヒアリングした上、総合的に判断して 12 局と
したものである。ただ、総務省の公式見解ではないが、関東と近畿の合計数１
３未満というのは、結果的に放送事業者側が納得したひとつの理由になってい
るようである。 
 
３． 持株会社制度の利用状況 
（１） 当方質問 
マニュアル２（参考）に（１）「全てローカル局」が「イメージ」として記載さ
れているにも関わらず、現状、この形態のグループが誕生していない理由は如
何考えるか。 
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（２） 先方回答 
これはなかなか厳しい指摘であるが、総務省としては「制度は広ければ広いほ
どいいものであること、そもそも放送助業者側の規制緩和要望に応じて制定し
たものであり、利用するかは放送事業者の判断に委ねられている」ということ
になる。ローカル局が利用しない理由は、総務省としてそのようなヒアリング
を実施していないため、わからないが、そこまで経営が切迫化していないので
はないかと推察される。 
 
４． ホールディングスの子会社以外の出資 
（１） 当方質問 
HD が 100%株式を保有出来る基幹事業者数は 12 が上限と理解しているが、20%
の持分法適用会社（関連会社）の上限の有無をご教示願いたい。有りの場合は、
その数と数の根拠（背景）を、併せてご教示願いたい。 
（２） 先方回答 
「マスメディア集中排除原則」と呼ばれる非常に難解な制度がある。 
① 出資可能な社数の考え方 
１） 地上放送事業者を１局分幾らでも出資していい 
２）２局目については、放送対象地域が被る場合は、10％以下 
３）２局目については、放送対象地域が被らない場合は、33％以下 
② 例外（認定放送持株会社傘下） 
 特例として 12 局（異なる放送対象地域）まで 100%出資可能。 
③ 認定放送持株会社が出資可能な社数 
１） 子会社の放送局と放送対象地域が被る場合は、10％以下 
２）子会社の放送局と放送対象地域が被らない場合は、33％以下 
例）フジ・メディア・ホールディングス 
フジテレビ（関東広域）を子会社化しているため、以下の通り出資可能。 
・ 日テレ、テレ東等関東広域局へは 10％以下 
・ 北海道、東北、近畿のテレビ局などは 33％以下 
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Ⅱ．総務省担当とのメール往信② 
日時 2012 年 11 月 12 日（当方発信）・11 月 12 日（先方返信） 
先方 総務省情報流通行政局地上放送課係長（認定放送持株会社担当）  
当方 辻 
方法 電子メール往復 
 
1. 資産規制 
（１） 当方質問 
 「子会社等（子会社及び関連会社）である基幹放送事業者等（②の子会社を
除く）の株式の『取得価額』」と「株式の取得価額」にしている理由は何か。ま
た、この取得価額は、時価で見直すことを HD に求めることはあるか。 
 HD には資産規制が有るため、放送局に事業の多角化を図らせるということ
を考えるところが出てくる気がする。そうすると（というか、それをそもそも
認めるかどうかという話も有るが）、株価が変動するのではと思った次第である。 
（２） 先方回答 
 株式の取得価額にしている理由は、やはり、単に先行事例である「銀行持株
会社」と「保険持株会社」の条文をそのまま引用したもの。具体的な理由とし
ては「外形的に把握しやすい客観的な数値」を採用とされているが、なぜ株式
の取得価額なのか、突っ込んだ理由はない。また、時価での見直しだが、状況
で大きく株式の取得価額が明らかに変わるようであれば求めることは有り得る。 
 
2. 分母 
（１） 当方質問 
総資産から、放送の業務に用に供する設備等を差し引く理由は何か。分母を小
さくするためか。 
（２） 先方回答 
資産要件は「資産全体のうち放送関係を把握する」ものなので「放送の業務の
設備」は、持っていても何ら問題ない設備である。であるならば、本来、子会
社の株式の取得価額に追加する方が望ましいのだが、法律の条文上、「分子に追
加できない」ため、分母から引いている形を取っているもの（分母は、「総務省
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令で定める計算式」となっていますが、分子は法律上「株式の取得価額」と決
まっているため）。 
 
3. 中間認定放送持株会社の設置（マスメディア排除原則関連） 
（１） 当方質問 
認定放送持株会社の傘下への、中間認定放送持株会社の設置は可能か。 
例）東京放送 HD の下に東日本と西日本のローカル局を束ねる中間認定放送
持株会社をそれぞれ置き、その傘下に放送局を各 12 局おくことは可能か。 
１）東日本 
①北海道放送、②青森テレビ、③IBC 岩手放送、④東北放送、⑤テレビユー福
島、⑥テレビユー山形、⑦テレビ山形、⑧新潟放送、⑨信越放送、⑩チュー
リップテレビ、⑪北陸放送 
２）西日本 
①静岡放送、②山陽放送、③中国放送、④山陰放送、⑤テレビ山口、⑥あい
てれび、⑦テレビ高知、⑧RKB 毎日放送、⑨長崎放送、⑩熊本放送、⑪大分
放送、⑫宮崎放送、 
 
もしくは、中間持株傘下の放送局が（東日本、西日本それぞれ）各６局＝合計
12 局であれば可能、と考えることは出来るか。 
（２） 先方回答 
 法令上、「自分が 50%超出資している子会社の出資は、自分のもの」という間
接出資規定が存在する（例えば、Ａ社がＣ社に 5％出資、Ｂ社（Ａ社の 100％子
会社）がＣ社に 30％出資していると、Ａ社はＣ社に 35％出資していることにな
る）そのため、中間持株会社の出資は、そのまま認定放送持株会社の出資とし
て算定される。そのため、中間持株傘下の放送局が各６局＝合計 12 局であれば
可能となる。 
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4. キー局の合併 
（１） 当方質問 
 キー局の合併は、法的制約で出来ないということはあるか。 
 広告市場が縮小する中で、規模の利益を追求すべく市場のプレーヤー同士が
統合することは良く有ると思う（製鉄市場の新日鉄住金、JFE、銀行のみずほ、
三菱 UFJ、三井住友など）。ご助言頂いた例で考えると、フジ・メディア・ホー
ルディングス（FMH）は、フジテレビを 100%子会社にフジテレビを所有して
いるので、日テレやテレ東には 10%しか出資出来ないことはわかった。例えば、
広告市場縮小とテレビ事業の先行きを考え、FMH が TBSHD より TBS テレビを
買収し既存傘下子会社のフジテレビと合併、というのは放送法等関連法規で制
約されて出来ないことか。 
（２） 先方回答 
 本件は、完全に政治マターとなる。総務大臣というより政権与党の判断にな
るような大きな話となる。そのため、あくまで頭の体操だが…。 
フジ・メディア HD がフジテレビに加えて TBS テレビを買収するのは、今は省
令で禁止されている。これを解禁するためには省令の条文を変更すればいいの
だが、そのためには、政権与党の判断をいただくこととなる。規模の利益は確
かにおっしゃるとおりなのだが、テレビ局は「マスメディア」であるため、合
併によって、「言論の多角化が阻害される」懸念を議論しなけばならない。ただ、
現状、系列を飛び越えた合併のニーズが全くないため、議論すらない状況。あ
えて言うと、ネットの価値がこれまで以上に向上し、テレビのメディア価値が
大きく衰退するなどの状況変化があれば、議論が始まるのかもしれない。 
 
以上 
 
